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は じ め に 

 

「人と自然が共生するまち 

～市民と築く、地域循環共生都市さがみはら～」を目指して 

 

相模原市は、首都圏南西部の広域交流拠点としての都市機能と、丹沢の雄大な山なみや神

奈川県の水源地域として重要な役割を担っている森林や湖、相模川の清流などの豊かな自然

環境を併せ持つ都市として、先人の知恵とたゆまぬ努力により、着実な発展を遂げてまいり

ました。 

私たちは、身近な環境を守ることが、この良好な自然環境や生活環境の保全につながるこ

とを認識し、次代を担う世代につなぐことができるよう、暮らしの中で、今できることから

着実に取り組んでいくことが重要です。 

 本市では、平成 13（2001）年に「環境基本計画」を策定し、環境の保全と創造のための施

策を積極的に展開してきました。今日、地球温暖化が原因と考えられる異常気象や、生物多

様性の危機、海洋プラスチックごみの問題といった地球規模での環境問題に直面しており、

持続可能な開発目標（SDGs）やパリ協定が採択されるなど、環境に対する考え方・姿勢は、大

きな転換期を迎えております。 

 これらの本市を取り巻く社会情勢や環境の変化に的確に対応し、望ましい環境像である「人

と自然が共生するまち～市民と築く、地域循環共生都市さがみはら～」を目指すための理念

や方向性を示すものとして、新たな環境基本計画を策定いたしました。本計画は、地球温暖

化対策、資源循環の推進、豊かな自然環境の保全・再生、安全で快適な生活環境の保全、環境

教育の推進を図るため、環境分野の個別計画である「地球温暖化対策計画」、「一般廃棄物処

理基本計画」、「水とみどりの基本計画・生物多様性戦略」との関連性を体系的に整理し、本

市が抱える様々な環境問題に対する施策を定めています。 

本計画を着実に進めていくため、引き続き、市民、団体、事業者の皆様と連携・協働して取

り組んでまいりますので、より一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

終わりに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見とご提言をいただきました市民の皆様、

様々な角度から熱心にご議論、ご審議をいただきました相模原市環境審議会の委員の皆様に

心から感謝申し上げます。 

 

令和 2 年 3 月 

 

                       相模原市長  
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表紙のロゴは、本計画の基本目標を表しています 

地球温暖化対策 ～低炭素社会が実現しているまち～ 

～気候変動に適応しているまち～ 

資源循環の推進 ～ともにつくる資源循環都市～ 

水とみどり・生物多様性の保全・活用 

        ～水源を育み 恵み豊かな自然を次世代へ～ 

環境リスクの管理 ～安全で快適な生活環境の実現～ 

環境に配慮したライフスタイルの促進 

         ～環境保全の人づくり・仕組みづくり～ 
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 第1章  第 3 次相模原市環境基本計画の策定に当たって 

計画策定の背景と目的 

近年、地球温暖化が原因と考えられる異常気象や化石燃料の枯渇などのエネルギー問

題、種の絶滅などの生物多様性の危機等、地球規模での環境問題に直面しており、私たち

の生活への影響が顕在化してきています。 

このような問題が顕在化する中、国内外の動向としては、「誰一人取り残さない」を理

念とした持続可能な開発目標（SDGs）や温室効果ガス排出量削減等についての新たな国

際的枠組みであるパリ協定が採択されました。また、平成 30（2018）年 4月には、国（環

境省）の「第五次環境基本計画」が閣議決定され、「環境・経済・社会の統合的向上」や

「地域循環共生圏」の創造がうたわれるなど環境に対する考え方・姿勢は、大きな転換期

を迎えていると言えます。一方、我が国では、人口減少や少子高齢化、財政・社会保障に

対しての不安感の増大、地域でのつながりや連帯感の綻び、自然災害の頻発など、「環境」、

「経済」及び「社会」のそれぞれにおいて、普段の生活に支障を与えるような複雑かつ深

刻な問題が顕在化してきています。そして、これらの課題解決には、自治体を含めた多様

な主体による地域スケールでの実効性のある取組が重要となります。 

本市は、平成 22（2010）年 3 月に「相模原市環境基本計画 2010-2019」（以下「前計画」

といいます。）を策定し、地球温暖化対策や資源の循環、自然環境の保全・活用など 6 つ

の目標を掲げ、様々な取組を進めてきましたが、近年は、集中豪雨や局地的な豪雨の増加

による浸水被害、土砂災害などの地球温暖化の進行に伴う気候変動の影響の顕在化、中

山間地域における農林業の後継者不足による森林管理の不足や耕作放棄地の増加といっ

た社会情勢を背景とした課題への対応が必要となっています。また、圏央道インターチ

ェンジの開設、リニア中央新幹線の神奈川県駅（仮称）や車両基地の設置、相模総合補給

廠の一部返還に伴うまちづくりなど様々なプロジェクトも計画されています。 

第 3 次相模原市環境基本計画（以下「本計画」といいます。）は、前計画が計画期間の

終了を迎えたこと、また、本市を取り巻く社会情勢や環境の変化、環境に対する新たな課

題やニーズ等へ対応するため策定するものです。 
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計画を策定するに当たって 

 

本計画は、相模原市環境基本条例（平成 8 年相模原市条例第 26 号）（以下「環境基本条

例」と言います。）の第 3 条に規定する基本理念を実現するために、同条例に基づき、環境

の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために策定するものです。同

条例に掲げる 4つの基本理念に基づき、本計画の果たす役割は以下の 3点となります。 

 

相模原市環境基本条例（第 3 条 基本理念） 

1 環境の保全及び創造は、市民が健康で安全かつ文化的な生活を営むことのできる

自然と調和の取れた豊かな環境を確保し、及び向上させ、並びに将来の世代へ継承し

ていくことを目的として行うものとする。 

2 環境の保全及び創造は、環境に関する資源の有限性を認識するとともに、その適正

な管理及び利用を図り、もって環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会を

構築することを目的として行うものとする。 

3 環境の保全及び創造は、市、事業者及び市民相互の協力の下に行うものとする。 

4 地球環境保全は、人類共通の課題であるとともに市民の健康で安全かつ文化的な

生活を将来にわたって確保する上で極めて重要であることから、積極的に推進する

ものとする。 

 

 

本計画の果たす役割 

① 環境基本条例の基本理念の実現に向け、望ましい環境像を定め、環境分野の総合

計画として環境施策全体の理念及び方針を示す。 

② 中・長期的視点に基づいて、環境の保全及び創造に関する総合的かつ計画的な施

策を明らかにする。 

③ 市、市民、事業者、環境保全団体、研究機関等における環境の保全及び創造に向

けての個々の役割及び横断的な取組を促すための方法を明らかにする。 
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計画の位置付けと関連計画との関係 

 

本計画は、市の将来像や目指すまちの姿を示す「相模原市総合計画」の部門別計画であ

り、環境基本条例第 8 条の規定に基づき、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ

計画的に推進する環境分野の総合計画です。地球温暖化、資源循環、自然環境、生活環境

の各環境分野において、中・長期的な視点に立ち、環境の保全及び創造に関する施策に係

る目標及び方針を示しています。また、環境分野の個別計画との関連性を体系的に整理し、

計画の役割、位置付けを明確にしました。具体的な施策・取組については、同時期に策定

された各環境分野の個別計画と合わせて推進を図ります。 

なお、本計画の「環境に配慮したライフスタイルの促進」の施策の一部を、「環境教育等

による環境保全の取組の促進に関する法律（平成 15 年法律第 130 号）」に基づく「環境教

育等行動計画」として位置付けるものとします。 

 

図 1-1 環境基本計画の位置付け 

計画期間 

 

本計画の対象期間は、「相模原市総合計画」に合わせて令和 2（2020）年度から令和 9（2027）

年度までの 8 年間とします。また、望ましい環境像は、中・長期的視点に立って計画を推

進する必要があるためおおむね 20年後とします。 

 

図 1-2 環境基本計画の期間  
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計画の対象範囲 

 

近年、環境問題は日常生活から地球規模の問題まで広範囲に及んでいます。また、それ

ぞれの環境要素は階層的に重なっているため、環境問題を効果的に解決していくためには、

それらの状況を踏まえた施策の展開が重要となります。 

本計画は、複雑・多様化する環境問題を広域的な視点に立って幅広く捉えるとともに、

本市の環境特性を生かした「相模原らしさ」を十分に反映させる内容としました。本計画

の対象範囲は、下図に示すイメージとなります。 

 

 

図 1-3 環境基本計画の対象範囲  
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計画策定の視点 

 

本計画は、下表の視点に留意して策定しました。 

 

表 1-1 環境基本計画策定の視点 

計画策定の視点 内容 

総合的・統合的な視点 

市の環境関連計画の上位計画として、環境的側⾯に加え、経済的

側⾯及び社会的側⾯を合わせた総合的・統合的な施策展開を図

るための計画として策定 

中・⻑期的な視点 

環境問題の解決には中・⻑期的な取組が重要なことから、⻑期的

な望ましい環境像の明⽰と、その実現に向けた段階的な⽬標設定

及び解決すべき課題や施策内容を整理 

持続可能な開発⽬標（SDGs）の考えを踏まえ、総合的な課題

解決を⾏うための施策を体系的に整理 

各主体との協働の視点 

複雑・多様化する環境問題の解決のためには多様なステークホルダ

ーの協⼒が必要なことから、市、市⺠、事業者、環境保全団体、研

究・教育機関等の役割と協働の⽅法を踏まえて施策を⽴案 

地域課題への対応と 

広域連携についての視点 

都市部から中⼭間地域まで多様な⼟地利⽤を有することから、それ

ぞれの地域における課題の整理と、課題を解決するための個別・横

断的な施策を整理 

関連計画を踏まえた 

位置付けの整理 

市が策定する環境分野における個別計画の総合的・統合的な計

画に当たることから、個別計画との関連を踏まえ、理念や施策内容

の統⼀に配慮して整理 

社会情勢の変化 

への対応 

国（環境省）の第五次環境基本計画、持続可能な開発⽬標

（SDGs）、パリ協定といった近年の社会情勢の変化を踏まえて施

策を整理 

「環境教育等⾏動計画」の

位置付け 

「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」に基づく

「環境教育等⾏動計画」として、環境教育の実⾏計画を明確化 
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市民・事業者等の意識調査 

計画策定に先立ち、認知度や取組状況、課題等を把握することを目的として、平成 30

（2018）年度に市民・事業者を対象としたアンケート調査を行いました。アンケート調査

の結果の概要を下記に示します。なお、アンケート調査の内容は、資料編に示します。 

 

・暑さ、異常気象、ごみの問題など、⽇常⽣活や事業活動に関わる項⽬について関⼼が⾼い。 

・市⺠の環境保全に関して取り組んでいない理由として、「機会が無い」「時間が無い」の割合が多く、「興

味が無い」の割合が低いことから、市⺠の主体的な⾏動につながる施策、取組や情報発信が重要と考

えられた。 

・企業の環境の取組に関する位置付けは、「社会貢献活動の⼀環という位置付け」「事業活動を続ける

上で重要な要素」が多く、市内企業の環境配慮の活動は⽐較的⾼い意識に基づいて⾏われていると

考えられた。 

 

アンケート調査において、環境保全活動に積極的に取り組んでいる事業者 4 社、1 大学

を対象に施策内容に対する意見や市への要望についてヒアリング調査を行いました。これ

らヒアリング調査の結果の概要を下記に示します。なお、ヒアリング調査の内容は、資料

編に示します。 

 

・近年の環境に対する意識の⾼まりにより企業の社会的責任は厳しくなっており、地域や顧客の信⽤確

保のために環境配慮は重要な取組と位置付けている。 

・急速充電器の整備、EV バス導⼊、⼩⽔⼒発電、バイオマスエネルギー導⼊等のエネルギー関連の施

策は経済効果も期待できるので注⼒してはどうか。 

・⾃社の事業活動の電気を再⽣可能エネルギーで賄う必要があるため、今後は再⽣可能エネルギーの電気を

確保していきたい。 

・環境についての施策や規制、市内での環境関連企業の取組等については積極的に情報提供いただき

たい。 

・市と協働してごみの問題といった環境啓発のイベント、市⺠を対象とした環境講座を開設することは可能

である。 

・市、事業者、消費者の 3 者にインセンティブが与えられるような仕組みづくりが重要である。 

・環境配慮の取組は⼀事業者では難しいところもあるため、同じ⽬標を持つ他業種や⼤学・研究機関等

が知り合える場を設けてほしい。   
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計画策定に当たり、市内において最大規模の環境啓発事業である「さがみはら環境まつ 

り」のイベントの一つとして、「さがみはら環境シンポジウム」を開催しました。 

「さがみはら環境シンポジウム」では、基調講演のほか、地域で活動する市民、事業者

の方や有識者の方による「これからの相模原の環境」と題したパネルディスカッションを

行いました。パネルディスカッションでは、本市の望ましい環境像や、それを実現するた

めの施策について様々な意見が出されました。今後も本計画で示す環境教育の一環として、

このような相模原の環境について参加者と一緒に考える場や地域の取組を知っていただ

く場を設けていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さがみはら環境シンポジウムの様⼦ 
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 第2章  相模原市の環境 

相模原市を取り巻く社会情勢の変化 

平成 30（2018）年 4月に第五次環境基本計画が策定されました。この計画では、持続可

能な開発目標（SDGs）の考え方も活用しながら、環境政策による経済・社会的課題の「同

時解決」などを実現することを目標としています。また、地域の活力を最大限に発揮する

「地域循環共生圏」が提唱されています。この考え方を踏まえて、本市が持つ都市部から

中山間地域までの多様な地域特性における環境政策の在り方を検討する必要があります。 

 

図 2-1 地域循環共生圏の概念 

出典：第五次環境基本計画の概要（環境省） 

 

平成 27（2015）年 12 月に第 21 回締約国会議（COP21）においてパリ協定が採択されま

した。我が国は、平成 28（2016）年 5月に「地球温暖化対策計画」を閣議決定し、令和 12

（2030）年度までに平成 25（2013）年度比で 26％の温室効果ガスの削減を目標としていま

す。この目標達成に向けて、国や自治体を挙げた取組の推進が必要とされています。 

表 2-1 各国の削減目標    

国名 削減⽬標 基準年度 

中国 2030 年までに GDP 当たりの⼆酸化炭素排出量を 60〜65％削減 2005 年 

EU 2030 年までに少なくとも 40％削減 1990 年 

⽇本 2030 年度までに 26％削減 2013 年度

出典：全国地球温暖化防止活動センター 会議レポート を基に作成 

 

本計画との 

関係 

本計画における温室効果ガス排出量の削減⽬標は、国の⽬標設定年度や⽬標値

を踏まえるとともに本市の温室効果ガス排出量の状況等に鑑みて設定しています。 

本計画との 

関係 

本計画における望ましい環境像は、地域循環共⽣圏の考え⽅を踏まえるとともに本市

における⼟地利⽤の状況や資源分布の状況等に鑑みて設定しています。 
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プラスチックは、私たちの生活に身近な素材であり、利便性が高いため幅広く利用され

ています。しかし近年は、漁具として使用されていたプラスチックや陸上で廃棄又は水害

で流失したプラスチックが海洋に流出し、海洋環境の汚染や生態系への影響が指摘されて

います。 

我が国では、第四次循環型社会形成推進基本計画（平成 30（2018）年 6 月 19 日閣議決

定）に基づき、プラスチックの資源循環を推進しています。なお、令和元（2019）年 6 月

28 日、29 日に開催されたＧ20 大阪サミットでは、海洋プラスチックごみによる新たな汚

染を 2050 年までにゼロにすることを目指す「大阪ブ

ルー・オーシャン・ビジョン」が共有され、その実現

のため、日本では「マリーン（MARINE）・イニシアティ

ブ」を立ち上げました。 

廃棄物管理、海洋ごみの回収及びイノベーションを

推進するための途上国の能力強化を支援するなど国

際的な取組が展開されつつあります。 

出典：外務省ホームページ 

国内における生物多様性の保全は、平成 22（2010）年度に名古屋市で行われた生物多様

性条約第 10 回締約国会議（COP10）において世界目標である「生物多様性戦略計画 2011-

2020（愛知目標）」が採択され、これを機に生物多様性戦略計画が立てられ、様々な活動が

展開されています。 

 

 

図 2-2 生物多様性戦略計画 2011-2020  

出典：平成25（2013）年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書（環境省,2013） 

 

本計画との 

関係 

本計画では、「基本⽬標 3 ⽔とみどり・⽣物多様性の保全・活⽤」にて、⽣物多様

性の保全・活⽤に関する対策を⽴案しています。 

 

本計画との 

関係 

本計画では、「基本⽬標 2 資源循環の推進」にて、プラスチックを含むごみの削減量

の低減に関する対策を⽴案しています。 

⻑期⽬標（Vision）<2050 年> 

○「⾃然と共⽣する（Living in harmony with nature）」世界 
○「2050 年までに、⽣物多様性が評価され、保存され、回復され、そして賢明に利⽤され、それによって⽣

態系サービスが保持され、健全な地球が維持され、すべての⼈々に不可⽋な恩恵が与えられる」世界 

短期⽬標（Mission）<2020 年> 

 ⽣物多様性の損失を⽌めるために効果的かつ緊急な⾏動を実施する 

◇これは 2020 年までに、抵抗⼒のある⽣態系とその提供する基本的なサービスが継続されることを確保。 

その結果、地球の⽣命の多様性が確保され、⼈類の福利と貧困解消に貢献。 

Ｇ20 サミットの様子 
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国（国土交通省）の第二次国土形成計画（全国計画）（平成 27（2015）年 8月閣議決定）

では、グリーンインフラを「社会資本整備、土地利用等のハード・ソフト両面において、

自然環境が有する多様な機能（生物の生息・生育の場の提供、良好な景観形成、気温上昇

の抑制等）を活用し、持続可能で魅力ある国土づくりや地域づくりを進めるもの」と定義

されています。 

また、国（国土交通省）の第 4 次社会資本整備重点計画（平成 27（2015）年 9 月閣議決

定）、森林・林業基本計画（平成 28（2016）年 5月林野庁）、国土強靭化アクションプラン

2018（平成 30（2018）年 6 月国土強靱化推進本部）においてもグリーンインフラの取組の

推進が示されています。このように、みどりが持つ多面的機能を有効活用していくため、

グリーンインフラの活用が広がりつつあります。 

 

図 2-3 グリーンインフラの概念図 

出典：グリーンインフラストラクチャー～人と自然環境のより良い関係を目指して～（国土交通省,2017）より作成 

 

本計画との 

関係 

本計画では、「基本⽬標 3 ⽔とみどり・⽣物多様性の保全・活⽤」にて、グリーンイン

フラの考え⽅に寄与する対策を⽴案しています。 
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持続可能な開発目標（SDGs）は、平成 27（2015）年 9 月の国連サミットで採択された「持

続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された平成 28（2016）年から令和 12

（2030）年までの国際目標です。持続可能で多様性と包摂性のある社会を実現するための

17 のゴールから構成され、地球上の誰一人として取り残さない（leave no one behind）

ことを誓っています。 

 

図 2-4 SDGs の 17 のゴール 

出典：国際連合広報センター ホームページ 

 

本計画との 

関係 

本計画では、5 つの基本⽬標の各施策の⽅向性と SDGs の各ゴールに対する関連

性及びその貢献の内容を整理しています。 

 

持続可能な開発のための教育である ESD は、環境、貧困、人権、平和、開発等について

取り組み、持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や活動とされています。ESD の

実施には、特に、①人格の発達や、自律心、判断力、責任感などの人間性を育むこと、②

他人との関係性、社会との関係性、自然環境との関係性を認識し、「関わり」、「つながり」

を尊重できる個人を育むことの 2 点の観点が重要視されています。そのため、環境、平和

や人権等の ESD の対象となる様々な課題への取組をベースにしつつ、環境、経済、社会、

文化の各側面から学際的かつ総合的に取り組むことが重要です。 

 

図 2-5 ESD の目標 

出典：文部科学省 ホームページ 

本計画との 

関係 

本計画では、「基本⽬標 5 環境に配慮したライフスタイルの促進」にて、ESD の促進

に関する対策を⽴案しています。 

 

ESD の⽬標 
○全ての⼈が質の⾼い教育の恩恵を享受すること 
○持続可能な開発のために求められる原則、価値観及び⾏動が、あらゆる教育や学びの場に取り込まれること 
○環境、経済、社会の⾯において持続可能な将来が実現できるような価値観と⾏動の変⾰をもたらすこと
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ESG 投資とは、環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）に配慮 

している企業を重視・選別して行う投資のことを指します。 

近年、環境保全と経済活動の両立が叫ばれていますが、事業者の環境保全等の活動を後 

押しする ESG 投資等の投資活動が欧米を中心に広く浸透してきています。 

 

図 2-6 我が国の ESG を含むサステナブル（持続可能）な投資額残高の推移 

出典：Global Sustainable Investment Review2016（Global Sustainable Investment ALLOANCE）、日本サステナブル

投資白書 2017（NPO 法人日本サステナブル投資フォーラム、2018）より作成 

 

 

本計画との 

関係 

本計画では、「基本⽬標 5 環境に配慮したライフスタイルの促進」にて、ESG を

含む環境配慮⾏動の促進に関する対策を⽴案しています。 
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相模原市の概況 

本市は、神奈川県の北西部に位置し、北部は東京都、西部は山梨県と接しています。面

積は 328.91km2で神奈川県総面積の約 14％を占めています。 

市の西部には、丹沢大山国定公園や県立陣馬相模湖自然公園に指定された森林地帯など

貴重な自然環境を形成した山々が連なり、県民の水がめである相模湖、津久井湖、宮ヶ瀬

湖等を抱えています。これらの湖の周辺や相模川、道志川、串川沿いの流域に広がる緩や

かな丘陵地には、自然と共生するみどり豊かな街並みが形成されています。  

一方、市の東部は、相模川沿いの 3 つの河岸段丘（相模原段丘、田名原段丘及び陽原段

丘）が形成されているほか、北側には城山湖周辺を水源とする境川が流れています。 

また、相模原台地の上段は、公共交通網の充実により、利便性が高い地域として土地利

用が進んでいますが、河岸段丘の間の斜面は樹林帯が連なり、都市部における貴重なみど

りとなっています。 

 

図 2-7 相模原市の位置図 

 
図 2-8 区域図 

出典：相模原市  
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昭和 29（1954）年 11 月 20 日の市制施行後は、積極的な工業誘致や全国でもまれにみる

人口急増期を経て、内陸工業都市、首都圏のベッドタウンとして発展してきました。その

後、平成 18（2006）年 3月に旧津久井町及び旧相模湖町と、翌年 3 月に旧城山町及び旧藤

野町との合併により、県内では横浜市に次ぐ 2 番目の広さとなりました。また、平成 22

（2010）年 4月 1 日には、戦後に誕生した市として初めて政令指定都市となりました。 

 

平成31（2019）年4月1日時点で328.91km2となっています。その内訳は、宅地が47.72km2、

農地が 20.10km2、山林が 203.00km2、原野が 4.25km2、雑種地が 17.84km2、その他が 36.00km2

となっています。 

 

本市は、平成 18（2006）年及び平成 19（2007）年の合併により、総人口 70 万人を超え

る大都市となり、その後も微増傾向で推移してきました。 

平成 27（2015）年国勢調査に基づく本市の将来人口推計結果によれば、本市の総人口は、

令和元（2019）年をピークとして、それ以後は一貫して減少すると見込まれています。年

齢区分別にみると、年少人口及び生産年齢人口は、今後一貫して減少しますが、高齢者人

口は令和 26（2044）年まで増加を続け、その後減少に転じると推計されており、将来的に

更に少子高齢化が進むと予測されています。 

 

 

図 2-9 年齢区分別人口の推移（2015 年～2065 年） 

出典：2015 年国勢調査に基づく相模原市の将来人口推計に一部加筆  
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事業所数及び従業者数は、景気変動等の影響を受けているものの、おおむね横ばいで推移し

ています。産業分類別の従業者数は第 3 次産業（サービス業）が約 8 割と、サービス業が従業

者数の多くを占めていますが、卸売業･小売業（サービス業）の事業所数や従業者数は、減少傾

向にあります。 

第2次産業（工業）の事業所数や従業者数は平成2（1990）年をピークに減少傾向となってい

ます。また、金額ベース（製造品出荷額等）では、近年おおむね横ばいで推移しています。 

第3次産業（観光業）では、観光客数や観光客消費額が平成27（2015）年に急速に増加した

後、多少減少したものの、宿泊客数や宿泊費はおおむね横ばいで推移しています。 

 

 

図 2-10 従業者数及び事業所数等の推移 

出典：「産業別事業所数及び従業者数の推移」は事業所・企業統計調査及び経済センサス、「卸売業・小売業の事業所数等の推移」は商業統計調査 

 

 

図 2-11 事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移 

出典：工業統計調査 

 

図 2-12 観光客数と観光客消費額の推移 

出典：神奈川県入込観光客調査  
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市域全体の約 7 割が自然的土地利用で、その大半を丹沢大山国定公園などがある市の西

部（相模湖津久井都市計画区域及び都市計画区域外に相当する範囲）が占めています。都

市的土地利用は市域全体の約 3 割で、特に相模原都市計画区域において都市的土地利用が

進んでおり、住宅用地の占める割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-13 土地利用状況 

出典：平成27（2015）年都市計画基礎調査（相模原市,2015）より作成（相模総合補給廠一部返還等を反映）
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［近年の主要な土地利用の変化］ 

リニア中央新幹線の開業 

東海旅客鉄道株式会社（JR 東海）は、全国新 

幹線鉄道整備法（昭和 45 年法律第 71 号）に基

づき、平成 26（2014）年 10 月に国土交通大臣か

らリニア中央新幹線の工事実施計画の認可を受

けました。リニア中央新幹線の神奈川県駅（仮称）

が「橋本駅付近」に設置される予定です。令和 9

（2027）年のリニア中央新幹線の開業（品川・名

古屋間）に向けて、橋本駅周辺地域では三大都市

圏と結ばれる首都圏南西部の交流ゲートとして、

更なる都市機能の集積や駅周辺の交通環境の改

善・強化が期待されています。 

 

相模総合補給廠の一部返還 

相模原駅北側に広がる相模総合補給廠は、戦

前、旧日本陸軍相模陸軍造兵廠として使用され

ていた施設で、昭和 24（1949）年に米軍に接収

された後は、在日米陸軍の主要な補給基地とし

て、約 214 ヘクタールもの広大な土地が市民利

用できないまま経過してきましたが、平成 20

（2008）年 6 月の日米合同委員会において約 17

ヘクタールの一部返還が合意されたほか、平成

24（2012）年 6 月に後背地の約 35ヘクタールも

米軍との共同使用が合意されています。 

平成 26（2014）年 9 月には、日米合同委員会

において一部返還が合意されていた約17ヘクタ

ールが返還されました。今後、当該地区における

新市街地の形成は相模原駅周辺地区全体の起爆

剤としての役割が期待されており、多様な交流

を生みだすとともに、環境に配慮したまちづく

りが求められています。 

 

  

リニア中央新幹線 

相模総合補給廠 
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戦前の「軍都計画」に基づく相模原都市建設区画整理事業によって道路などの整備が行

われており、その後の市街地における都市化の基盤となっています。高度経済成長期にお

いて、大幅な人口増加に伴う急速な都市化により、市街地が拡大し、その後、道路や下水

道等の都市基盤の整備を計画的に進めてきました。住み良い環境を維持し、向上させるた

めの地区の特性に応じた地区計画や建築協定が定められ、良好な住宅地が形成されていま

す。 

 

 

 

図 2-14 区画整理事業、地区計画などの状況 

出典：相模原市都市計画課資料（相模原市,2019） 
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相模原市の現状と課題 

 

生物多様性に富んだ丹沢山系の広大な森林、神奈川県の水源であるダム湖を抱えた津久

井地域から、市街化が進んだ相模原地域まで、その環境特性は地域によって大きく異なり

ます。環境課題を解決するためには、このような地域の特性や課題を踏まえた施策の立案

が重要です。 

自然的特性・社会的特性を踏まえ、本計画では、土地利用が進み経済・社会の中心地と

なっている「都市部」と水源地、良好な生物の生息・生育環境及び優れた景観資源が分布

する「中山間地域」の 2 地域に区分し、それぞれの現状と課題及び重点化するべき主な施

策と取組例を整理しました。 

 

 

図 2-15 地域区分 

表 2-2 流域別の河川の特徴 

流域 流域別の河川の特徴 

相模川上流域 

相模川本流の上流部に位置し、相模湖（相模ダム）、津久井湖（城⼭ダム）といっ

た総貯⽔量 6 千万 m3 を超える 2 つの湖を有しています。流域の⼤半を⼭地が占めて

おり、相模川の河床勾配は 1/100〜1/200 と急な区間です。 

相模川下流域 

相模川本流の中流部に位置し、本市の中央区・南区が含まれるなど、流域の⼤半は

市街地が占めています。相模川の河床勾配は 1/200〜1/500 程度で河岸段丘が発

達しています。相模川には瀬と淵が形成され、アユ・ウグイなどが⽣息しています。 

道志川等流域 

相模川⽀流の道志川・串川・早⼾川や、宮ヶ瀬湖（宮ヶ瀬ダム）が含まれます。流域

の⼤半は⼭地ですが、ブナの原⽣林が多く相模川上流域とは異なる環境です。道志

川・早⼾川とも⼭地の狭間を縫うように蛇⾏しながら流下し、渓⾕を形成しています。 

境川流域 

本市北東部に位置し、源流部では森林が多く残されていますが、流域の⼤半は市街地

が占めています。境川沿いには⽐較的河畔林が残されており、市⺠の憩いの場となって

います。 

  

流 域 流域⾯積（市内）

相 模 川 上 流 域 9,648ha

相 模 川 下 流 域 7,543ha

道 志 川 等 流 域 12,437ha

境 川 流 域 3,263ha

合  計 32,891ha
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都市部は、橋本駅や相模原駅、相模大野駅周辺を中心に都市化が進み、多様な都市機能

を有する地域として発展を続けています。当該地区は、大野台・大沼地区や道保川、八瀬

川の流域にまとまった平地林が残されており、都市生態系の貴重な拠点となっていますが、

都市化に伴う緑地の消失や分断化、防災機能の低下などの課題が見られます。また、リニ

ア中央新幹線の神奈川県駅（仮称）の設置や相模総合補給廠の一部返還等、社会動向の変

化への対応も重要です。そのほか、当該地区では、ごみの問題など生活環境への影響や都

市化の進展によるヒートアイランド現象が見られるとともに、近年は、集中豪雨の増加に

よる浸水被害など気候変動の影響の顕在化が懸念されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市部では、リニア中央新幹線の神奈川県駅（仮称）の設置といった社会動向の変化やそ

れに伴う開発需要の増加が予想されます。開発と環境の保全を両立するため、温室効果ガス

排出量の削減やごみの削減、ヒートアイランド現象を緩和するための施策に加え、都市部の

水辺やみどりの拠点を保全するための施策（緑地の保全等）の重点化が必要であり、また、

これらは多様な主体との連携が必要となります。都市部は、域外との交流口という役割もあ

り、訪問者に対して、豊かな自然環境を有すること、自然とのふれあいの場・機会が充実し

ていること等を理解してもらうための施策（環境教育や情報発信）も重要となります。 

 

  

・都市化に伴う緑地の消失及び分断化 
・都市型農地の減少 
・広域交流拠点の形成に伴う環境負荷の低減の必要性 
・⼤気汚染、騒⾳、振動、悪臭等による⽣活環境の悪化 
・アライグマ、オオキンケイギク等の特定外来種の分布拡⼤ 
・レクリエーションや憩いの場、⼈と⾃然とのふれあいの場の充⾜が必要 
・平地林等におけるごみの散乱や不法投棄 
・ヒートアイランド現象の顕在化 
・都市化や事業所の集積に伴うエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量の増加、ごみの増加 
・集中豪⾬の増加による浸⽔被害など気候変動の影響の顕在化                    など 

地域の主な課題 

【地球温暖化対策】
●再⽣可能エネルギーの導⼊促進        ⾃然的特性を⽣かしたエネルギー資源利活⽤の促進 
●省エネルギー活動の促進             省エネルギー設備・機器の導⼊促進 
●気候変動適応策の推進             浸⽔（内⽔）・洪⽔に関する対策 

【資源循環の推進】 
●ごみの更なる削減                 ⽣ごみ・⾷品ロスの削減、ごみの資源化の拡⼤ 

【⽔とみどり・⽣物多様性の保全・活⽤】 
●みどりの保全と活⽤                ⾝近なみどりの保全や利活⽤の推進 
●⽔辺環境の充実                  ⽔辺環境の保全・再⽣ 

【環境リスクの管理】  
●環境リスクの管理による⽣活環境の保全    合流式公共下⽔道の分流式への改善 

【環境に配慮したライフスタイルの促進】 
●環境を守る担い⼿の育成               市⺠・事業者・⾏政の多主体連携による分野横断型の取組の推進
●複雑・多様化する環境問題への体制整備        情報発信基地としての環境情報センターの機能強化 

重点化するべき主な施策と取組例
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中山間地域は、南西に丹沢の山々が連なりブナの原生林なども広がる希少な生態系を有

しており、自然環境保全地域特別地区等に指定されています。また、県民の水がめである

相模湖、津久井湖などの水源地としての水源かん養機能、生物の生息・生育環境や貴重な

生態系、優れた景観を有した里地里山を多く抱えるなど、豊かな自然環境が広がっていま

す。また、自然とのふれあい、人々の健康づくりやレクリエーションの場として親しまれ

ています。こうした自然環境が残る中山間地域ですが、近年では、森林の荒廃や鳥獣被害、

ダム湖の水質悪化などの環境問題をはじめ、住民の高齢化や人口減少などの課題に直面し

ています。また、令和元（2019）年 10 月に発生した令和元年東日本台風は、記録的な大雨

をもたらし、中山間地域を中心に甚大な被害が発生しました。自然災害の増加など気候変

動の影響は、今後更に拡大が予測されるため、その対策が求められています。 

 

 

 

 

 

 

中山間地域では、多様な生態系を育み、水源かん養機能等みどりが持つ多面的な機能の

持続性を高めるため、森林、里地里山、水辺環境等の自然環境の保全・再生を図るととも

に、自然災害の増加など気候変動の影響の回避・軽減やニホンザル、ニホンジカ、イノシ

シ等といった野生動物による鳥獣被害対策を重点化することが重要です。また、相模湖及

び津久井湖の富栄養化への対策として、高度処理型浄化槽の設置を推進していきます。そ

のほか、豊かな自然環境を生かした、人と自然のふれあいを促進するための施策や森林資

源等の利活用の促進などの施策を進めることにより、都市部の住民との連携促進が図れ、

持続可能な循環共生型の社会の実現に貢献します。  

・⼈⼝減少及び少⼦⾼齢化の進⾏ 
・集中豪⾬の増加による⾃然災害の増加など気候変動の影響の顕在化 
・⼈⼯林の管理不⾜による荒廃、⽣物多様性への負の影響、⽔源かん養機能の低下 
・⾥地⾥⼭などの⼿⼊れ不⾜による⽣物多様性への負の影響 
・ニホンザル、ニホンジカ、イノシシ等の野⽣動物の増加による農作物被害や⽣活被害 
・ダム集⽔区域における油、ごみや⽣活排⽔の流出 
・相模湖、津久井湖の富栄養化 
・リニア中央新幹線の建設⼯事に伴う開発などに対する環境配慮                    など      

地域の主な課題 

【地球温暖化対策】
●再⽣可能エネルギーの導⼊促進       ⾃然的特性を⽣かしたエネルギー資源利活⽤の促進 
●気候変動適応策の推進            ⼟砂災害に関する対策、⾃然⽣態系に関する対策 

【資源循環の推進】   
●ごみの適正な処理                不法投棄防⽌対策の推進 

【⽔とみどり・⽣物多様性の保全・活⽤】 
●⽣物多様性の保全・活⽤            野⽣⽣物の保護と適切な管理 
●みどりの保全と活⽤                森林の保全や利活⽤の推進、⾥地⾥⼭の保全の推進 
●⽔辺環境の充実                 ⽔源かん養機能の維持増進 

【環境リスクの管理】 
●環境リスクの管理による⽣活環境の保全  ⾼度処理型浄化槽の設置の推進 

【環境に配慮したライフスタイルの促進】  
●環境を守る担い⼿の育成             体験型の環境教育等の推進 
●まちづくりにおける環境配慮の促進       再⽣可能エネルギー整備の導⼊に係る環境保全策の検討 

重点化するべき主な施策と取組例
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 第3章  相模原市が⽬指す環境像 

望ましい環境像 

 

⼈と⾃然が共⽣するまち 

〜市⺠と築く、地域循環共⽣都市さがみはら〜 

 

望ましい環境像は、相模原市総合計画の基本目標の一つである「人と自然が共生するま

ち」とし、副題を「～市民と築く、地域循環共生都市さがみはら～」とします。 

この望ましい環境像は、本計画の根拠条例である環境基本条例の第 3 条に示された基本

理念の実現化を目指すものです。 

また、一方で、平成 30（2018）年度に策定された国（環境省）の第五次環境基本計画で

は、6 つの「重点戦略（経済・国土・地域・暮らし・技術・国際）」が設定され、その展開

に当たってはパートナーシップ（あらゆる関係者との連携）を重視しており、各地域が自

立・分散型の社会を形成し、地域資源等を補完し支え合う「地域循環共生圏」の創造を目

指すこととされています。この考えは、自然環境と都市環境を併せ持つ本市の地域特性に

合致したものであり、本計画でもこの「地域循環共生圏」を踏まえることが必要です。 

こうした環境基本条例で定める基本理念や国（環境省）の第五次環境基本計画に加え、

令和 2（2020）年度から令和 9（2027）年度までを計画期間とする相模原市総合計画で掲げ

ている環境分野の目指すまちの姿、本市の有している多様な環境特性を踏まえ、本計画に

おけるおおむね 20 年後の中・長期的目標として上記のとおり「望ましい環境像」を設定し

ました。 

環境的側面、経済的側面及び社会的側面が複雑に関わっている現代において、持続可能

な社会の実現を目指すためには、社会経済システムのあらゆる局面に環境配慮が織り込ま

れるとともに、環境・経済・社会の全てが健全で持続的である必要があります。 

本計画で目指すべき望ましい環境像とは、あらゆる主体の連携と協働により、物質的な

面だけでなく、精神的な面からも、安心、豊かさ、健やかで快適な暮らし、歴史と文化、

相互に支え合うコミュニティなどを将来世代にわたって約束する社会です。 

そのためには、低炭素社会の実現、循環型社会の構築、清浄な大気や上質な水資源の確

保、豊かな森林と清らかな水の流れ、多様な生物の生息・生育環境の保全、良好な都市環

境の形成、そして有害物質などによる健康へのリスクの低減された安全な生活環境の維持

等、あるべき姿を確実なものとして実現していくよう、連携と協働を大きな柱の一つに据

え、多様な環境問題に積極的に取り組みます。  
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図 3-1 地域循環共生都市さがみはらのイメージ 

 

 

 

 

 

 

  

中⼭間地域で⽣産される農林産物などの資源は、都市部の市⺠に⾃然の恵み等によって⾃らも⽀えら

れているという「気付き」を与え、⾃然保護活動への参加など中⼭間地域を⽀える具体的な環境⾏動を促

すことにもつながります。 

⼀⽅、都市部において中⼭間地域の資源を購⼊・消費することにより、同地域の農林業が活性化する

など⼈やお⾦が都市部から循環されます。 

このように中⼭間地域と都市部の地域特性を⽣かして、⼈と⾃然が共⽣する都市が地域循環共⽣都

市さがみはらです。 

地域循環共⽣都市さがみはら 

中⼭間地域 都市部 

橋本駅周辺 津久井湖周辺
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基本目標 

 

基本目標は、地域の特徴（都市部から中山間地域までの多様な環境）と環境、経済及び

社会の 3 側面を踏まえ、各地域が自立・分散したコミュニティを形成しつつ、相互補完し

て支え合う社会の実現を目指し、5 つの基本目標を設定しました。5つの基本目標は、環境

分野別に「地球温暖化対策」、「資源循環の推進」、「水とみどり・生物多様性の保全・活用」、

「環境リスクの管理」を設定するとともに、それらの基本目標を実現するための総合的・

横断的な目標として、各分野に共通する土台・人づくり・仕組みづくりを目的とした「環

境に配慮したライフスタイルの促進」を設定しました。 

なお、基本目標のうち、「環境に配慮したライフスタイルの促進」の施策である「環境を

守る担い手の育成」、「複雑・多様化する環境問題への体制整備」は、環境教育等による環

境保全の取組の促進に関する法律に基づく環境教育等行動計画として位置付けます。 

 

図 3-2 望ましい環境像と基本目標 

表 3-1 基本目標と 20 年後の姿 

基本⽬標 20 年後の姿 

地球温暖化対策 

低炭素社会が実現しているまち 
気候変動に適応しているまち 

エネルギーの利⽤やライフスタイルが⾒直され、エネルギーの消費を抑えた豊かで快適

な⽣活を送ることのできる低炭素な社会が実現しています。 

資源循環の推進 

ともにつくる資源循環都市 
ごみの発⽣抑制・排出抑制・再使⽤・再⽣利⽤を推進することで、モノやエネルギ

ーが適正かつ余すことなく利⽤される資源循環都市が形成されています。 

⽔とみどり・⽣物多様性の保全・活⽤

⽔源を育み  
恵み豊かな⾃然を次世代へ 

都市部にはみどりがあふれ、中⼭間地域では⽣き⽣きとした⾵景が復活し、また、そ

れらが⽔とみどりの有機的なネットワークでつながる、⼈と多様な⽣き物が暮らす豊か

なまちが形成されています。 

環境リスクの管理 

安全で快適な 
⽣活環境の実現 

⼤気汚染、⽔質汚濁、騒⾳、⼟壌汚染といった⽣活や健康にかかるリスクが⼗分

に低減され、⼈と⽣き物に優しい健康で安全な暮らしが実現しています。 

環境に配慮したライフスタイルの促進 

環境保全の⼈づくり・仕組みづくり 
ライフスタイルや事業活動における環境配慮の意識が醸成され、多様な主体によっ

て地域や場⾯にかかわらず積極的な取組が⾏われている社会が実現しています。 

 

⼈と⾃然が共⽣するまち 
〜市⺠と築く、地域循環共⽣都市さがみはら〜 

①地球温暖化対策 

低炭素社会が 
実現しているまち

気候変動に 
適応しているまち

②資源循環の推進

ともにつくる 

資源循環都市

③⽔とみどり・⽣物多様性の保全・活⽤ 

⽔源を育み 

恵み豊かな⾃然を次世代へ 

④環境リスクの管理 

安全で快適な 

⽣活環境の実現 

⑤環境に配慮したライフスタイルの促進 

環境保全の⼈づくり・仕組みづくり 

望ましい環境像 

5 つの基本⽬標 
望ましい環境像を実現するための 
5 分野の基本⽬標を設定 
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持続可能な開発目標(SDGs:Sustainable Development Goals)と施策との関連性 

 

SDGs では、地球規模で私たちの良き将来を実現するための 17 のゴールと 169 のターゲ

ットを掲げています。これらのゴールやターゲットは、1 つを達成しようとすれば他のゴ

ールにも影響するというように相互に連関する体系とされています。 

本計画においては、12 のゴール（No.2、No.3、No.4、No.6、No.7、No.9、No.11、No.12、

No.13、No.14、No.15、No.17）について、5つの基本目標の各施策の方向性と SDGs の各ゴ

ールに対する関連性を整理しました。 

本計画では、12 のゴールについて記載をしていますが、環境保全の取組は、1 つの取組

が地球温暖化対策や資源循環の推進、自然環境の保全など様々な影響を及ぼし、多くの波

及効果をもたらすため、間接的にはそのほかのゴールについても貢献が期待されます。 

SDGs で示すゴールやターゲットを見据えて、本計画の施策を推進することで、環境・経

済・社会の諸課題の同時解決が期待され、SDGs を通じた地域・グローバルの双方において

持続可能なまちづくりに貢献していきます。 

 

 

図 3-3 SDGs の 17 のゴール（再掲） 

出典：国際連合広報センター ホームページ 
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表 3-2  SDGs のゴールと環境基本計画の施策との関連性 

関連する SDGs のゴール 施策推進による貢献の内容※ 

 

飢餓をゼロに 
飢餓を終わらせ、栄養を改善し、持続
可能な農業をすすめる 

・ごみの減量化等による⾷品ロスの減少 02 

 

すべての⼈に健康と福祉を 
あらゆる年齢の全ての⼈の健康な⽣活
を確保し、福祉を推進する 

・⼤気、⽔、⼟壌・地下⽔等の環境監視の継続的な実施 04

 

質の⾼い教育をみんなに 
全ての⼈への公正な質の⾼い教育と⽣
涯学習の機会を提供する 

・環境⾏動の推進、⼈材育成等による環境教育の推進 05 

 

安全な⽔とトイレを世界中に 
全ての⼈に持続可能な⽔の使⽤と衛
⽣設備を保障する 

・⽔と衛⽣に関わる分野の管理・対策の強化 01 

・⾃然⽣態系の保護・回復 03 
・継続的な環境監視の実施による⽔環境の保全 04 

 

エネルギーをみんなにそしてクリーンに
安くて安定的に発電してくれる持続可
能なエネルギーが使えるようにする 

・再⽣可能エネルギーの導⼊促進によるエネルギーセキュリティ
の強化 01 

・清掃⼯場における発電や資源の有効活⽤ 02 

 

産業と技術⾰新の基盤をつくろう 
災害に強いインフラをつくり、みんなが参
加できる持続可能な産業化を進め、新
しい技術を⽣み出しやすくする 

・低炭素ライフスタイルへの転換等による産業基盤育成 01 
・ごみ資源の利⽤効率の向上 02 

 

住み続けられるまちづくりを 
国内及び国家間の格差と不平等を減
少させる 

・⾼齢者の移動⼿段の確保やまちの低炭素化に向けた公共
交通機関のシステム整備による低炭素まちづくりの推進 01 

・ごみ資源の適正処理及び資源循環型社会の推進 02 

・公園整備や⽔辺環境等の保全 03 
・⼤気環境や⽔環境等の⽣活環境の保全 04 

 

つくる責任使う責任 
⽣産と消費のパターンを持続可能なも
のにすることを促進する 

・ごみの減量化やリユース・リサイクルによる資源の有効利⽤の
促進 02 

・事業者による化学物質の適正な使⽤、管理の促進 04 

・幅広い場における環境教育や⼈材育成、グリーン購⼊等の
推進による環境に配慮したライフスタイルの促進 05 

 

気候変動に具体的な対策を 
気候変動とその影響を軽減するための
緊急対策を講じる 

・省エネの推進による化⽯燃料消費量の削減を通じた気候
変動影響の緩和 01 

・緑地の保⽔機能の維持による集中豪⾬等の気候変動影
響への適応 03 

 

海の豊かさを守ろう 
海と海洋資源を守り、持続可能な利⽤
を促進する 

・ごみ（プラスチックごみ等）の減量化やごみの不法投棄の
撲滅による海洋汚染の防⽌ 02 

 

陸の豊かさも守ろう
陸の⽣態系を保護し、持続可能な利
⽤を促進し、森林の持続可能な管理、
砂漠化への対処、⼟地の劣化、⽣物
多様性の喪失を⽌める 

・温室効果ガスを吸収する⺠有林等の森林整備推進による
健全な森林の保全と育成 01 

・⽣物の保護と適正管理等による⽣物多様性の保全 03 

・陸域⽣態系と内陸淡⽔⽣態系等の保全 04 

 

パートナーシップで⽬標を達成しよう
⽬標達成のために必要な⾏動を強化
し、持続可能な開発に向けて世界の
国々が協⼒する 

・協働取組の在り⽅の検討、環境教育の推進等によるパー
トナーシップの構築促進 05 

※）直接的な貢献が期待される基本目標 

01:地球温暖化対策、02:資源循環の推進、03:水とみどり・生物多様性の保全・活用、04:環境リスクの管理、 

05:環境に配慮したライフスタイルの促進
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環境基本計画の施策体系 
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 第4章  施策内容 

地球温暖化対策 

これまで地球温暖化対策として、再生可能エネルギーの導入に向けた各種支援、省エネ

ルギー活動の促進といった都市における環境負荷の低減など温室効果ガス排出量を削減す

るための「緩和策」の取組を着実に進めてきました。その結果、市内の温室効果ガス排出

量は減少傾向にあり、平成 28（2016）年度では、前計画で定めた目標を達成するなどの効

果が出てきています。また、地域特性を踏まえた水害や土砂災害に強い都市づくり、ヒー

トアイランド現象の緩和等により、地球温暖化の進行に伴う気候変動の影響の回避・軽減

を図る「適応策」を進めています。 

今後、パリ協定や国の削減目標などを踏まえ、温室効果ガス排出量を削減するための再

生可能エネルギー等に関する積極的な設備導入や、低炭素型のライフスタイルへの変革な

ど、抜本的な対応が必要とされています。また、地球温暖化の進行により、大きな自然災

害など気候変動に伴う私たちの生活への影響が顕在化しており、その対策が必要とされて

います。そのため、今世紀後半の「脱炭素社会」の実現を見据えながら、地球温暖化対策

の両輪である緩和策、適応策をより積極的に推進していくことにより、持続可能な社会に

向けて、新たな成長と低炭素化を両立する低炭素社会の実現を目指していきます。 

  

基本⽬標 1 

地球温暖化対策 

〜低炭素社会が実現しているまち〜 

〜気候変動に適応しているまち〜 

 

関連する SDGs のゴール 

 

［関連する環境分野の個別計画︓第 2 次相模原市地球温暖化対策計画］
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指標 算定式 

⽬標 

基準値 

（平成 30（2018）年度） 

中間⽬標 

（令和 5（2023）年度） 

最終⽬標 

（令和 9（2027）年度）

市域の⼆酸

化炭素排出

量※1（万 t-

CO2） 

産業部⾨、業務部⾨、

家庭部⾨、運輸部⾨

等における⼆酸化炭素

の排出量の合計 

421.9 万 t-CO2
※2 

（平成 25（2013）年度） 
357.4 万 t-CO2 331.6 万 t-CO2 

⇒国の温室効果ガス削減⽬標をもとに、本市におけるこれまでの削減実績（緩和策）や将来

推計結果などを踏まえ、⽬標を設定しました。 

気候変動に

伴 う 影 響 に

備えている市

⺠ の 割 合

（％） 

市⺠アンケート 
83.1％ 

（令和元（2019）年度） 
89.1％ 95.1％ 

⇒気候変動やその影響について理解し、市⺠の具体的な⾏動につながっていることを⾒る指標

として、⽬標を設定しました。 

※1）数値目標は、個別計画「第2 次相模原市地球温暖化対策計画」で定めた目標値（2030 年度）を基準に本計画の目標値と

して定める。 

※2）平成 25（2013）年度の二酸化炭素排出量について、推計方法を見直ししたため、これまでの公表値とは異なる。 
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これまで地球温暖化対策として「相模原市地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務

事業編）」、「相模原市気候変動の影響への適応策」を策定し、再生可能エネルギーの導入の

促進や省エネルギー設備の導入に向けた支援などの取組を行ってきました。施策の達成目

標として、前計画では、「温室効果ガス排出量の削減目標（平成 31（2019）年度に平成 18

（2006）年度比で 15％以上削減）」を掲げており、様々な施策の展開によって平成 28（2016）

年度の実績値は、368.2 万 t-CO2 で、基準年度と比べて 15.9％減少しています。部門別の

温室効果ガス排出量の構成比については、基準年度は産業部門が約半数を占めていました

が、近年は省エネルギー化や生産効率化が進み、産業部門の排出量は減少傾向にあります。

一方、業務部門については事業所の増加等により温室効果ガス排出量が増加しています。

将来的に経済成長と温室効果ガス排出量の削減を両立することが重要であるため、今後は

更なる省エネルギー化の促進が必要です。 

 

 

図 4-1 相模原市の温室効果ガスの排出量の推移 

出典：相模原市地球温暖化対策実行計画実施状況報告書（相模原市、2018） 

 

図 4-2 部門別の温室効果ガス排出量の推移 

出典：相模原市地球温暖化対策実行計画実施状況報告書（相模原市、2018）  



- 32 - 

市内で消費される電力については、市民・事業者による節電への取組の定着や太陽光発

電設備を始めとする自家消費型の再生可能エネルギー利用設備の導入、LED といった省エ

ネルギー機器の普及等により、市内の電力使用量は減少してきています。なお、平成 28

（2016）年度以降は電力小売が全面自由化されたため、市内への販売電力量の把握が困難

となっています。 

産業部門、業務部門、家庭部門で多く消費される電力の CO2 排出係数の推移は、東日本

大震災以降、原子力発電所の停止によって上昇傾向にあります。電力の CO2 排出係数の増

加は、二酸化炭素排出量の更なる削減を進める上での課題となっています。 

また、近年、全国各地で異常気象が頻発するなど気候変動の影響が顕在化しており、本

市においても、令和元（2019）年 10 月に発生した令和元年東日本台風は、記録的な大雨を

もたらし、中山間地域を中心に甚大な被害が発生しました。集中豪雨の増加による自然災

害の発生や極端な暑さによる熱中症患者の増加など、気候変動の影響は、今後更に拡大が

予測されています。新たに制定された気候変動適応法（平成 30 年法律第 50 号）に基づき、

適応策として取り組む分野の拡大や既存施策の強化が課題となっています。 

こうした状況を踏まえ、温室効果ガス排出量を削減する緩和策と気候変動の影響による

被害を回避・軽減する適応策をより積極的に推進する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 市内で消費されるエネルギーの推移 

出典：相模原市地球温暖化対策実行計画実施状況報告書（相模原市、2018）  
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基本目標を達成するための施策及び取組方針を下図に示します。 

 

 

  図 4-4 施策体系 

 

温室効果ガス排出量を削減していくためには、化石燃料に依存しない再生可能エネル 

ギーを積極的に導入していくことが重要です。本市は、森林資源が豊富に存在しており、

これらを基に地域特性を考慮したエネルギーの地産地消を図っていくことが重要です。 

温室効果ガス排出量の削減やエネルギー消費量の削減に向けて、住宅等への太陽光発電・

太陽熱利用の導入促進や農地を活用したソーラーシェアリング（営農型太陽光発電）、地域

の自然的特性を活用した再生可能エネルギーの導入・利用を促進していきます。

低炭素社会が実現しているまち

再⽣可能エネルギーの利⽤促進 

省エネルギー活動の促進 

地域資源を活⽤した再⽣可能エ

ネルギー等の導⼊促進 

低炭素ライフスタイルの推進 

設備・機器や建築物の省エネル

ギー化の促進 

基本⽬標 施策 取組⽅針

低炭素型まちづくりの推進 

気候変動適応策の推進 

低炭素型の都市の形成 

⾃動⾞交通の低炭素化の促進 

将来を⾒据えたまちづくり 

気候変動に強いまちづくり 

いきいきとした森林の再⽣ 健全な森林の保全と育成 

⽔素エネルギーの利⽤促進 

気候変動に適応しているまち 

［主な取組］ 

・住宅等への太陽光発電設備・太陽熱利⽤設備の導⼊促進 

・⾃然的特性を⽣かしたエネルギー資源利活⽤の促進 

・再⽣可能エネルギーの利⽤拡⼤に向けた新たな仕組みづくり 

ノジマメガソーラーパーク 
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温室効果ガスの排出量を抜本的に削減していくためには、市民一人ひとりのライフス 

タイルを低炭素化していくことが重要です。市が平成 30（2018）年度に行った市民・事業

者アンケートにおいても、市内で温室効果ガス排出量を削減する上で最も重要と思うこと

は「市民一人ひとりが省エネルギー行動を進める」という意見が最も多くありました。ま

た、公共交通機関への広告など多様な主体と連携した情報発信や普及啓発に取り組み、

COOL CHOICE の推進を行っていきます。 

低炭素ライフスタイルに向けて、「日中に外で過ごす機会」、「人と時間・空間を共有する

機会」、「歩いて出かける機会」などの生活における省エネルギー化に資する機会の誘発や、

クールビズやウォームビズの取組の推進・普及啓発等を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在のエネルギー消費量を削減していくためには、既存又は新規に建設する建築物や設

備・機器を省エネルギー性能の高いものに変えていくことが有効です。また、エネルギー

を全く使わない（外部から購入しない）住宅（ZEH:Net Zero Energy House）やビル（ZEB: 

Net Zero Energy Building）があり、これらは増加傾向にある市内の家庭部門の温室効果

ガス排出量の削減に大きく寄与します。 

設備導入時の補助制度等を設けて、省エネルギー設備や機器、また、ZEH・ZEB の改修等

を支援していきます。 

 

 

 

 

 

 

［主な取組］ 

・省エネルギー設備・機器の導⼊促進 

・ZEH・ZEB の導⼊と省エネルギー改修の促進 

・エネルギーの最適利⽤の促進 

［主な取組］ 

・「⾒える化」による省エネルギー活動の推進 

・低炭素ライフスタイル・ビジネススタイルへの転換 

・省エネルギー活動を促すインセンティブの導⼊ 

・家庭や事業所における省エネルギー活動の促進 

・COOL CHOICE の推進 

相模原市のキャラクターを活⽤した

COOL CHOICE 啓発活動の様⼦ 

節電 ACTION ポスター 

出典：環境省 HP 
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都市における低炭素型まちづくりの取組として、拠点周辺への都市機能の誘導や、公共

交通を基幹とした交通基盤の整備と利用の促進、また、地域の特徴であるみどりの多いま

ちを生かして、都市部における緑化の推進・活用等を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高度経済成長期以降、郊外へ市街地が拡散していったことから、自動車への依存度が高 

まっています。また、郊外部においては、高齢者の人口割合が増加していることもあり、

高齢者の移動手段の確保と低炭素化の促進を両立していくことが重要になります。そのほ

か、自動車依存の高まる一方、公共交通機関の利用者の減少がみられます。 

運輸部門における温室効果ガス排出量の削減に向けて、ハイブリッド自動車、電気自動

車、燃料電池自動車等の次世代クリーンエネルギー自動車の普及促進を行い、また、自動

車のシェアリングの普及を図ります。そのほか、自動車から公共交通機関や自転車への転

換を促進し、自動車由来の温室効果ガス排出量の削減を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［主な取組］ 

・市内の照明設備の⾼効率化 

・公共交通を基幹とした交通基盤の整備 

・歩⾏者・⾃転⾞にやさしいまちづくりの推進 

・都市緑化の推進と市⺠協働による緑地の保全・活⽤ 

［主な取組］ 

・次世代クリーンエネルギー⾃動⾞（CEV）の普及促進 

・低燃費バスの導⼊促進 

・交通需要マネジメント（TDM）による道路交通の円滑化 

・エコドライブやカーシェアリングの普及促進 

都市緑化の推進（壁⾯緑化） 

Smart move ポスター 

出典：環境省 HP 
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温室効果ガス排出量を削減していくためには、短期的な施策に加えて将来を見据えた長

期的なまちづくりを行っていくことが重要です。また、低炭素化での課題に加え、人口減

少や少子高齢化、生産年齢人口の減少、自動車への依存が高い地域性といった特徴を踏ま

えて総合的に検討していくことが重要です。 

運輸部門の温室効果ガス排出量の削減に向けて、幹線道路ネットワークの整備より、自

動車交通の移動距離の短縮や走行速度の向上を図るなど、拠点間ネットワークの構築を行

うとともに、将来を見据えた大規模なまちづくりの検討に併せて、スマートシティ、防災

面にも有益な分散型電源の導入によるエネルギーの地産地消など、効率的なエネルギーシ

ステムについて検討します。 

 

 

水素は、石油、石炭、天然ガスといった化石燃料の改質、再生可能エネルギーによる水 

の電気分解など、様々な原料・手法で生産することができ、貯蔵や輸送も可能なため、国

内のエネルギー自給率の向上という観点からも普及が期待されています。また、水素は、

燃料電池を介することで電気・熱といったエネルギーに変換することができます。そして、

水素の利用段階においては水しか排出されないため、クリーンで高効率なエネルギーと言

われています。 

市内では、現在、2 箇所で移動式水素ステーションが稼働しており、また、市の公用車

として燃料電池自動車を導入しています。今後は、水素エネルギーの利用促進に向けて、

定置式水素ステーションの整備促進や燃料電池自動車の普及促進といった様々な取組を進

めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［主な取組］ 

・燃料電池⾃動⾞（FCV）の普及促進 

・⽔素ステーションの整備促進 

・家庭⽤燃料電池及び業務・産業⽤燃料電池の普及促進 

［主な取組］ 

・拠点間ネットワークの構築 

・環境に配慮したまちづくりの推進 

公⽤⾞として導⼊した燃料電池⾃動⾞ 
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森林は、水源かん養や生物多様性の保全、レクリエーション利用、土砂流出防止などの

公益的機能を有するほか、二酸化炭素の吸収源としての役割を担っています。 

本市は、市域面積の約 6 割を森林が占めるという地域特性を有しており、適切な森林管

理を行っていくことで、区域内の温室効果ガス排出量の大幅な削減や自然災害など気候変

動による影響の回避・軽減の効果が期待されます。 

そのため、水源の森林づくり事業や私有林・市有林の整備事業などの取組を積極的に行

い、森林環境の保全や再生を図り、森林における温室効果ガスの吸収を最大限に促す施策

を展開していきます。 

   

森林整備（間伐）                        森林と触れ合う機会の創出 

 

 

 

  

［主な取組］ 

・⽔源の森林づくり事業の推進 

・私有林・市有林の整備 

・管理された森林の活⽤⽅策の検討 

・多様な主体との協働による森林整備の推進 

・市⺠が森林と触れ合う機会の創出 

・⽊材の安定供給体制構築に向けた取組 
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大気中の温室効果ガス濃度が増加することで地球温暖化を引き起こし、近年、地域レベ

ルでは、連続夏日の更新や熱帯夜及び集中豪雨の増加といった異常気象が引き起こされて

います。自然生態系についても生息適地の分布の変化や、病害虫の増加といった影響が見

られています。これまでの温室効果ガス排出量を削減するための取組（緩和策）に加え、

既に引き起こされている地球温暖化を起因とする気候変動の影響の回避・軽減を図ること

が必要となっています。 

本市では、平成 29（2017）年 3 月に「相模原市気候変動の影響への適応策」を策定し、

自然災害、健康、自然生態系における適応策を推進してきました。今後は市として取り組

む分野を拡大し、気候変動の影響の回避・軽減を図ります。 

また、令和元（2019）年 10 月に発生した令和元年東日本台風は、本市に記録的な大雨を

もたらし、中山間地域を中心に甚大な被害が発生したことから、今後、災害対応に関する

検証結果や気候変動に関する新たな科学的知見を踏まえた適応策の更なる強化について検

討を行い、取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相模原市⼟砂災害ハザードマップ 

［主な取組］ 

・農業（⽔稲・果樹・病害⾍・⽣産基盤）に関する対策 

・⽔資源（⽔供給）に関する対策 

・浸⽔（内⽔）・洪⽔に関する対策 

・⼟砂災害に関する対策 

・熱中症に関する対策 

・感染症に関する対策 

・その他の健康被害に関する対策 

・⾃然⽣態系に関する対策 

・都市⽣活に関する対策（暑熱による⽣活への影響） 

・気温、⽔質等のモニタリング 

・適応策に関する普及啓発 
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資源循環の推進 

これまで私たちの生活や事業活動の従来のスタイルを循環型のスタイルへ転換すること

を目指し、様々な施策に取り組んできました。その結果、市民 1 人 1 日当たりの家庭系ご

み量やごみ総排出量が低下するなど、施策の効果が出てきています。 

今後は、廃棄物を取り巻く環境の変化に対応し、更なるごみの減量化・資源化や生活排

水の適正な処理を進めるとともに、これまで以上に、市民、事業者及び行政の連携・協力

を深めていく必要があります。また、ステークホルダーとの連携の下、モノの生産からご

みの処理までの全ての段階で更なる 4R（Refuse（発生抑制）、Reduce（排出抑制）、Reuse

（再使用）、Recycle（再生利用））を推進し、循環型社会の実現を目指していきます。 

 

 

相模原市では 3R に＋1R を加えた 4R を推進  

基本⽬標 2 

資源循環の推進 

〜ともにつくる資源循環都市〜 

 

関連する SDGs のゴール 

 

［関連する環境分野の個別計画︓第 3 次相模原市⼀般廃棄物処理基本計画］
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指標 算定式 

⽬標 

基準値 

（平成 30（2018）年度） 

中間⽬標 

（令和 5（2023）年度） 

最終⽬標 

（令和 9（2027）年度）

ご み 総 排 出

量（t/年） 

市内の 1 年間のごみ

の総排出量 

（算出式︓⼀般ごみ

＋粗⼤ごみ＋事業系

ごみ＋資源） 

227,222t/年 

（平成 29（2017）年度） 
220,000t/年以下 216,000t/年以下

⇒資源化可能物の分別と排出抑制による減量効果の⽬標として設定しました。 

最終処分量

（t/年） 

⼀般廃棄物最終処

分場の 1 年間の埋⽴

量 

21,796t/年 

（平成 29（2017）年度） 
21,000t/年以下 20,000t/年以下 

⇒ごみの減量化及び清掃⼯場における処理後残さの有効活⽤（溶融スラグの有効活⽤等）

による減量化の⽬標として設定しました。 

※）数値目標は、個別計画「第3次相模原市一般廃棄物処理基本計画」で定めた目標値を本計画の目標値として定める。 

 

 

   

相模原市資源分別についての普及啓発キャラクター 「分別戦隊シゲンジャー銀河」 
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これまでごみの発生抑制・排出抑制・再使用・再生利用を行う「4R」に基づき、資源循

環についての施策を進めてきました。前計画で成果指標とした「市民 1 人 1 日当たりの家

庭ごみ量」、「ごみ総排出量」及び「最終処分場の埋立量」について、最終目標値には達し

ていないものの全ての指標において減少傾向となっており、一般ごみの収集回数を週 3 回

から週 2 回に変更したことや資源分別回収の拡充等、これまでの施策の効果が出ているも

のと考えられます。 

また、「ごみ総排出量」に含まれる事業系ごみの排出量は増加傾向にあり、その要因は、

景気の動向等の社会情勢の影響によるものと推測されます。 

家庭系ごみ及び事業系ごみの組成調査の結果については、図 4-8 のとおりですが、家庭

系ごみには 27.8％、事業系ごみには 11.5％の資源化可能物（紙類、プラ製容器包装等）が

含まれており、更なるごみの減量化・資源化を進めるため、排出・分別ルールの徹底や木

くず・剪定枝等の新たな資源化について検討を進めることが必要です。あわせて、ごみを

適正に処理するために、清掃工場や最終処分場などの整備・改修を計画的に進めることが

重要です。 

 

 

図 4-5 市民 1 人 1日当たりの家庭ごみ量 

 

 

 

図 4-6 ごみ総排出量 
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図 4-7 最終処分場の埋立量 

 

 

 

ごみ質測定調査(平成 30(2018)年度)       事業系一般廃棄物組成分析調査(平成 28(2016)年度） 

図 4-8 家庭系ごみ・事業系ごみの組成内訳  
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基本目標を達成するための施策及び取組方針を下図に示します。 

 

 

図 4-9 施策体系 

 

家庭系ごみの排出量は減少しているものの、ごみ質測定調査では、家庭系ごみの 27.8％

（約 3.4 万 t）は資源化が可能な紙製・プラ製容器包装等となっています。このような資

源の分別を促進するとともに、近年、フリマアプリ等でリユースの文化が醸成されつつあ

ることを踏まえ、更なるごみの減量化・資源化を進めます。また、マイバッグやマイボト

ル等の利用を促進するなど、過剰包装やレジ袋等の削減は、近年問題となっている海洋の

プラスチック汚染の防止の対策にもつながります。そのほか、食べられるのに捨てられる

食品、いわゆる食品ロスがごみ全体の 10.6％（約 1.3 万 t）を占めており、市内循環に向

けたフードドライブの実施等による食品ロスの対策など、生ごみの削減と併せて更なる取

組が必要です。 

  

ともにつくる資源循環都市 

ごみの更なる削減 

ごみの適正な処理 

家庭系ごみの減量化・資源化 

事業系ごみの減量化・資源化 

ごみ処理体制の整備 

不適正処理防⽌対策 

基本⽬標 施策 取組⽅針 

［主な取組］ 

・⽣ごみ・⾷品ロスの削減 

・過剰包装やレジ袋等の削減 

・ごみの資源化の拡⼤ 

・リユースの促進 

・4R に関する情報発信や環境教育の推進 
常設フードドライブ回収⾷品 
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事業系ごみの排出量は、一般的に経済状況等の外的な要因に影響される傾向があります。

平成 28（2016）年度に市が実施した事業系一般廃棄物組成分析調査では、資源化可能物が

11.5％（約0.6万t）含まれていることや、本来は産業廃棄物として処理すべきものが19.5％

（約 1.1 万 t）含まれていることから、分別や適正排出の指導を強化する必要があります。

また、生ごみの排出量が 41.3％（約 2.3 万 t）と大きな割合を占めていることから、飲食

店などでは小盛メニューの導入や持ち帰り希望者への対応等、生ごみ・食品ロスを削減す

る取組が重要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

ごみを適正に処理していくために、清掃工場や最終処分場などの整備・改修について、

施設の耐用年数やごみの排出状況などを踏まえて長寿命化計画を策定するなど、計画的に

整備を進めます。 

また、清掃工場においては、ごみを焼却する際の熱エネルギーを利用した発電を行うと

ともに、焼却の段階で金属等の資源を回収し、焼却灰のスラグ化による再資源化など、今

後も引き続き、エネルギーや資源の有効活用を図ります。 

 

 

 

 

 

南清掃⼯場                      ⼀般廃棄物最終処分場（第 2 期整備地） 

［主な取組］ 

・⽣ごみ・⾷品ロスの削減 

・ごみの資源化の拡⼤ 

・適正排出の推進 

・4R に関する情報発信 

［主な取組］ 

・⼀般廃棄物処理施設の整備 

・エネルギーや資源の有効活⽤ 

⾷品ロスを防ぐための 3010 運動ポスター

出典：環境省 HP 

Ｒ2 年 1 ⽉現在 
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近年、市内の不法投棄は、パトロール、監視カメラの設置、市民との協働による不法投

棄防止活動等により、減少傾向にありますが、ごみ・資源集積場所や中山間地域について

は、道路際などへの不法投棄が後を絶たない状況にあります。 

生活環境や自然環境の保全を図る観点から、不法投棄の多発箇所を中心に、引き続き不

法投棄防止の取組を進めていきます。 

また、ごみ・資源集積場所からの資源の持ち去り行為や許可なく不用品を回収する行為

は、市民の分別意識を低下させるだけでなく、事業者によっては、安心・安全な生活を脅

かす悪質な場合もあることから、厳正に対応していきます。 

   

不法投棄撲滅キャンペーン                            不法投棄の回収 

 

 

  

［主な取組］

・不法投棄防⽌対策の推進 

・持ち去り⾏為対策の推進 

・不⽤品の違法回収対策の推進 
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水とみどり・生物多様性の保全・活用 

これまで、自然と人が共生するまちを目指し、水源かん養林の保全、都市公園の整備、

都市緑化の推進、生物多様性の保全等、様々な施策に取り組んできました。 

水とみどり及び生物多様性を保全・活用していくためには、都市部から中山間地域まで、

それぞれの地域の特性に合わせた施策を展開すること、そして、市民や環境保全団体とい

った多様な主体の連携を行うことが重要です。 

潤いある水辺環境と、都市部・中山間地域に広がる豊かなみどり、これらの自然の上に

成り立っている生物の暮らしを次世代へ継承するため、自然と人とが共生するまちの実現

を目指していきます。 

表 4-1 用語の定義 

⽤語 定義 

⽣物多様性 
様々な⽣態系が存在すること並びに⽣物の種間及び種内に様々な差異が存在することを「⽣
物多様性」と⾔います。※ 

緑 
⼈⼯林、雑⽊林、斜⾯林、河畔林などの森林、市街地の樹⽊地など、個々の「緑」を表現し
ます。 

みどり 個々の「緑」を総称して表現する場合、「みどり」と表現します。 

緑地 
「緑地」とは、樹林地、草地、⽔辺地、岩⽯地若しくはその状況がこれらに類する⼟地（農地
であるものを含む。）が、単独で若しくは⼀体となって、⼜はこれらに隣接している⼟地が、これ
らと⼀体となって、⾃然的環境を形成しているものを⾔います。 

⽔ 河川や湖沼などの⽔だけではなく、河川と⼀体となった⽔辺を含めて「⽔」と表現します。 

※）生物多様性基本法（平成 20年法律第 58号）における定義  

［関連する環境分野の個別計画︓相模原市⽔とみどりの基本計画 ⽣物多様性さがみはら戦略］

︓関連性の⾼いゴール 

基本⽬標 3 

⽔とみどり・⽣物多様性の保全・活⽤ 

〜⽔源を育み 恵み豊かな⾃然を次世代へ〜 

関連する SDGs のゴール 

 

［関連する環境分野の個別計画︓第 2 次相模原市⽔とみどりの基本計画・⽣物多様性戦略］
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指標 算定式 

⽬標 

基準値 

（平成 30（2018）年度） 

中間⽬標 

（令和 5（2023）年度） 

最終⽬標 

（令和 9（2027）年度）

⽣物多様性

の 認 知 度

（％） 

市⺠アンケート 
67.4％ 

（令和元（2019）年度） 
71.0％ 75.0％ 

⇒「⾔葉の意味を知っている」、「⾔葉を聞いたことがある」を選択した市⺠の割合を年間 1％上

昇させることを⽬標として設定しました。 

緑 地 ⾯ 積

（ha） 

施設緑地及び地域制

緑地等の合計⾯積 
22,113ha 22,113ha 22,113ha 

⇒みどりに関わる指標として、緑地⾯積を維持することを⽬標として設定しました。 

私有林の整

備 ⾯ 積

（ha） 

協⼒協約の整備⾯積

（市が森林所有者に

補助を⾏っている森林

の整備⾯積） 

1,127ha 1,262ha 1,370ha 

⇒⽔に関わる指標として、県⽔源の森林づくり事業に基づく市が森林所有者に補助を⾏ってい

る森林（協⼒協約森林）を整備していくことを⽬標として設定しました。 

※）数値目標は、個別計画「第2次相模原市水とみどりの基本計画・生物多様性戦略」で定めた目標値を本計画の目標値として定める。 

 

 

緑地⾯積の考え⽅ 

対象とする緑地は、施設緑地（都市公園、広場や学校等の公共施設緑地、市⺠緑地などの⺠間

施設緑地）及び地域制緑地等（⾃然公園、保安林、国有林、ふれあいの森、保存樹などの法令に

より指定された緑地）とします。 
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これまで平成 22(2010)年 3 月に相模原市水とみどりの基本計画を策定し、緑地の保全、

緑化の推進、水辺環境づくりに取り組んできました。また、平成 26（2014）年度には、相

模原市水とみどりの基本計画の中間見直しにおいて、生物多様性基本法（平成 20 年法律第

58 号）に基づく、「生物多様性地域戦略」を位置付け、生物多様性の保全の推進にも取り

組んできました。 

これらの取組により、自然環境の改善や身近なみどりや水に親しめる場所の形成等が進

展しているものの、各分野の課題への対応は、今後も継続する必要があります。 

水とみどりの主な課題としては、人工林の管理不足による荒廃や耕作放棄地の増加、森

林の水源かん養や土砂流出防止などの公益的機能の低下が懸念されるほか、市街地での緑

被地の減少等の様々な課題が見られます。 

生物多様性の主な課題としては、市街地での緑被地の減少に伴う生物の生息域の縮小、

外来種の生息・生育地域の拡大、ニホンザル、ニホンジカ、イノシシによる鳥獣被害の増

加等、生物多様性への影響が懸念されています。 

また、令和元（2019）年 10 月に発生した令和元年東日本台風は、本市に記録的な大雨を

もたらし、中山間地域を中心に甚大な被害が発生しました。気候変動の影響は顕在化して

おり、今後も気候変動の影響による自然災害や自然生態系などに関する対策が求められて

います。 

生物多様性の保全や市民協働による取組をこれまで以上に推進し、多様な主体が相互に

協力、連携しながら、緑地の保全、森林環境の保全や再生、緑化の推進、水辺環境づくり

及び生物多様性の保全等に取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-10 本市における水とみどりの分布状況  
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基本目標を達成するための施策及び取組方針を下図に示します。 

 

図 4-11 施策体系 

  

⽔源を育み 恵み豊かな⾃

然を次世代へ 

【⽣物多様性の保全と活⽤】 

⽣きもののつながりを知り、 

守ります 

【みどりの保全と活⽤】 

みどりを育み、多様な機能を

活かします 

⽣物の保護と適正管理 

緑地の保全 

緑化の推進 

基本⽬標 施策 取組⽅針 

【⽔辺環境の充実】 

清らかな流れと⽔辺を守ります 

⽔循環機能の向上 

⾥地⾥⼭の保全と活⽤ 

持続的な農林業の振興 

公園の整備と適正管理 

親緑空間の充実 

⽔辺環境の保全と再⽣ 

親⽔空間の充実 
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本市は、丹沢大山国定公園や、市街地に残された平地林、湧水地、里地里山、河川及び

湖沼など、希少生物の生息環境が豊富に存在しています。自然資源が豊富にある一方で、

近年は、外来生物の分布拡大や、ニホンジカの増加を要因とする下層植生の減少といった

生物多様性への影響が顕在化しています。また、生物多様性の保全を推進していくために

は、市民・事業者など市内の様々な主体に、生物多様性を保全することの意義について広

く啓発していくことが重要です。 

生物多様性の理解の促進を図るとともに、近年、課題となっているアライグマ等の特定

外来生物の防除など、市内の生物多様性を健全な状態で維持するための施策を展開してい

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

緑地は、人と自然とのふれあいの場や、野生動植物の生息・生育環境、防災機能やヒー

トアイランドの緩和など、多面的かつ大きな役割を持っています。中山間地域には豊かな

自然が分布しており、また、都市部においても比較的まとまったみどりとして、大規模な

平地林の木もれびの森などがあります。また、多くの都市公園が配置されているほか、市

民緑地やふれあいの森、保存樹林、生産緑地地区も点在しています。 

本市の特徴でもある緑地の保全に向けて、森林の保全や利活用の推進、地域特性に合わ

せた緑地の保全活用計画の推進といった施策を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

  

［主な取組］ 

・野⽣⽣物の保護と適切な管理 

・特定外来⽣物の⽣息・⽣育状況把握と防除の推進 

・希少⽣物の保護管理の仕組みづくり 

［主な取組］ 

・森林の保全や利活⽤の推進 

・法令等を活⽤した緑地の保全 

・⾝近なみどりの保全や利活⽤の推進 

・多様な主体による緑地の維持管理の推進 

⽣物多様性ポータルサイトによる普及啓発 

緑とのふれあいの空間（⽊もれびの森） 
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既存の緑地の保全と同じく、緑化を推進することや、既存緑地のネットワーク化を行っ

ていくことで、みどりが持つ多面的な機能を強化することができます。また、都市部では、

特にみどりの創出についてのニーズがあることから、屋上、壁面、駐車場や生垣といった

既存建物等を緑化していくことが重要と言えます。 

特に都市部において、植栽や街路樹の整備、公共施設の緑化推進、緑化指導による緑地

の確保等、身近なみどりを増やすための施策を行っていきます。 

 

 

 

本市では、これまで手入れがなされてきた里地里山が、担い手の高齢化や後継者不足に

より手入れがされなくなり、生物の生息・生育への影響や優れた景観、固有の文化・伝統

が失われることが懸念されます。また、ニホンザル、ニホンジカ、イノシシ等による鳥獣

被害の増加や、森林の水源かん養機能や土砂流出防止といった防災面での機能低下が問題

になってきています。 

里地里山での保全活動の推進に向けて、環境保全団体への支援や里地里山を特徴付ける

文化の継承について支援を行っていくことで、景観、地域文化及び生物多様性の保全・再

生を行っていきます。 

 

 

  

［主な取組］ 

・公共的な施設等の緑化の推進 

・⺠有地の緑化の促進 

［主な取組］ 

・⾥地⾥⼭の保全の推進 

・⾥地⾥⼭の利活⽤の促進 

環境情報センターにおける駐⾞場緑化 

相模原市の⾥地⾥⼭ 
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農林業は、都市化の進展、中山間地域の少子高齢化、社会的な産業構造の変化（輸入木

材の増加等）による産業力の低下が課題として挙げられており、農林業従事者の育成・確

保、安定した経営の促進といった農林業の振興に向けた支援が重要となっております。ま

た、これらの取組は、地域の特性や課題に応じて実行していくことが重要となります。 

地域の農林業の振興に向けて、さがみはら津久井産材の利用拡大や農産物の地産地消を

促進していきます。また、法制度を活用した生産緑地地区の保全を行い、持続的な農林業

を推進していきます。 

 

 

 

公園は、都市空間にみどり豊かな潤いを与える不可欠な施設であり、都市部においてみ

どりの拠点となるとともに、スポーツやレクリエーションの場としての機能も有していま

す。これを整備して利活用し、潤いのある生活環境の充実を図るとともに、良好な自然環

境を保全・活用していくことが重要です。 

地域の実情に即した形で身近な公園を整備し、市民に親しまれる公園としての利用の促

進を図っていきます。 

 

  

［主な取組］ 

・農産物の地産地消と地場産⽊材の活⽤の促進 

・都市農地の保全推進 

［主な取組］

・地域特性を⽣かした公園の整備 

・みどりの拠点となる公園の拡⼤・充実 

・⾝近な公園の整備 

・パークマネジメントプランに基づく適正な維持管理 

・市⺠協働による公園づくり 

公園における緑の活⽤（相模原⿇溝公園） 

⽊材の利⽤促進（橋本こどもセンター 

（腰壁に津久井産材を使⽤））） 
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都市部におけるまとまった平地林から丹沢の奥山まで、豊かな自然が広がっていますが、

人がこれらの自然とふれあうためには、登山道や自然歩道、散策路、眺望点といった人と

自然とのふれあいの場を維持管理していくことが重要です。また、このような人と自然と

のふれあいの場をネットワークとしてつなぐことで管理の円滑化や観光客等の集客の増加

が見込まれるなど、様々な相乗効果が期待されます。 

散策路や遊歩道の整備、水辺の拠点沿岸施設の充実といったレクリエーションの場を保

全していくとともに、散策路のネットワークを充実させていきます。 

※）親緑空間とは、水に対する「親水空間」と同様に、みどりに対する言葉として創作した造語であり、みどりに触れるこ

とで、森林や緑地などのみどりに対する親しみを深めることができる空間を指すものです。 

 

 

市の西部は、県民の水がめである湖を抱えており、その周辺や相模川、道志川、串川の

流域には、豊かな森林が広がっています。森林の整備は着実に進んでいるものの、手入れ

不足の森林もあり、森林の持つ水源かん養機能や水質浄化機能、土砂流出防止機能などの

多様な機能の低下が懸念されています。市民の安全な生活を確保するためには、森林の持

つ多面的機能の維持向上に努めていくことが重要になります。 

また、都市化の進展に伴い、雨水浸透機能の低下等による、地下水かん養機能の低下な

どが懸念されています。人々の生活や生態系にとって必要不可欠な水の恵みを持続的に享

受できるよう、健全な水循環機能の向上を図ることが重要です。 

県の水源の森林づくり事業等と連携した森林の保全・再生による広大な水源かん養林の

多面的な機能の確保、高度処理型浄化槽の設置による生活排水対策の推進、透水性舗装や

雨水浸透ますの設置の促進による地下水かん養などを推進していきます。 

     

［主な取組］ 

・散策路等の親緑空間の充実 

・広域トレイルネットワークの活⽤ 

［主な取組］ 

・⽔源かん養機能の維持増進 

・⽔循環機能の維持増進 

⽊もれびの森の散策路 

ブナなどの原⽣林の保全 

（⽝越路峠付近の様⼦） 
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水辺は、適正に管理することにより、人の生活に潤いや安らぎをもたらし、ヒートアイ

ランド現象の緩和、災害時のライフラインとしての防災機能、地域コミュニティでの活用

等の役割を持っています。市内における水の流れの軸となっている相模川、渓谷美と親水

空間を備える道志川、そして相模湖や津久井湖といった、人と水辺がふれあう豊かな水資

源が多く存在しています。 

市内の河川や湧水地、湖沼において、人が水辺の自然を享受することができるよう水辺

環境の保全や再生、美化活動等を行っていきます。 

 

 

 

相模川や道志川といった比較的規模の大きい河川、道保川・姥川・八瀬川といった段丘

を流れる中・小規模河川、相模湖や津久井湖といった湖沼等、湧水池等の水辺は、生活空

間のそばにあります。しかし、人がこれらの水辺とふれあうためには、ふれあい拠点とな

る親水空間の活用や、アクセス性の確保が重要となります。 

水辺にふれあえる生活を目指して、既存の親水空間を適切に管理するとともに、新たな

親水空間としての活用方法の検討等、誰もが水に親しみやすい環境の保全・創出を図りま

す。 

 

   

［主な取組］ 

・⽔辺の環境保全・再⽣ 

・⾃然に配慮した河川環境の創出 

［主な取組］ 

・相模川ふれあい科学館の活⽤ 

・親⽔空間の施設の充実 

道保川公園の様⼦ 

相模川ふれあい科学館 
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環境リスクの管理 

これまで大気や水質といった、市民の生活を維持するために必要な環境の監視や保全に

努めたことにより、環境汚染の抑制がなされ、良好な生活環境が維持されてきました。 

今後も、全ての市民が健康で安全な暮らしができるよう、環境の継続的な監視、事業所

など環境汚染物質の発生源への指導、九都県市（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・横

浜市・川崎市・千葉市・さいたま市・相模原市）など周辺自治体と連携した広域的な取組

により、安全で快適な生活環境の実現を目指します。 

 

  

周辺⾃治体と連携したエコドライブ普及啓発事業                化学物質セミナーの様⼦ 

 

  

基本⽬標 4 

環境リスクの管理 

〜安全で快適な⽣活環境の実現〜 

 

関連する SDGs のゴール 
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指標 算定式 

⽬標 

基準値 

（平成 30（2018）年度） 

中間⽬標 

（令和 5（2023）年度） 

最終⽬標 

（令和 9（2027）年度）

⼤気の環境

基準を達成

し た 地 点 の

割合（％） 

環境基準達成地点

数／測定地点数※1 
86％ 86％ 86％ 

⇒⼤気環境を継続的に監視するため、環境基準を達成している⼆酸化硫⻩などの項⽬は、現

状維持とし、環境基準を達成していない光化学オキシダントは、環境基準を超過する時間数の

減少を⽬標とし、令和 9（2027）年度の最終⽬標は現状維持として設定しました。 

公共⽤⽔域

及び地下⽔

の環境基準

を達成した地

点 の 割 合

（％） 

公共⽤⽔域・地下⽔

の環境基準適合地点

数／公共⽤⽔域・地

下⽔の測定地点数

（県・市計画） 

87％ 88％ 89％ 

⇒⽔環境を継続的に監視するため、達成した地点数を増加させることを⽬標として指標を設定

しました。 

騒⾳の環境

基準を達成

し た 地 点 の

割合（％） 

（道路交通騒⾳の環

境基準適合⼾数＋

航空機騒⾳の環境基

準適合地点数）／

（道路交通騒⾳の評

価対象住居等⼾数

＋航空機騒⾳の測定

地点数） 

89% 89% 89% 

⇒騒⾳を継続的に監視するため、適合した住居等⼾数や達成した地点数を維持することを⽬

標として設定しました。 

化管法※2 に

基 づ く 化 学

物質の環境

への排出量

（t） 

PRTR で報告された化

学物質の排出量の合

計 

284t 

（平成29（2017）年度） 
275t 267t 

⇒化学物質の⼤気や公共⽤⽔域への排出を監視するため、令和9（2027）年度までに6％

減少させることを⽬標として設定しました。 

事 業 所 な ど

への⽴⼊検

査の実施回

数（回） 

事業所、解体⼯事現

場等への⽴⼊検査の

実施回数 

202 回 204 回 205 回 

⇒事業所などへの計画的な⽴⼊検査により、公害の発⽣を未然に防⽌するため、令和 9

（2027）年度までに⽴⼊検査の実施回数を基準値から 1％増加させることを⽬標として設定

しました。 

※1）測定地点：市役所測定局、相模台測定局、橋本測定局、田名測定局、津久井測定局、上溝測定局、古淵測定局 

測定項目：二酸化硫黄・一酸化炭素・浮遊粒子状物質・微小粒子状物質・二酸化窒素・光化学オキシダント・ベンゼ

ン・トリクロロエチレン・テトラクロロエチレン・ジクロロメタン 

※2）特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（平成 11年法律第 86号）
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大気環境は、大気汚染防止法（昭和 43 年法律第 97 号）に基づき大気常時監視測定局に

よる測定や有害大気汚染物質の測定を行い、さらに、平成 25（2013）年度からは、微小粒

子状物質（PM2.5）の成分分析を実施し、発生源の解析を行ってきました。微小粒子状物質

（PM2.5）は、平成 27（2015）年度から環境基準を達成している一方で、光化学オキシダン

トは、依然として環境基準を達成していません。このため、大気汚染物質の削減に向けて、

事業所などの固定発生源への指導を行うとともに九都県市など周辺自治体と連携した対策

を進めることも課題となっています。 

水環境は、水質汚濁防止法（昭和 45年法律第 138 号）に基づき市内の河川や湖沼の水質

の測定を行ってきました。水質は、公共下水道の普及によって改善されてきましたが、生

物化学的酸素要求量（BOD）、全窒素、全リンなどの生活環境項目は、環境基準を達成して

いない地点があります。水質汚濁物質の排出の削減に向けて、事業所などの固定発生源へ

の指導を行うとともに生活排水や山梨県側の対策を進めることも課題となっています。 

騒音は、騒音規制法（昭和 43 年法律第 98 号）に基づき道路交通騒音や航空機騒音の測

定を行ってきました。航空機騒音については、環境基準を達成していない地点があり、騒

音の低減が課題となっています。 

 

        

微小粒子状物質（PM2.5）の成分分析              津久井湖の様子 

 

   

図 4-12 微小粒子状物質（PM2.5）発生源解析結果     図 4-13 津久井湖 湖央部の全リン・全窒素の経年変化
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基本目標を達成するための施策及び取組方針を下図に示します。 

 

図 4-14 施策体系 

 

大気環境の保全のため、大気汚染物質の測定を継続して行います。現状、環境基準を達

成していない光化学オキシダントは、原因物質である揮発性有機化合物（VOC）について、

固定発生源である事業所などに排出の削減を指導していきます。また、光化学スモッグ注

意報等が発令されたときは、速やかに市民に周知します。 

一方、微小粒子状物質（PM2.5）は、環境基準を達成していますが、発生源の把握や生成

機構の解明に向けた調査、解析を進めます。また、広域的な大気汚染への対応として、九

都県市など周辺自治体と連携し、次世代クリーンエネルギー自動車の導入促進、ディーゼ

ル自動車規制、 エコドライブの普及促進、 光化学オキシダント及び微小粒子状物質（PM2.5）

の削減などに取り組みます。更に、アスベスト使用建築物等の解体が増加すると予想され

ていることから、大気汚染防止法に基づく指導を徹底するとともに、環境調査を行いアス

ベスト飛散の実態把握に努めます。加えて、放射線・放射性物質への対策として、平成 23

（2011）年 10 月からモニタリングポストによる空間放射線量率の測定を行っています。神

奈川県内で行われている測定結果からは、福島第一原子力発電所の事故による影響は減少

していることが確認されていますが、引き続き監視していきます。  

環境リスクの管理による

⽣活環境の保全 

⼤気環境の保全 

⽔環境の保全 

⼟壌・地下⽔汚染の防⽌ 

騒⾳・振動・悪臭対策等の推進 

基本⽬標 施策 取組⽅針 

化学物質対策の推進 

安全で快適な 

⽣活環境の実現 

［主な取組］ 

・環境監視の継続的な実施 
・微⼩粒⼦状物質（PM2.5）の調査、解析の実施 
・事業所への⽴⼊検査の実施 
・アスベスト使⽤建築物等の解体⼯事への⽴⼊検査、環境調査の実施 
・周辺⾃治体と連携した⼤気汚染への広域的な対策の実施 
・放射線・放射性物質による影響の監視 
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水環境の保全のため、市内の河川及び湖沼の水質の測定を継続して行います。 

河川の水質は、公共下水道等の普及によって改善され、健康項目について全ての地点で

環境基準を達成していますが、合流式公共下水道区域では、汚水と雨水を別々の下水道に

流す分流式への改善が必要です。 

生物化学的酸素要求量（BOD）などの生活環境項目については、環境基準を達成していな

い地点があり、特に、相模湖及び津久井湖の全リンについては、暫定目標値を上回る状況

が継続しており、夏場にはアオコが発生しやすい状況となっています。 

相模湖及び津久井湖では富栄養化への対策として、公共下水道や高度処理型浄化槽の整

備推進を図るとともに、市外からの流入水に対応するために、神奈川県及び山梨県との連

携を推進する必要があります。 

 

地下水を保全していくため、市内の地下水の水質の測定を継続して行います。 

地下水の水質は、四塩化炭素、1,1,1-トリクロロエタン及びトリクロロエチレンは全て

の地点で環境基準を達成していますが、テトラクロロエチレンは一部の地域で達成してお

らず、引き続き状況監視を行います。 

土壌汚染対策については、特定有害物質を使用する事業者の未然防止に向けた取組を支

援し、事業所の廃止や一定規模以上の土地の形質変更などの契機を捉え、土壌調査及び汚

染の除去等を指導し、適切なリスク管理を推進していきます。 

また、市内の中山間地域における土砂等の埋立て行為に対して適切に対応するため、市

条例に基づく監視及び指導を行います。 

［主な取組］ 

・環境監視の継続的な実施 

・事業所への⽴⼊検査の実施 

・合流式公共下⽔道の分流式への改善 

・津久井地域の下⽔道整備の推進 

・⾼度処理型浄化槽の設置の推進 

［主な取組］ 

・環境監視の継続的な実施 

・事業者の未然防⽌に向けた取組への⽀援 

・⼟壌汚染に係る適切な情報開⽰と周知活動 

・定期パトロール体制の強化 

・監視、指導体制の強化 
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道路交通騒音は、主要幹線道路で測定を継続して行い、環境を監視していきます。また、

令和 9（2027）年度に開通が予定されているリニア中央新幹線の騒音は、神奈川県と連携

して測定していきます。 

さらに、事業所などから発生する騒音、振動、悪臭については、適切な対策が図られる

よう法令に基づく規制、指導を実施します。また、公害苦情の申立てについては、法令の

基準のみでは解決しない場合等に対応する体制の整備に取り組みます。 

米軍機による航空機騒音について、測定を継続して行います。特に、厚木基地による航

空機騒音やキャンプ座間及び相模総合補給廠周辺におけるヘリコプター騒音等に対しては、

騒音の低減に向け、国及び米軍へ働きかけていきます。 

 

化学物質対策の推進のため、大気、水質、土壌中のダイオキシン類の測定を継続して行

います。また、廃棄物焼却施設に対し、立入検査を行い、適正な施設の稼働等を指導して

いきます。 

化学物質の環境への排出量は減少しているものの、一層の削減に向け、事業者からの届

出により排出量や取扱量を把握し、市民に公表していきます。一方、化学物質による環境

リスクを低減させるため、事業者による化学物質の自主的な管理を促すとともに、事業者、

市民、行政が化学物質に関する情報を共有し、相互に理解、意思疎通を図ることで環境リ

スクに関する良好な関係を築けるよう取り組みます。  

［主な取組］ 

・環境監視の継続的な実施 

・道路交通騒⾳の防⽌に向けた道路の適正な維持管理や低騒⾳舗装等の整備の推進 

・事業所への⽴⼊検査の実施 

・公害苦情の解決に向けた体制の整備 

・航空機騒⾳及びヘリコプター騒⾳等に対する対応 

［主な取組］ 

・環境監視の継続的な実施 

・廃棄物焼却施設への⽴⼊検査の実施 

・事業者による化学物質の適正な使⽤・管理の促進 
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環境に配慮したライフスタイルの促進 

持続可能な社会をつくるためには、今日の複雑・多様化する環境問題を一つ一つ解決し

ていくことが重要となります。そのためには、市、市民、事業者、環境保全団体、研究機

関など多様な主体が有機的に連携すること、そして、それぞれのライフスタイルにおいて

環境配慮の取組を進めて行く必要があります。市民が手を取り合い、環境についての配慮

を行っていくことで、豊かな自然環境や、爽やかな空気、清らかな水を次の世代に引き継

いでいくことができます。 

市全体の環境配慮の意識の向上、そして、多様な主体の連携により環境課題の解決を図

っていく社会の実現を目指して、環境に配慮したライフスタイルへの変革を行っていきま

す。 

 

「基本⽬標 5 環境に配慮したライフスタイルの促進」は、「基本⽬標 1 地球温暖化対策」、

「基本⽬標 2 資源循環の推進」、「基本⽬標 3 ⽔とみどり・⽣物多様性の保全・活⽤」、「基

本⽬標 4 環境リスクの管理」の 4 つの基本⽬標を達成していくための基盤となる施策です。この

施策は、4 つの基本⽬標を実現するための総合的・横断的な施策として、それぞれの基本⽬標

に共通する⼟台として、⼈づくり・仕組みづくりを⾏うことを⽬標としています。 

 

 
※）施策「環境を守る担い手の育成」及び「複雑・多様化する環境問題への体制整備」については、個別計画「第2次相

模原市地球温暖化対策計画」「第3 次相模原市一般廃棄物処理基本計画」「第2次相模原市水とみどりの基本計画・生

物多様性戦略」の3 計画に関連し設定している。  

基本⽬標 5 

環境に配慮したライフスタイルの促進 

〜環境保全の⼈づくり・仕組みづくり〜 

 

関連する SDGs のゴール 

 

［関連する環境分野の個別計画※︓第 2 次相模原市地球温暖化対策計画、
第 3 次相模原市⼀般廃棄物処理基本計画、

第 2 次相模原市⽔とみどりの基本計画・⽣物多様性戦略］
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指標 算定式 

⽬標 

基準値 

（平成 30（2018）年度） 

中間⽬標 

（令和 5（2023）年度） 

最終⽬標 

（令和 9（2027）年度）

環境意識の

醸成度（⽇

常 ⽣ 活 に お

い て 環 境 に

配慮している

市 ⺠ の 割

合）（％） 

市⺠アンケート※1 
49.9％ 

（令和元（2019）年度） 
53.9％ 57.9％ 

⇒⽇常⽣活において、環境に配慮している市⺠の割合を測ることで、環境を守る担い⼿が育成

されているかを⾒る指標として、⽬標値を設定しました。 

環境学習講

座の参加⼈

数（⼈） 

環境情報センターにお

ける環境学習事業＋

その他⾃然体験学習

などへの参加者⼈数の

合計⼈数 

3,788 ⼈ 4,070 ⼈ 4,300 ⼈ 

⇒環境学習講座の参加⼈数を測ることで、環境に対する意識の醸成が測られていることを⾒る

指標として、⽬標値を設定しました。 

※1）市民アンケート調査の環境配慮項目6項目のうち、2項目以上行っている人の割合 

 

 

  

かんきょうフェアの様⼦ 
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これまで持続可能なまちづくりに向けて、幅広い市民の環境学習の機会の創出、環境情

報センターや市民活動サポートセンターなどの市民活動の支援の充実、次代を担う子ども

達の育成といった各種施策を進めてきました。特に環境学習の機会の場は、市、環境保全

団体のほか、大学や自治会においても活動がされ、市内で多様かつ多数の活動が展開され

ています。 

そのような活動の成果を背景として、図 4-15 に示すとおり市内の日常生活で環境に配

慮する市民の割合は近年上昇傾向にあります。これは、環境の保全を下支えする取組が普

及しつつあると考えられ、ますますの進展が期待されます。 

今後、人口減少社会に移り変わっていく中で環境の保全を円滑に推進していくためには、

多様な主体の連携がより重要となります。また、これまで環境教育や環境活動の機会及び

場において主体となって活動していた市、市民、環境保全団体の活動に加え、民間企業も

巻き込んだ取組の推進も重要となります。こうした社会情勢の変化を踏まえ、施策を検討・

推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-15 前計画における多様な主体の協働によるまちづくりの成果指標 

※1）市民アンケート調査の環境配慮項目6項目のうち、2項目以上行っている人の割合 

※2）平成28（2016）年度にアンケート項目の見直しを行い、環境配慮項目数を14から6へ変更しました。これに伴い、算定

式を「14項目のうち5項目以上」から「6項目のうち2項目以上」へ変更しました。 
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基準値：56.6％（H20）

最終目標値：67.0％（H31）

【目標】
日常生活において、環境
に配慮している市民の割
合を67%にします。※1 ※2 
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基本目標を達成するための施策及び取組方針を下図に示します。 

 

 

図 4-16 施策体系 

※）環境教育等行動計画は、環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律に準拠 

 

  

環境保全の

⼈づくり・ 

仕組みづくり

⼈材育成及び教材開発・提供事業の登録

及び情報提供 

施策 取組⽅針 

環境を守る担い⼿の育成 

職場等における環境保全活動、環境保全の

意欲の増進及び環境教育並びに協働取組

の促進 

各主体間の協働取組の在り⽅の検討（パー

トナーシップの活性化） 

拠点機能整備及び情報の積極的公表 

環境影響評価制度の充実 まちづくりにおける環境配慮の促進 

複雑・多様化する環境問題への 

体制整備 

体験の機会の場の認定・提供 

［環境教育等⾏動計画］※ 

基本⽬標 
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環境教育は、健全で恵み豊かな環境を維持しつつ、持続的に発展していく社会の構築に

向けた基盤となる重要な要素と言えます。国は「環境教育等による環境保全の取組の促進

に関する法律」を施行し、その中で「環境教育等行動計画」の策定を求めています（本計

画は、この「環境教育等行動計画」に位置付けられます。）。また、近年は持続可能な開発

のための教育である ESD（Education for Sustainable Development）がうたわれ、環境、

貧困、人権、平和、開発等に配慮し、持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や

活動が必要とされています。本項はこのような国内外の動向を背景に、環境教育の目指す

姿及びこれを達成するための施策を整理したものとなります。 

複雑・多様化する環境問題を解決するためには、環境問題への理解を深め、周囲を巻き

込みながら自ら環境に配慮した行動を実行できる人材を育成していくことが必要となりま

す。 

このためには、環境教育の活動を、関心の喚起、理解の深化、参加する態度や問題解決

能力の育成を通じて「具体的な行動」を促し、問題解決に向けた成果を目指すという一連

の流れの中に位置付け、取組を進めていくことが重要です。また、家庭、学校、職場、社

会又は地域といった、あらゆる主体や場面で取組を進めるとともに、これらの多様な主体

の連携による人づくり・仕組みづくりを行っていくことが重要と言えます。これらの取組

を推進し、環境・経済・社会が相互に連携しながら持続的に発展していく社会を目指しま

す。 
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職場等の多様な主体の活動拠点における環境教育等の促進は、その拠点からの環境負荷

の低減のみならず、その一人一人の家庭や地域での取組につながることが期待されます。

環境保全活動の促進や環境保全の意欲の増進、また、職場等における環境教育を円滑に実

施していくためには、環境への配慮の方法が体系的に整理された「環境教育プログラム」

や「エコアクション 21」、「ISO14001」といった環境認証システム等を導入すること、そし

て、環境教育等を実施しやすい職場等の体制を整備していくことが重要です。 

このように多様な主体への環境教育等を促進・支援する活動を通じて、環境問題につい

ての知識を得ること、そして関心を高めることができます。それらの活動を基盤とするこ

とで、一歩進んで環境問題の原因を解決するための具体的な対策、また、環境の在り方に

ついて自ら考え、具体的な行動へと結びつけていくことができるようになります。 

    

カワラノギク観察会（相模原の環境をよくする会）            環境セミナー（相模原の環境をよくする会） 

 

  

［主な取組］ 

・ESD の視点を取り⼊れた環境教育等の促進 

・表彰や認証等によるインセンティブの付与制度の検討 

・環境保全活動団体への⽀援 

（相模原の環境をよくする会、さがみはら地球温暖化対策協議会等） 

・環境保全活動⽀援機能の充実 

（市⺠ファンド、市⺠サポート補償制度、街美化アダプト制度、地域活性化事業交付⾦等） 

・エコアクション 21 や ISO14001 等の環境認証システムの利⽤促進 

・環境配慮⾏動の促進（エシカル消費、グリーン購⼊、ESG 投資等） 

・⾏動科学（環境⾏動を促す動機付け）を取り⼊れた環境教育等の検討 
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環境保全を推進し、良好な環境を実現するためには、複雑・多様化する環境問題を解決

していくための人材の育成が重要です。人材育成では、環境問題に関心を持ち、理解を深

化して問題を解決に結びつける能力（環境問題の現場において実際に行動に結びつく能力）、

多様な主体の意見を引き出しつつ相互理解を促す能力を育成していくことが重要です。そ

して、そのような能力を養成するためには、身近な生活において環境学習を受ける機会や

場を提供・創出していくことが重要になります。 

複雑・多様化する環境問題に対する課題解決に向けて、学校機関や環境保全団体等と連

携し、環境プログラムや環境教育を学ぶことのできる機会を創出するとともに、プログラ

ムの認定等を行い、問題解決型の人材育成を実行していきます。 

   

⽔⽣⽣物勉強会（⾃然環境観察員制度）           湧⽔環境調査（⾃然環境観察員制度） 

 

 

 

  

［主な取組］ 

・ESD の視点を取り⼊れた環境教育等の推進 

・環境問題の解決に資する⼈材の育成（未来を創る⼈材の育成） 

・多様な主体の相互理解、信頼醸成を⾏う調整役や促進役となる⼈材の育成 

・相模原市⾃然環境観察員制度の運⽤ 

・市⺠協働推進⼤学事業による⼈材の育成・活⽤ 

・⽣涯学習まちかど講座、エコネットの輪などの環境学習プログラムの提供 

・環境活動ごとの牽引役を養成する講座の提供 

・各⼩中学校における環境教育の推進 

・公⺠館、市⺠⼤学による環境学習の機会の提供 



- 68 - 

 

個人や事業者等が環境保全活動、環境保全の意欲の増進、環境教育のために自らの土地

や機会を提供することは、地域での環境配慮の取組を支える基盤となります。また、近年

は民間団体等が環境保全活動の拠点を整備する事例も見られます。これらの環境教育の体

験の機会の場は市内に点在していますが、それらを体系的に認知するとともに、それらの

取組を強化するための認定を進めていくことが重要となります。 

環境保全団体等の活動の支援や環境に対する人材育成を図るため、環境教育に対する体

験の機会の場を認定するとともに、このような場における多様な主体の連携の強化を図り

ます。また、自然体験や社会体験などの「体験活動」を通じた環境教育等を推進していき

ます。 

   

夏休み環境教室（相模原の環境をよくする会）    野⿃観察会（道保川公園）（相模原の環境をよくする会） 

 

  

［主な取組］ 

・環境教育等の「体験の機会の場」の認定 

・市⺠・事業者・⾏政・学校の連携の場の強化 

・体験型の環境教育等の推進（相模川⾃然の村野外体験教室、ふるさと⾃然体験教室等） 
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今日の複雑・多様化する環境問題を解決するためには広範な主体の参加・参画・協働と

いったパートナーシップでの活動が重要です。また、都市部から中山間地域まで多様な環

境が存在するため、取組主体の横断的な連携による地域課題への対応が重要になります。 

市民、事業者、行政等といった市内の多様な主体をつなぐための機会を創出するととも

に、それらのパートナーシップの活性化を目指して主体の連携を推進していきます。また、

有識者からなる「相模原市環境審議会」を定期的に開催することで、様々な事業に対して

環境配慮の助言を得ます。 

そのほか、持続可能な開発目標（SDGs）や ESG 投資に表れているように、国内外の先進

企業では、環境の取組をビジネス化していく動きが高まっています。そして、市内事業者

を対象としたアンケート・ヒアリングにおいても環境保全をビジネスとして取り込むこと

の重要性や、ビジネス化に向けた連携を促すことについてのニーズが挙げられています。

産学官民の協働連携の促進や、環境ビジネスを構築するための多様な主体の連携の在り方、

パートナーシップを活性化するための方策を検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

さがみはら環境まつりの様⼦ 

 

［主な取組］ 

・市⺠、事業者、⾏政等の多様な主体の連携による分野横断型の取組の推進 

・環境審議会等による環境施策等の評価・検証 

・環境リスクに対する対話の促進 

・国、県の補助⾦等の活⽤による環境施策の展開 

・他の⾃治体との連携・交流 

・産学官⺠協働による持続可能な環境共⽣都市の推進 

・環境の保全に貢献するビジネスの構築に向けた多様な主体の連携による仕組みの検討 

・市⺠活動サポートセンターとの連携の強化 

・協働事業提案制度の運⽤ 

・産学官⺠連携事業の充実（さがみはら環境まつりなど） 
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近年、地球温暖化の進行による大きな自然災害など気候変動の影響の顕在化、湖沼での

富栄養化、特定外来生物を含む外来種の生息・生育地域の拡大のように、社会・経済情勢

の変化を背景とした複雑・多様化する環境問題についての対策が望まれています。これへ

の対応として、環境に関する情報の一元的な収集・整備といった環境の現状に対する体制

整備が重要となります。以上を踏まえ、環境情報センターの機能強化、複雑・多様化する

環境問題に対する調査・研究、幅広い環境分野における情報の収集・発信機能など、環境

政策に関する基盤の整備を行い、市民が分け隔てなく環境についての有効な情報に触れら

れる社会の実現を目指します。 

 

市民や事業者の取組を推進していくためには、市内外の最新の環境情報を一元的に収集・

共有化して情報発信していくこと、また、それに向けた情報機関・学術機関の機能強化が

重要です。 

地球環境の保全から身近な地域の環境改善など、様々なスケールに応じた環境保全・創

造を促すための情報を一元的に収集・発信していくための体制づくりを行います。また、

複雑・多様化する環境問題に対応するため、最新の科学的知見に基づく調査・研究・対策

に向けた体制づくりを行います。 

   

環境情報センター（情報集積発信基地としての機能強化）         環境情報センターにおける活動

［主な取組］ 

・情報集積発信基地としての環境情報センターの機能強化（環境情報の⼀元的な収集・共有化）

・市環境施策に関連する研究⼿法に関する検討 

・市⺠への商品・サービスについての環境に関する情報の提供 

・主体間の協働取組の在り⽅についての周知 

・環境リスクに対する調査体制の構築 

・複雑・多様化する環境問題に対する調査研究体制に関する在り⽅の検討 

・環境情報センターを中⼼とした環境教育推進のためのネットワーク構築 
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持続可能な社会を構築していくためには、まちづくりにおける環境配慮の取組を一般化

（あるいは主流化）し、環境負荷を低減していく必要があります。 

現行の環境影響評価制度を適切かつ効果的に運用するとともに、条例の対象外である事

業における環境配慮の確保に向けた検討を行うことにより、環境負荷の少ない社会を目指

します。 

 

産業及び経済の発展、生活環境の維持及び向上並びに自然環境の保全の調和を図るため、

大規模事業の実施による環境影響を、あらかじめ調査、予測、評価して公表し、適正な環

境配慮を行う環境影響評価制度が重要となります。相模原市環境影響評価条例（平成 26 年

相模原市条例第 33 号）については、適切で効果的な運用のため、これまでの施行状況を踏

まえた点検・見直しを行っていきます。また、法や条例に該当しない事業において自主的

に環境影響評価を行う、いわゆる自主アセスを推進・促進する方策を検討するとともに、

近年、全国的に増加している太陽光発電事業などの再生可能エネルギー設備の導入事業に

ついて、環境保全の観点から必要な検討を進めます。 

   

相模原市環境影響評価制度に関するパンフレット等 

［主な取組］ 

・環境影響評価条例の円滑な運⽤ 

・環境影響評価条例の点検、⾒直し 

・市⺠、事業者への環境影響評価に関する認知度の向上 

・事業者の⾃主的な環境影響評価（⾃主アセス）のサポート体制の検討 

・市の事業における⾃主的な環境影響評価（⾃主アセス）の推進体制の検討 

・戦略的環境アセスメントの在り⽅の検討（配慮書段階の環境影響評価制度の充実） 

・再⽣可能エネルギー設備の導⼊に係る環境保全対策の検討 
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 第5章  推進体制・進⾏管理 

計画推進に向けた基本的な考え方及び方針 

 

本計画が目指す「人と自然が共生するまち ～市民と築く、地域循環共生都市さがみは

ら～」を実現するためには、本計画で定めた環境施策を総合的に推進していく必要があり

ます。また、そのためには、市の関連部局や、市民・事業者・環境保全団体等といった多

様な主体と連携を深めていくことが重要です。また、環境施策の取組状況や効果に客観性

を持たせるため、本計画の点検・評価を年次報告書として作成し、ホームページ上で公表

していきます。 

本計画の進行管理は、「相模原市環境審議会」に進捗状況を報告し、課題等について客観

的に審査頂くとともに助言を受け、施策展開に反映していきます。 

また、本計画の推進に当たっては、国や県、その他政令指定都市や近隣自治体、九都県

市首脳会議等とともに綿密に連携・協力を図り、課題解決を行っていきます。 

 

 

※）環境情報センター、市立博物館、市内小中学校等を含む。 

 

図 5-1 環境基本計画の推進体制 

 

  

相模原市※ 

事業者 

相模原市環境審議会 

進捗管理、年次報告書作成

施策の実⾏ 

報告 

助⾔ 

国、県 
連携

政令指定都市 

近隣⾃治体 

連携

連携

市⺠ 

環境保全団体

連携 

研究・教育機関 
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計画の推進主体と役割 

 

本計画は、市を主体に、市民、事業者、環境保全団体、研究機関など環境に関わる全て

のパートナーシップの協働によって進めていきます。それぞれの主体の役割を下表に示し

ます。これらの主体の環境保全への取組を調査・把握するとともに、主体間の連携による

環境課題の解決を促すための支援を行っていきます。 

 

表 5-1 計画を推進する主体と役割 

本計画に関連する

主な主体 
計画推進に当たっての役割 

市⺠ 

・普段の⽣活において環境配慮を積極的に推進していくとともに市が⾏う施策や

事業に参画 

・環境教育を受けることや環境に対する意識を⾼めていくことを⽬的とした環境の

保全に関する地域組織や環境保全団体への参画 

事業者 

・企業活動や社会貢献活動において環境への配慮に取り組むとともに市が⾏う

施策や事業に参画 

・従業員を対象とした環境教育の実施、事業継続計画の策定など、持続可能

なビジネススタイルへの転換 

環境保全団体 
・市⺠、事業者、⾏政の様々な主体と協働して環境の保全に向けた活動の継

続的な実施 

研究・教育機関 
・市内の環境に関する基礎研究を継続的実施 

・環境配慮⾏動を促進するため、環境教育の実施 

環境審議会 

・環境⾏政の総合的かつ計画的な推進について調査審議するほか、環境保全

に関する重要事項について公正かつ専⾨的な⽴場からの審議 

・環境基本計画の年次報告書について、進⾏管理の審議を⾏うほか、課題に

対する施策反映の⽅法等に関する助⾔ 

市 

・本計画の推進主体として、市⺠、事業者、環境保全団体等の様々な主体と

協働による計画の推進 

・環境に関する意識の醸成、環境配慮のライフスタイルの構築に向けて、各主体

の参画を積極的に促すほか、適切かつ透明性の⾼い情報発信 

・環境情報センター、市⽴博物館は、市⺠参加による環境・⽣物調査や基礎

研究を進めるとともに、市内の環境情報の⼀元的な管理・把握による環境教

育等の推進 

・環境配慮⾏動を促進するための環境教育等の普及啓発 
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進行管理と計画の見直し 

計画の進行管理においては、目指す環境像や目標の達成状況、事業の実施状況を的確に

把握・評価し、その結果により明らかになった課題を速やかに事業展開に反映するための

仕組み（PDCA サイクル）を進めます。また、CHECK では施策の進捗状況を把握し年次報告

書として整理・公表し、その後、寄せられた市民・事業者の意見を集約し、ACTION 段階で

反映していきます。 

また、施策の推進による SDGs で示すゴールやターゲットへの貢献度については、把握、

整理を行い、年次報告書における施策の進捗状況の点検・評価と併せて、公表をしていき

ます。 

 

図 5-2 PDCA による施策の進行管理 

 

本計画ではおおむね 20 年後の望ましい環境像を設定していますが、計画期間を令和 9

（2027）年度までとしていますので、令和 10（2028）年度以降の計画についても、この将

来像を見据えて策定する必要があります。社会経済情勢の変化や施策の進捗状況に柔軟か

つ適切に対応して、計画の見直しを行うこととし、4 年が経過した時点を目途に、評価・

検証を行い、必要に応じて計画の変更を行います。なお、計画の策定段階から市民・事業

者など多様な主体の参加を促すことにより、多様な地域特性や考え方を計画に反映させる

ことが望ましいため、取組の推進を担っている各協議会や団体等へのヒアリングを行うと

ともに、広く市民・事業者の意見を聞くためのパブリックコメントを実施します。

PLAN 
・事業⽬標・計画の設定 

・財源の確保 

・⼈員配置

DO 
・⽬標達成に向けた事業執⾏ 

・効率的・効果的な事業の執⾏ 

・市⺠、事業者の取組実施 

CHECK 
・⽬標の進捗状況の把握 

・環境審議会における評価 

・年次報告書の作成と公表 

ACTION 
・事業の選択と集中 

・事業計画の⾒直し 

・事業執⾏⼿順の改善

年次報告書での市⺠・ 

事業者の意⾒集約と反映 
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資料編 

第 3 次相模原市環境基本計画策定経緯 

本計画は、環境基本法第 44 条の規定に基づき設置された「相模原市環境審議会」のほか、

市民・事業者の方々のご意見を踏まえて策定しました。 

 

開催⽇ 主な審議内容 

平成 29（2017）年 8 ⽉ 23 ⽇ 相模原市環境基本計画について（諮問） 

平成 30（2018）年 3 ⽉ 8 ⽇ 前計画における施策の進捗状況・課題等について 

平成 30（2018）年 8 ⽉ 21 ⽇ 次期計画 施策内容について 

平成 30（2018）年 11 ⽉ 30 ⽇ 次期計画 施策内容について 

平成 31（2019）年 3 ⽉ 27 ⽇ 次期計画 第３章〜第４章について 

令和元年（2019）7 ⽉ 10 ⽇ 次期計画（素案）について 

令和元年（2019）8 ⽉ 22 ⽇ 次期計画（案）について 

令和元年（2019）10 ⽉ 4 ⽇ 相模原市環境基本計画について（答申） 

令和 2 年（2020）2 ⽉ 6 ⽇ 第 3 次相模原市環境基本計画（案）について 

 

実施期間 内容 

令和元（2019）年 12 ⽉ 5 ⽇〜

令和 2（2020）年 1 ⽉ 14 ⽇ 

第 3 次相模原市環境基本計画（案）に対する意⾒募集 

 

項⽬ 実施期間 対象 内容 

市⺠意向調査 平成 30（2018）年 

8 ⽉ 9 ⽇〜8 ⽉ 31 ⽇ 

市⺠ 3,000 名 

（無作為抽出） 

環境基本計画に関する認知度

や取組状況、課題などについて

アンケートを実施 

事業者意向調査 平成 30（2018）年 

10 ⽉ 15 ⽇〜10 ⽉ 31 ⽇

事業者 101 社 

（相模原の環境を

よくする会の会員） 

市⺠アンケートと同様の内容に

ついてアンケートを実施 

事業者等ヒアリン

グ調査 

平成 31（2019）年 

1 ⽉〜2 ⽉ 

事業者 4 社、 

⼤学 1 校 

製造業・建設業・電気事業・⼩

売業・教育について課題などを

聞き取り 

 

実施⽇ 内容 

令和元（2019）年

6 ⽉ 30 ⽇ 

「第 15 回さがみはら環境まつり」にて、登壇者 5 名を筆頭に、これからの相模原

の環境について考え、話し合う場として「さがみはら環境シンポジウム」を実施 
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実施期間 内容 

令和元（2019）年

11 ⽉ 16 ⽇〜 

11 ⽉ 17 ⽇ 

「⽀えあおう︕さがみはらフェスタ 2019」会場内で実施したパネル展⽰により、次

期計画案の概要について説明し、市⺠の意⾒を聞き取り 

 

選出区分 委員名 所属・役職 

学識経験者 飯島 泰裕 ※ ⻘⼭学院⼤学 社会情報学部 教授 

⼀⾊ 正男 神奈川⼯科⼤学 創造⼯学部 教授 

遠藤 治 ⿇布⼤学 ⽣命・環境科学部 教授 

⼤河内 由美⼦ ⿇布⼤学 ⽣命・環境科学部 准教授 

岡部 とし⼦ 相模⼥⼦⼤学 栄養科学部 教授 

⻲⼭ 章 東京農⼯⼤学 名誉教授 

⽥中 充 法政⼤学 社会学部 教授 

南部 和⾹ ⻘⼭学院⼤学 社会情報学部 准教授 

松本 安⽣ 神奈川⼤学 ⼈間科学部 教授 

森 武昭 ※ 神奈川⼤学 名誉教授・特命教授 

吉永 ⿓起 北⾥⼤学 海洋⽣命科学部 准教授 

市内の公共的団体

等の代表者 

荒井 美由紀 ※ 相模原市⽴⼩中学校校⻑会 委員 

岡崎 広志 相模原市⽴⼩中学校校⻑会 委員 

北村 陽⼦ （特⾮）さがみはら環境活動ネットワーク会議 

佐藤 治男 津久井郡森林組合 代表理事組合⻑ 

武内 健三 ※ （特⾮）かながわ環境カウンセラー協議会 理事 

⽵⽥ 幹夫 相模原市⾃治会連合会 副会⻑ 

根本 敏⼦ 相模原商⼯会議所 副会頭 

古屋 伸夫 （特⾮）かながわ環境カウンセラー協議会 相模原⽀部⻑ 

本⽥ 充樹 ※ 相模原の環境をよくする会 会⻑ 

⼭⼝ 誠志 相模原の環境をよくする会 会⻑ 

⼭本 裕⼦ ※ （特⾮）さがみはら環境活動ネットワーク会議 

若林 幸⼦ ※ 相模原市⽴⼩中学校校⻑会 委員 

関係⾏政機関の職員 佐々⽊ 渉 ※ （環境省）関東地⽅環境事務所 環境対策課⻑ 

鈴⽊ ⼀成 （環境省）関東地⽅環境事務所 環境対策課⻑ 

公募 ⼤久保 和美  

岡村 園⼦ ※  

梶⼭ 純  

加藤 信男 ※  

後藤 素⼦ ※  

斎藤 奈美  

※）審議期間中（平成 29（2017）年 8 ⽉以降）に退任された委員   
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前計画の評価・検証 

前計画では、6 つの環境目標、13 の基本施

策を定めており、この達成状況を把握する指

標として、「15 項目の成果指標」、「55 の進行

管理指標」、「276 の主な取組」を設定しまし

た。 

15 項目の成果指標の達成状況は、既に達

成・達成見込みが 10指標（67％）で、達成困

難が 5 指標（33％）でした。 

 

 

6 つの環境目標に対し、成果指標と進捗、現状と課題の整理を行いました。 

 

環境⽬標 1 脱温暖化をめざしたまちづくり 

成果指標と進捗 

No.1 市全体の温室効果ガス総排出量 15％以上削減 

 

 

※温室効果ガス排出量については、算定に使⽤する統計数値の公表時期から年度に差が⽣じているもの

です。 

現状及び課題 

・電⼒ CO2 排出係数の増減や景気動向、⼈⼝変動等の外的要因に左右される 
・電⼒・ガス⼩売全⾯⾃由化によって市内の使⽤量把握が困難 
・家庭・業務部⾨は増加傾向 
・平成 28 年度は計画期間内で初めて⽬標値を下回ったが、景気の動向に左右されることに留意が必要 

   

360

370

380

390

400

410

420

430

440

450

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

年度[‐]

市全体の温室効果ガス総排出量

実績

基準値（H18）438万t-CO2

最終目標値（H31）

372万t-CO2

【目標】

市全体の温室効果ガス排出量
(二酸化炭素排出量)を15%以上削減します

排
出
量
（
t

‐

C

O

2

）

既に達成・達成見込み

10指標、67％

達成困難

5指標、33％

図 成果指標の達成状況 
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環境⽬標 2 資源が循環するまちづくり 

成果指標と進捗 

No.2 市⺠ 1 ⼈ 1 ⽇当たりの家庭ごみ量 480g 以下 

 

No.3 ごみ総排出量 22.3 万トン以下 

 

No.4 最終処分場の埋⽴量 2.1 万トン以下 

 

現状及び課題 

・家庭⼀般ごみは、約 25％の資源（紙類等）が含まれるため、分別品⽬の周知徹底が必要。また、⽣
ごみの 1 割が未開封であるため⾷品ロス対策も必要 

・事業系ごみは、搬⼊物検査等の強化による近隣区からの混⼊防⽌等が必要 
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18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

年度[-]

市民1人1日当たりの家庭ごみ量

実績

最終目標値：480g以下（H31）

基準値：631g（H18）
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年度[‐]

ごみの総排出量

実績

排
出
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）

基準値：27.2万t（H18）

最終目標値：
22.3万t以下（H31）

15,015

20,015

25,015

30,015

35,015

40,015

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

年度[‐]

最終処分場の埋立量

実績

基準値：34,303t（H20）

最終目標値：
21,000t以下（H31）

【目標】

最終処分場の埋立量を
21,000ｔ以下にします

埋
立
量
（
ｔ
） 
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環境⽬標 3 豊かな⾃然を守り育てるまちづくり 

成果指標と進捗 

No.5 市条例により指定された地域 7 箇所 

 
No.6 管理された森林⾯積（⽔源の森林づくり事業）の割合 83.7％ 

 
No.7 ⾥⼭地域における農⽤地区域内の耕作地⾯積の割合 100％ 

 

No.8 ⽔辺やみどりに親しめる場が⼗分あると感じる市⺠の割合 86％ 

指
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さ
れ
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地
域
数
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箇
所
）
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年度[‐]

市条例により指定された地域

実績

最終目標値：7箇所（H31）

基準値：0箇所（H21）

【目標】

市条例※により指定され

た地域を7箇所にします

※平成21年10月施行の「相模原市ホタル舞う水辺環境の

保全等の促進に関する条例」及び平成23年4月施行の「相

模原市里地里山の保全等の促進に関する条例」

0
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20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

年度[‐]

管理された森林面積の割合

実績

割
合
（
％
）

【目標】
管理された森林面積(水源の
森林づくり事業)の割合を
83.7%にします

基準値：37.5（H20）

最終目標値：83.7％（H31）
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（
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）

【目標】
里山地域における農用地
区域内の耕作地面積の割
合を100%とします。

最終目標値：100％（H31）

基準値：86.9％（H20）
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年度[-]
水辺やみどりに親しまる場が十分であると感じる市民の割合
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市
民
ア
ン
ケ
ー

ト
（
％
）

【目標】
水辺やみどりに親しめる場
が十分であると感じる市民
の割合を86%にします。

基準値：80.7％（H20）

最終目標値：86.0％（H31）
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現状及び課題 

・活動区域が指定を申し出ることができない区域（条例の指定区域外）にあるなど、区域指定及び活動

認定に⾄らないケースがある 

・認定団体の⾼齢化や担い⼿不⾜により活動の継続が困難な場合がある 

・森林整備の意識低下、⽊材価格低迷等により森林整備⽀援要望件数が減少 

・本⽬標の「⾥⼭」の定義が不明確であるため再整理が必要 

 

環境⽬標 4 健康で安全に暮らせるまちづくり  

成果指標と進捗 

No.9 調査測定地点の環境基準達成率 88.6％（⼤気・⽔質・騒⾳等） 

     

 

現状及び課題 

・⼤気環境基準の適合は、全国的に不適合が多い光化学オキシダントが全測定局で適合できていないこ

とが課題 

 

環境⽬標 5 快適で⼼の豊かさを感じることができるまちづくり 

成果指標と進捗 

No.10 市⺠ 1 ⼈当たりの公園⾯積 6.3m2 
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基準値：85.6％（H20）

最終目標値：88.6％（H31）

【目標】
調査測定地点の環境基準
達成率を88.6％にします
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基準値：3.6㎡/人（H20）

最終目標値：6.3㎡/人（H31）
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No.11 緑地率 67.5％ 

 

No.12 市街地の景観が良好に保たれていると感じる市⺠の割合 80％ 

 

No.13 ⾃然的な景観が良好に保たれていると感じる市⺠の割合 90％ 

現状及び課題 

・⼀⼈当たり⾯積を拡⼤していくには、⽤地確保や財政的な⾯において課題 
・H29 年度法改正にて、量拡⼤から公園の多機能性が重点化されるなど公園緑地⾏政は転換期を迎え
ている 

・⽣産緑地等は地権者事情等で減少しているが、都市公園の整備は進んでおり、引き続き、緑地の保
全・創出を図る 

・重点地区が指定されることや今までの景観誘導を引き続き⾏うことで、⽬標達成に近づくことが可能 
・⾃然景観は、もともと⾼⽔準であり、維持していくことを⽬標 
・今後、メガソーラー等の開発が危惧 
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緑地率67.5%を
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環境⽬標 6 多様な主体の協働によるまちづくり 

成果指標と進捗 

No.14 ⽇常⽣活において、環境に配慮している市⺠の割合 67％ 

 

 

 

No.15 市に意⾒を⾔える機会や⼿段が備わっていると思う市⺠の割合 72.7％ 

 

 

 

現状及び課題 

・少⼦⾼齢化等による担い⼿不⾜や参加者の減少・固定化等 
・市⺠アンケートは、市の取組成果の程度を正確に測ることができない 
・意⾒聴取のツールとしては、「わたしの提案」制度により、郵送・電話・窓⼝・Web(メール）・FAX 等を利
⽤しているが意⾒聴取⽅法の周知などが必要   
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市に意見を言える機会や手段が備わっていると思う市民の割合
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市
民
ア
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ケ
ー

ト
（
％
）

基準値：69.1％（H20）

最終目標値：72.7％（H31）

【目標】
市に意見を言える機会や手
段が備わっていると思う市
民の割合を72.7%にします
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パブリックコメント等  パブリックコメントの実施状況 

募集期間 令和元(2019)年 12 ⽉ 5 ⽇（⽊）〜令和 2(2020)年 1 ⽉ 14 ⽇（⽕）41 ⽇間

周知⽅法 資料配布場所、市のホームページにて周知 

資料配布場所 環境政策課、各⾏政資料コーナー、各まちづくりセンター（城⼭・橋本・本庁地域・⼤野

南まちづくりセンターを除く）、各出張所、各公⺠館（沢井公⺠館を除く）、各図書

館、市⽴公⽂書館 

募集⽅法 資料配布場所、市のホームページにて募集 

意⾒提出状況 直接持参、郵送、FAX、電⼦メールにて提出 

  結果 

意見数：2 人（4件） 

 

ア：計画案等に意見を反映するもの 

イ：意見の趣旨を踏まえて取組を推進するもの 

ウ：今後の参考とするもの 

エ：その他（今回の意見募集の趣旨・範囲と異なる意見など） 

 

項⽬ 件数 
市の考え⽅の区分 

ア イ ウ エ 

全体に関すること 1 0 1 0 0 

第 2 章「相模原市の環境」に関すること 1 0 0 1 0 

第 4 章「施策内容」に関すること 2 1 1 0 0 

合計 4 1 2 1 0 
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通番 意⾒の概要 市の考え⽅ 区分

全体に関すること 

1 ＳＤＧｓを掲げるなら恥じない本村環

境政策を転換すべき。 

本計画の施策とＳＤＧｓのゴールについては、

１７あるゴールのうち直接的な関連性がある 

１２のゴールを整理し、施策の推進により、 

ＳＤＧｓで⽰すゴールやターゲットへの貢献度

についても年次報告等で公表していくことを考え

ております。 

イ 

第 2 章「相模原市の環境」に関すること 

2 リニア中央新幹線の神奈川県駅（仮

称）の建設⼯事に伴う県⽴相原⾼校

の移転により、くすの⽊が喪失し、橋本

駅南⼝が砂漠化（緑被率の減少）し

た。また、災害時の避難者及び帰宅困

難者の対策も失われ、不明である。 

リニア中央新幹線の神奈川県駅（仮称）の設

置などに伴い、様々な開発が予測されますが、

開発と環境保全の両⽴に向け、都市緑化を推

進するなど、まちづくりにおける環境配慮の取組

を促進してまいります。 

ウ 

第 4 章「施策内容」に関すること 

3 計画では、森林の保全と再⽣や気候変

動に強いまちづくりを掲げているが、リニア

中央新幹線の⼯事による開発の影響

等（⿃屋⾞両基地の⼟砂災害、⼩倉

変電施設予定地からの串川への⼟砂

流出、藤野⾮常⼝の⼟砂災害など）

や、台⾵による甚⼤な被害の検証・対

策を早急にすべきである。⾃治体は市⺠

の⽣命と財産・環境を守る責務がある。 

令和元年に発⽣した令和元年東⽇本台⾵に

よる⾃然災害などの気候変動の影響について

は、その検証結果や科学的知⾒を踏まえ、基

本⽬標１の施策である「気候変動適応策の推

進」の中で、気候変動の影響の回避・軽減を図

る適応策の更なる強化について検討するなど、

取組を進めてまいります。また、開発などにより、

懸念される⾃然環境や⽣活環境への影響につ

いては、開発と環境保全の両⽴に向け、基本

⽬標３の施策である「みどりの保全と活⽤」や基

本⽬標５の施策である「まちづくりにおける環境

配慮の促進」などにおいて、環境負荷の少ない

社会を⽬指してまいります。 

イ 

4 「第４章 施策内容」の「基本⽬標 1 

地球温暖化対策」については、Ｐ２８

－３６において具体的な「施策」、「取

組⽅針」さらに「主な取組」が記載されて

います。したがって、Ｐ１９及びＰ２０

で記載する重点化するべき主な施策で

は、Ｐ３２の図４－４と整合を図り、こ

の中で施策として挙げられている項⽬か

ら、（１）都市部と（２）中⼭間地

域に応じた施策を記載するのが良いので

はないか。 

Ｐ１９及びＰ２０では、都市部及び中⼭間

地域における重点化するべき主な施策について

は、分野ごとに具体的な取組事例を記載したも

のでございます。ご指摘のとおり、記載してある内

容との整合が図られていない箇所については、

⾒直し及び修正してまいります。 ア 
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本市における環境政策全般についての基本的な方向性、目標設定、施策立案に関する

意見を調査・把握するため、市民等に対して意向調査を実施しました。 

 

 

市民意向調査では、市民を対象にアンケート調査を実施しました。調査方法について

は下表に示します。 

表 調査方法 

調査の⽬的 本市における環境政策全般についての基本的な⽅向性、⽬標設定、施策⽴案に
関する意⾒を調査・把握する。特に環境基本計画では、環境全般の関⼼度、普段
の⽣活での取組状況、市が⽬指すべき環境⽬標、市が優先的に取り組むべき施策
内容等を把握するため設問を設定 

調査の対象 市⺠ 3,000 名（無作為抽出） 

調査の実施⽅法 郵送配布・郵送回収 

調査期間 平成 30(2018)年 8 ⽉ 9 ⽇〜平成 30(2018)年 8 ⽉ 31 ⽇（約 3 週間） 

 

市民アンケート調査は、配布数が 3,000 名、回収数が 1,528 名、回収率が約 51％でし

た。調査結果は次項に示します。 

 

Q1-1 性別についてお答えください。 

結果概要 アンケート回答者は、「男性」が 44％、「⼥性」が 54％、無回答が 2％であった。 

 

 

 

男性
44%

女性
54%

無回答
2%

回答者総数 

1,528 名 
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Q1-2 年齢をお答えください。 

結果概要 アンケート回答者の年齢は、「70 代以上」が最も多く 28％、次いで「40 代」・「60
代」が 18％であった。⽐較的、回答者の年齢層はばらつきが少ない傾向であった。 

 

Q1-3 お住まいの地区をお答えください。 

結果概要 アンケート回答者の住まいは、「中央地区」・「⼤野南地区」が最も多く 13％、次いで
「橋本地区」が 10％であった。 

 

Q1-4 あなたのお住まい（形態）は、次のどれにあてはまりますか。 

結果概要 アンケート回答者の住まいの形態は、「⼀⼾建て（⾃⼰所有）」が最も多く 57％、
次いで「共同住宅（それ以外）」が 19％であった。 

        

⼩⼭地区(A1),2%

清新地区(A2),3%

中央地区(A3),13%

星が丘地区(A4),2%

横⼭地区(A5),2%

光が丘地区(A6),3%

橋本地区(B),10%

⼤野北地区(C),6%

⼤野中地区(D),6%
⼤野南地区(E),13%

⼤沢地区(F),4%

⽥名地区(G),3%

上溝地区(H),4%

⿇溝地区(I),3%

新磯地区(J),2%

相模代地区(K),6%

相武台地区(L),3%

東林地区(M),5%

城⼭地区(N),3%

津久井地区(O),4%

相模湖地区(P),1%

藤野地区(Q),1% 無回答,1%

一戸建て
(自己所有)

57%

一戸建て
(それ以外)

6%

共同住宅
(自己所有)

17%

共同住宅
(それ以外)

19%

無回答
1%

回答者総数 

1,528 名 

回答者総数 

1,528 名 

回答者総数 

1,528 名 
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Q1-5 ご職業をお答えください。 

結果概要 アンケート回答者の職業は、「会社員・公務員・団体職員」が最も多く 29％、次いで
「無職」が 23％であった。 

 

 

 

 

 

Q1-6 主な業種についてお答えください。（Q1-5 にて「会社員、公務員、団体職員」「事

業主」「⾃由業」を回答された⽅のみ） 

結果概要 アンケート回答者の職種は、「製造業」が最も多く 22％、次いで「サービス業」が 16％
であった。 

     

 

     

 

 

  

会社員、公務
員、団体職員

29%

パート、アルバイト

15%

事業主

4%

自由業
3%

専業主婦
(夫)

18%

学生

4%

無職

23%

その他
3%

無回答

1%

製造業

22%

サービス業
16%

医療、福祉
12%

その他
12%

運輸、通信業

10%

建設業

9%

卸売、小売業
9%

金融、保険業

4%

不動産業

3%

飲食店、宿泊業
2%

農林水産業
1%

回答者総数 

1,528 名 

回答者総数 

484 名 
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Q2-1 環境分野において、あなたが関⼼のある項⽬をお答えください。（3 つまで選択可） 

結果概要 市⺠が関⼼の⾼い環境分野は、「極端な暑さや局地的豪⾬等の異常気象」が最も
多く 61％、次いで「地球温暖化の防⽌」が 57％であった。 

 

 

 

 

 

Q2-2 環境問題について、あなたが取り組んでいる活動をお答えください。（複数選択可） 

結果概要 市⺠が取り組んでいる環境問題・活動は、「ごみの分別」が最も多く 88％、次いで「電

気、ガス、⽔の無駄づかいに気をつける」が 69％であった。 

 

 

 

 

 

 

61%

57%

41%

22%

21%

20%

12%

10%

9%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

極端な暑さや局地的豪雨等の異常気象

地球温暖化の防止

ごみの問題

みどりの減少

大気汚染や水質汚濁などの公害問題

ヒートアイランド現象

生物多様性の危機

環境教育の充実

地域の環境保全活動の広がり

その他

88%

69%

57%

54%

47%

35%

30%

30%

20%

8%

7%

3%

3%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

ごみの分別

電気、ガス、水の無駄づかいに気をつける

買い物にはエコバックを持参

食品ロスをださない

省エネ家電（LED 等）を選択しての購入

クールビズ・ウォームビズや部屋の温度調整

自家用車ではなく、公共交通機関や自転車、徒歩での移動を増やす

車に乗るとき、エコドライブに気をつける

環境にやさしい商品を選択して購入

地域や環境活動団体における道路、川、公園等での清掃

太陽光パネル、太陽熱温水器等の設置

地域や環境活動団体における花づくりなど自然を守る活動

環境学習、環境教育のイベントへの参加

その他

有効回答者数 

1,458 名 

（サンプル 3,711） 

回答者数 

1,510 名 

（サンプル 6,787） 
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Q2-3 Q2-2 で「取り組んでいない」活動がある場合、その取り組んでいない理由をお答えくださ

い。（複数選択可） 

結果概要 環境問題について市⺠が取組を⾏っていない理由は、「機会がない」が最も多く 48％、次

いで「時間がない」が 47％であった。 

 

 

 

 

 

 

Q2-4 環境について、より多くの⼈の関⼼を⾼めるためにはどのような⽅法、⼿段を⽤いたらよいと

思うかお答えください。（複数選択可） 

結果概要 環境についての関⼼度を⾼めるために市⺠が重要と考えているものは、「学校や職場での

環境学習、教育」が最も多く 56％、次いで「メディアによる情報発信」が 55％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

48%

47%

39%

19%

16%

12%

8%

7%

7%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

機会がない

時間がない

経済的な負担が増加する

実施したくても情報がない

手続き等がわずらわしい（面倒である）

興味がない

その他

実施するメリットを感じない

相談したいが窓口がない（わからない）

大切と思わない

56%

55%

44%

34%

30%

28%

14%

13%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

学校や職場での環境学習、教育

メディア（テレビやラジオなど）による情報発信

市の広報紙や自治会等の地域情報紙による情報発信

環境まつり等のイベントの開催

新聞、広告等による情報発信

ＳＮＳ（ライン、ツイッター、フェイスブック等）の活用

ホームページへの記事掲載

講演会、講座の開催

その他

回答者数 

1,238 名 

（サンプル 2,523） 

回答者数 

1,464 名 

（サンプル 4,073） 
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Q2-5 環境問題について、市に優先的に取り組んでほしい対策をお答えください（3 つまで選択

可）。 

結果概要 市⺠が環境問題について市に優先的に取り組んで欲しいと考えている対策は、「極端な暑

さや局地的豪⾬等への対策」が最も多く 36％、次いで「ごみの発⽣抑制やリサイクルの推

進」が 35％であった。 

 

 

 

 

 

 

Q3 市への環境に関するご意⾒やご要望がございましたら、下記コメント欄にご記⼊くださ

い。 

結果概要 市への意⾒としてうち 22％（337 名）で回答が得られた。記述された回答の任意の
分類では「環境教育や啓発の必要性」が最も多く 10％、次いで「⾥⼭や公園の⼿⼊
れ等の必要性」「ごみについての対策の必要性」が 9％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36%

35%

33%

22%

21%

20%

16%

14%

13%

11%

11%

9%

8%

4%

2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

極端な暑さや局地的豪雨等への対策

ごみの発生抑制やリサイクルの推進

地球温暖化の防止

廃棄物の適正処理

緑地の保全と活用

森林、里山の保全

生活環境の保全（大気汚染などの対策）

都市緑化の推進

都市公園の整備

環境教育や環境学習の推進

水辺環境の保全と活用

生物多様性の保全と再生

市民、環境活動団体、事業者などの環境活動への支援

環境保全の協働の仕組みづくり

その他

有効回答者数 

1,367 名 

（サンプル 3,486） 

記入あり
22%

記入なし

78%

4%
6%

6%

8%

4%

4%

5%

9%

4%10%

1%

1%
2%

1%

9%

26%

緑が多くいい環境

良い環境を保存していくべき

緑地、水辺、公園等を作ってほしい

里山や公園の手入れ等の必要性

森林開発等の防止

獣害・外来種の問題・対策

地球温暖化等に対する対策の必要性

ごみについての対策の必要性

公共交通の改善への期待

環境教育や啓発の必要性

環境の保全に向けた人材の活用

高齢化の問題

アンケートが環境を考えるきっかけになった

空き家対策の必要性

市行政への期待

その他

回答者総数 

1,528 名 



- 91 - 

Q3 市への環境に関するご意⾒やご要望がございましたら、下記コメント欄にご記⼊くださ

い。 

⾃由意⾒（337 意⾒） 
カテゴリ 意⾒（⼀部抜粋）
緑が多くいい環境 ・空気と⽔が綺麗で毎⽇元気で⽣活出来ると思います。相模原に⻑く住んで、これからも住みたい

町であってほしいと考えます。 
・相模原公園が⼤好きです。お花と設備がきれいなので続けて欲しい。 
・市内の公園をよく利⽤させていただいています。淵野辺公園、⿇溝公園、道保川公園、それぞれに
特⾊ある⾃然の美しい公園ですよね。街中も緑が多く環境という意味では相模原市はとても住み
やすい市だと思っています。 

良い環境を保存してい
くべき 

・相模原市は緑の多いところだとおもいます。住宅地に住む私どもには緑が少なく、徒歩、⾞等出かけ
ることがあると街路樹に癒されるのですが残念ながら年々伐採されているところがあり新たに植樹する
より現在のものを⼤切にしていってほしいです。 

・次世代のためにも緑豊かな環境を残したいと思います。しかしながらなかなか⽇々の⽣活に追われ
意識が低くなってしまったり取組がおろそかになってしまいます。市⺠として何ができるのか微々たる取
り組みが具体的にどのような環境保全の⼒に（助けに）なっていくのか等わかりやすいビジョン（数
値化や視覚化など）を提⽰していただけたらと思います。 

・相模原市の環境保全を宜しくお願いします。緑区の緑も⼤切に残して⾏って欲しいです。 
緑地、⽔辺、公園等
を作ってほしい 

・近くに境川があるのですが、親⽔場というか川に⼊れる場所をもっと作ってほしい。 
・公園に緑が少ないと感じます。特に⼩規模の公園に緑が増えると嬉しいです。また、街に⽇差しをし
のぐ樹が欲しいと感じます。 

・淵野辺駅北⼝は緑がとても少なく、きれいな街とはいえません。もっとグリーンを多くしていただければ
と思います。 

⾥⼭や公園の⼿⼊れ
等の必要性 

・⾼齢化で荒廃地が増えています。野菜を作っても⿃獣被害が著しいので多様性を保全するゾーン
として外来⽣物を駆除しながら在来の緑地を保全していくことがコストも安く維持しやすいと思いま
す。草は悪いものと決めつけず植物のＣＯ2 を利活⽤したいものです 

・⽝の散歩で川の近くの緑がある道を利⽤するが草が沢⼭あり歩きにくいのでもっと定期的に草刈をし
てほしい。 

・近隣にある公園が汚い。草がボウボウで定期的に草刈等⼿⼊れをしてほしい。砂場から雑草が伸
びきっている。 

森林開発等の防⽌ ・私の近くに住んでいる道路に植えてある⽊が切り倒されているのが多く⾒かけます。⾊々とわけがある
と思いますがこれだけ夏は温度が上がっているので少しでも多く⽊があるとほっとします。もっと樹⽊を
⼤事にしてほしいです。 

・近年⽊々の伐採の後マンションや⼀⼾建てが⽴つ光景が⾒られます。また緑がなくなるのか・・・とさ
みしい気持ちでいっぱいになります。 

・⼤⽊の枝をあまり切らないでください。街路樹を丸坊主にしないでください。涼しい⽊陰が欲しいで
す。清掃⽅法はみんなで考えてください。 

獣害・外来種の問題・
対策 
 
 

・ニホンサル、タヌキ、イノシシの害を及ぼす動物を駆除してください。農作物の被害が尋常でない。農
業では⾷っていけなくなる。 

・特定外来⽣物ではありませんが「熊」による被害を聞きますので、防⽌策の強化をおねがいします。 
・農⽤耕作地周辺と⼭林界への⾦網、丈夫に電気柵設置 

地球温暖化等に対す
る対策の必要性 

・ここ数年、夏の暑さがすごすぎる。相模原市は緑地帯や⾃然に恵まれているので、35 度位で済ん
でいるが、これから先もっと気温が上がる様⼦。クーラー無しでは⽣活出来ないようになる。ますます
⼤気汚染につながる。世界的に異常気象に不安になる。 

・地球温暖化による猛暑が今後も予測されます。暑さ対策としてミストシャワーの設置（適材適
所）要望致します。 

・年々増え続ける⾃然災害を考えると、⼀刻も早く河川の整備などを進めて欲しい。 
ごみについての対策の
必要性 

・ゴミのマナー違反他地域からのゴミ持ち込みを⾒張っていただきたいです。ルールを守っている⼈達の
迷惑です。 

・境川にゴミがよく捨てられています。そこにカラスが沢⼭寄ってきて⾮常に怖いです。 
・⾦属、プラスチック、ビニール類などが分離できないゴミもリサイクルゴミとして回収して下さい。 

公共交通の改善への
期待 

・環境問題を考え、⾃家⽤⾞でなく公共交通機関や⾃転⾞を使⽤したくても、地域的にバスの本数
が少なく、⾃転⾞に乗っても道路が整備されてなくて、危険なところが多く、乗るのをためらいます。通
学路の整備もされておらず、環境として⼦供達が安⼼して暮らせる街づくりをお願いします。 

・⾃家⽤⾞の⾏動ではなく公共交通機関で移動ができるよう便利にしてほしい。 
・相模原市は⼈⼝が多い割に道路状況が悪いと思います。圏央道を作っても出⼊り⼝からの渋滞
等ＣＯ2 発⽣はかなりの量だと感じるので交通渋滞にも改善策を希望します。 

環境教育や啓発の必
要性 

・市の環境保全は各個⼈が⾃覚しないとなかなか上⼿くいかないと思いますし、ほとんどの⼈が「他⼈
事」と考えているのではないでしょうか。各個⼈が⾃覚を持つように「地域毎」に勉強会を開くようにし
たらどうでしょうか。私⾃⾝勉強会があれば積極的に参加させていただきます。 

・この⼤きな問題は市だけではできないので市⺠の意識・教育参加による⽬的を明確にしたイベント
などで作業を⾏い、また幅広く情報発信し推進する⼈々の教育、実⾏等も重要なことだと思う。 

・私たち 20 代はＳＮＳなどインターネットをよく使⽤するのでアンケートやこういった情報はネットを使っ
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Q3 市への環境に関するご意⾒やご要望がございましたら、下記コメント欄にご記⼊くださ

い。 
た⽅が⽬につきやすいのではないかと思います。 

環境の保全に向けた
⼈材の活⽤ 

・現在の各⾃治会や⽼⼈会の活動を活かし環境の整備できるように活⽤したらいい。
・主婦ですが、⽂章作成、ＳＮＳ発信、ブログ、取材、撮影などが得意で町づくりやこういった環境の
ことなど⾊々活動したいですが⼦育てなど⾃宅（在宅）でできる仕事があると嬉しいです。主婦は
環境や町づくりや他⾊々きちんと⾒ている⼈が多いですし過去の経験が⽣かせないでいる⼈が沢⼭
います。 

・もうすぐ定年退職のため協⼒可能なものは⾏っていきたいと思います。こういう⼈が増えていると思い
ます。情報・協⼒要請を継続的に⾏われたらいいと思います。 

⾼齢化の問題 ・⾼齢で⾏動が出来ない。
・⾼齢の為質問に答えることが出来ず、申し訳ございません。 
・もう 80 代になり町づくりの事等⾊んな意味で協⼒はするが今年の夏も熱中症にならないよう⽣活
を。 

アンケートが環境を考
えるきっかけになった 

・余り重要に考えた事はなかったですがやはり⼀⼈⼀⼈の環境に対するマナーが⼤事だと思いました。
この機会を与えていただきましてありがとうございます。 

・アンケートに答えながら⽣物多様性やビオトープなどについて少し勉強したことを思い出しました。また
勉強する機会があればと思っていますので講演会の情報などを得やすいようにしていただけると嬉し
いです。 

・このアンケートが届いたことで、環境づくりに関してどのような取組を⾏おうかとしていることを調べるきっ
かけをいただけました。⼤好きな相模原市がますます環境にやさしいまちづくりを進めていってくれるこ
とを期待し、私⾃⾝も出来る事を今まで以上に考えていきたいと思います。 

空き家対策の必要性 ・やっぱり空き家の対策では︖結果的に⼤和市のように相続遺族等⼿続き相談窓⼝を作れば空き
家相続対策になり、環境保全につながるのでは︖ 

・空き家や空き地などの放棄は環境を壊す。市、地域でそれなりの対策を考えてほしい。個⼈に任せ
ていてはなかなか解決しない。むずかしい問題ですね。 

・畑や林だった場所がほとんど住宅になってきている。空き家がたくさんあるのだから緑を残せるような対
策を。住宅になったからとても暑い。少しでも⼟を残せるようにしてほしい。 

市⾏政への期待 ・この環境に対するアンケートでどのようなデータが取れ実⾏されていくのか⼤変楽しみですし強く期待
します。 

・⽇ごろから市⺠のために取り組んでいただきありがとうございます。より⼀層住みやすい相模原市とな
るよう願っております。今後ともどうぞよろしくお願いいたします。 

・ひばり放送が聞こえない。もっとスピーカーを増やしてください。 
その他 ・⾃然環境ではなく市⺠が住みやすい環境、公共交通機関の充実やスポーツ施設の充実をお願い

します。 
・ブーム、流⾏に流されない⾏動が必要。「地球に優しい」などといっているようではダメ。 
・エアコン室外機の発する熱の利⽤⽅法を真剣に考えるべき。 
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事業者意向調査ではアンケート調査、ヒアリング調査を実施しました。各調査の調査

方法については下表に示します。 

 

表 調査方法（アンケート調査） 

調査の⽬的 アンケート調査で得られた結果を踏まえ、事業者のニーズや今後の取り組みの⽅向
性、市への期待等を把握する。特に環境基本計画では、事業所における取組状
況、事業活動による環境影響の把握の状況、市が優先的に取組むべきと考える施
策内容等を把握するため設問を設定 

調査の対象 事業者 101 社（相模原の環境をよくする会 会員企業） 
調査の実施⽅法 郵送配布・郵送回収 
調査期間 平成 30(2018)年 10 ⽉ 15 ⽇〜平成 30(2018)年 10 ⽉ 31 ⽇(約 2 週間)

 

表 調査方法（ヒアリング調査） 

調査の⽬的 アンケート調査で得られた結果を踏まえ、事業者のニーズや今後の取り組みの⽅向
性、市への期待等を把握する。製造業・建設業・電気事業・⼩売業・教育の 5 つに
区分し、それぞれの業種にあわせて設問を設定 

調査の対象 事業者 4 社、⼤学 1 校（相模原の環境をよくする会 会員企業、ほか市内で取り
組みしている団体等） 

調査の実施⽅法 ヒアリング調査 
調査期間 平成 31(2019)年 1 ⽉〜平成 31(2019)年 2 ⽉ 

 

事業者アンケート調査は、配布数が 101 社、回収数が 67 社、回収率が約 66％でした。

調査結果は次項に示します。 

 

Q1-1 貴事業所の名称等をご記⼊ください。 

結果概要 （個別企業情報のため記載せず） 

Q1-2 貴事業所の主な業種を 1 つお答えください。 

結果概要 アンケート回答を得た事業者では、「製造業」が 67％を占めており、次いで「卸売、⼩
売業」が 6％、「サービス業」が 5％であった。 

 

農林水産業
3%

建設業
3%

製造業
67%

卸売、小売業
6%

サービス業
5%

その他
16%

回答事業所数 

67 社 
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Q1-3 貴事業所の形態をお答えください。 

結果概要 事業所の形態は、「⼯場」が 61％で最も多く、次いで「事務所・営業所」が 21％、
「店舗・飲⾷店」が 6％であった。これは Q1-2 にて「製造業」の回答が多かったがそれ
が起因したものと考えられた。 

 

Q1-4 貴事業所のパート・アルバイトを含む従業員数をお答えください。 

結果概要 事業所の従業員数（パート・アルバイト含）は、「300 ⼈以上」が 33％で最も多く、次い

で「50〜99 ⼈」が 18％、「100〜199 ⼈」が 15％であった。⽐較的規模の⼤きな事業

所が多い結果となった。 

 

Q1-5 貴事業所の操業年数をお答えください。 

結果概要 事業所の操業年数は、「30 年以上」が最も多く 82％、次いで「10〜30 年未満」が

13％、「3〜10 年未満」が 5％であった。なお、「3 年未満」の事業所は無かった。⽐較的

操業年数の多い事業所が多かった 

 

 

 

事務所・営
業所

21%

店舗・飲食店

6%

倉庫・輸送センター・
配送センター

1%
工場

61%

その他

11%

5人未満
2%

5～9人
9%

10～29人
13%

30～49人
7%

50～99人
18%

100～199人
15%200～299人

3%

300人以上
33%

3～10年未満

5%

10～30年未満

13%

30年以上

82%

回答事業所数 

67 社 

回答事業所数 

67 社 

回答事業所数 

67 社 
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Q2-1 環境分野において関⼼のある環境問題や環境活動をお答えください。（3 つまで選択

可） 

結果概要 企業が関⼼の⾼い環境問題及び環境活動は、「地球温暖化の防⽌」が最も多く
68％、次いで「ごみの問題」が 55％であった。業種別、形態別の整理では傾向に⼤き
な差異は⾒られなかった。 

 

 

 

 

Q2-2 貴事業所での環境に配慮した取組の状況についてお答えください。 

結果概要 企業の環境に配慮した取組の実施状況は、「⾏っている」が 96％、「⾏っていない」が 4％で

あった。アンケート対象とした企業は環境への取組が盛んであると考えられた。 

 

 

 

 

 

68%

55%

42%

29%

22%

18%

12%

8%

5%

2%

0% 20% 40% 60%

地球温暖化の防止

ごみの問題

極端な暑さや局地的豪雨等の異常気象

大気汚染や水質汚濁などの公害問題

地域の環境保全活動の広がり

生物多様性の危機

環境教育の充実

ヒートアイランド現象

その他

みどりの減少

行っている
96%

行っていない

4%

回答事業所数 

    65 社 

（サンプル 169） 

回答事業所数 

67 社 
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Q2-3 Q2-2 で「⾏っている」とお答えいただいた事業所の⽅にお聞きします。貴事業所における環

境に配慮した取組の位置付けについて近いものをお答えください。（複数選択可） 

結果概要 企業による環境の取組に関する位置付けは、「社会貢献活動の⼀環という位置付け」が最

も多く 69％、次いで「事業活動を続ける上で重要な要素」が 58％であった。「法令順守の

み」は割合としては少なく 9％であった。アンケート対象とした企業の環境配慮の活動は⽐較

的⾼い意識に基づいて⾏われているといえる。 

 

 

 

Q2-4 Q2-2 で「⾏っている」とお答えいただいた事業所の⽅にお聞きします。貴事業所で⾏っている

環境に配慮した取組の内容についてお答えください。（複数選択可） 

結果概要 企業で⾏われている環境配慮の取組は、「省エネルギーの推進」が最も多く 80％、次いで

「クールビス・ウォームビズの推進」が 72％であり、地球温暖化対策及び企業利益に関連す

る項⽬での取組が多かった。 

  

69%

58%

9%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

社会貢献活動の一環であると位置付けている

事業活動を続ける上での重要な要素と位置付けている

法令順守のみ行うこととしている

わからない

80%

72%

69%

67%

64%

55%

53%

45%

45%

44%

41%

38%

34%

33%

28%

27%

20%

16%

14%

13%

11%

3%

2%

0% 20% 40% 60% 80%

省エネルギーの推進

クールビズ・ウォームビズの推進（室内温度の最適化含む）

資源の有効活⽤の推進（リサイクルの推進）

廃棄物の発⽣抑制

印刷、コピー、事務⽤品等の削減

⼆酸化炭素の排出量の削減

リサイクル製品や環境に配慮した製品の購⼊（グリーン購⼊）

従業員に対する環境教育の実施

ISO14001やエコアクション21等の認証取得

有害化学物質や汚染物質の排出抑制（使⽤量削減）

騒⾳・振動・悪臭の低減

事業活動による環境負荷の把握

製品製造の原材料調達における環境負荷の低減の配慮

再⽣可能エネルギーの導⼊（太陽光パネルの設置等）

CSRレポートの作成・公表

環境組織や環境管理⼈員等の配置

地域や環境活動団体と協働した道路、川、公園等での清掃

環境学習、環境教育のイベントへの参加

エネルギーマネジメントシステムの導⼊

地域や環境活動団体と協働した花づくり等⾃然を守る活動

事業所での⽣物多様性の保全に係わる活動（ビオトープの造成…

その他

⼤学等の学術機関との連携による環境保全にかかわる技術開発

回答事業所数 

    64 社 

（サンプル 87） 

回答事業所数 

    64 社 

（サンプル 558） 
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Q2-5 Q2-4 でお答えになった現在の取組について、今後、取組を進める上での課題をお答えくださ

い。 

結果概要 企業が環境配慮を⾏う上での課題は、「⼈材不⾜」が最も多く 53％、次いで「事業所内で

の意思統⼀を図るのが難しい」が 41％であった。 

Q2-6 Q2-2 で「⾏っていない」とお答えいただいた事業所の⽅にお聞きします。その理由をお答えく

ださい。（複数選択可） 

結果概要 企業において環境配慮を⾏っていない理由としては、「⼈材不⾜」「情報不⾜」が最も多く

67％、次いで「資⾦不⾜」「ノウハウ、技術の不⾜」「収益増化等、メリットが感じられない」

が 33％であった。 

 

Q2-7 環境に配慮した取組を効果的に⾏うため、他の主体との連携のあり⽅について有効と思わ

れる⼿段をお答えください。（複数選択可） 

結果概要 企業が環境に配慮した取組を効果的に進めるための有効策と考えるものは、「市・環境活

動団体等による環境関連イベントの開催」が最も多く 58％、次いで「産官学の連携を促す

マッチング」が 34％であった。以上から環境連携の機会の創出が重要と考えられた。業種別

の整理では傾向に⼤きな差異は⾒られなかった。 

 

53%

41%

36%

32%

20%

3%

3%

2%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

人材不足

事業所内での意思統一を図るのが難しい

ノウハウ、技術の不足

資金不足

情報不足

収益増化等、メリットが感じられない

自社以外の協力が得られない

その他

相談する窓口がない（わからない）

取組の必要性が感じられない

67%

67%

33%

33%

33%

0%

0%

0%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

人材不足

情報不足

資金不足

ノウハウ、技術の不足

収益増化等、メリットが感じられない

自社以外の協力が得られない

事業所内での意思統一を図るのが難しい

相談する窓口がない（わからない）

取組の必要性が感じられない

その他

58%

34%

33%

25%

14%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

市・環境活動団体等による環境関連イベントの開催

産官学の連携を促すためのマッチングの実施

企業間のプラットフォームや研究会の設置

地域住民等との連携の機会の創出

わからない

その他

回答事業所数 

    59 社 

（サンプル 112） 

回答事業所数 

    3 社 

（サンプル 7） 

回答事業所数 

    64 社 

（サンプル 106） 
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Q2-8 環境問題について、市に優先的に取り組んでほしい対策をお答えください。（3 つまで選択可） 

結果概要 企業が市に優先的に取り組んでほしいと考える対策は、「極端な暑さや局地的豪⾬等への対

策」が最も多く 39％、次いで「ごみの発⽣抑制やリサイクルの推進」が 35％であった。Q2-4 と同

じく、企業が取り組んでいる環境配慮の活動と同様の活動について⽀援を要望していた。また、

次に「環境教育や環境学習の推進」「市⺠、環境活動団体、事業者等の環境活動への⽀援」

の割合が 29％となっており、環境活動のボトムアップについても要望していることが分かった。業種

別の整理では傾向に⼤きな差異は⾒られなかった。 

 

 

 

Q2-9 貴事業所がこれまで⾏った環境の保全や改善（省エネ・再エネ設備導⼊、屋上緑化や⽣垣の

設置等含む）における、相模原市の補助制度の利⽤状況をお答えください。 

結果概要 企業の補助制度の利⽤については、「助成を利⽤したことがある」が 12％、「助成を利⽤したこと

がない」が 73％、「分からない」が 15％であった。アンケート対象とした企業は⽐較的環境配慮

の取組が進められていると考えられるが、補助制度を利⽤している企業の割合は少なかった。 

 

 

 

39%

35%

29%

29%

27%

21%

19%

13%

11%

10%

10%

6%

6%

3%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

極端な暑さや局地的豪雨等への対策

ごみの発生抑制やリサイクルの推進

環境教育や環境学習の推進

市民、環境活動団体、事業者等の環境活動への支援

地球温暖化の防止

環境保全の協働の仕組みづくり

廃棄物の適正処理

その他

緑地の保全と活用

森林、里山の保全

生活環境の保全（大気汚染等の対策）

生物多様性の保全と再生

都市公園の整備

水辺環境の保全と活用

都市緑化の推進

12%

73%

15%

相模原市の補助助成を利用している、又は、利用したことがある

相模原市の補助助成を利用したことは無い

分からない

回答事業所数 

    62 社 

（サンプル 163） 

回答事業所数 

67 社 
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Q2-10 貴事業所において今後、環境に関する取組を進める上でどのような補助制度が必要と考えられ

るかお答えください。なお、現在、相模原市で⾏われている助成制度以外のものをお答え下さい。

結果概要 企業が望む補助制度は、「温室効果ガス削減の補助助成」が 51％、次いで「環境関連製品の

購⼊についての補助助成」が 29％であった。 

 

 

 

 

Q3 市への環境に関するご意⾒やご要望がございましたら、下記コメント欄にご記⼊ください。 

結果概要 市への⾃由意⾒として 2 件の回答が得られた（全体の 3％）。何れも環境保全に関す
る要望であった。 

 

⾃由意⾒（2 意⾒） 

・⾃然を⼤事にし、地域住⺠がより住みやすくなるような環境改善に取り組んでいただけたらと思います。 
・緑区を中⼼とした緑豊かな地域である相模原市であると思いますが、現存している緑を保全・整備している
かどうかという点では⾒直すところがあるのではと思います。   

51%

8%

29%

12%

省エネや温室効果ガスの削減についての補助助成

みどりの保全についての補助助成

環境関連製品の購入についての補助助成

その他

記入あり
3%

記入なし
97%

回答事業所数 

67 社 

回答事業所数 

49 社 
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事業者アンケート調査は、製造業、建設業、電力業、小売業の 4 社、教育機関 1 校を

対象に実施しました。 

 

表 施策立案に関する意見の概要 

カテゴリ 主な意⾒ 

事業者※ 

意⾒反映を

⾏う施策

Ａ
社
︵
製
造
︶ 

Ｂ
社
︵
建
設
︶ 

Ｃ
社
︵
電
⼒
︶ 

Ｄ
社
︵
⼩
売
︶ 

Ａ
⼤
学
︵
教
育
︶ 

環境基本計画

で市に期待する

こと 

・急速充電器の整備、EV バス導⼊、⼩⽔⼒発電、バイオマスエネル

ギー導⼊等のエネルギー関連の施策は経済効果も期待できるので

注⼒してはどうか 

・⾃社の事業活動の電気を再⽣可能エネルギーで賄う必要があるた

め、今後は再エネ電気を確保していきたい 

・企業の環境配慮は、基本的に規制がないほうがやりやすいが、例え

ば再⽣可能エネルギーの導⼊率を設定するなど、市がリードするよ

うなやり⽅も良い 

 〇 〇  
地球温暖

化対策 

・化学物質汚染については⼈や⽣きものへの被害が想定されるため

注⼒が必要ではないか（企業としても取り組んでいる） 
〇    〇

環境リスク

の管理 

・環境配慮の取組は⼀企業では難しいところもあるため、同じ⽬標を

持つ他業種や⼤学・研究機関等が知り合える場を設けてほしい 
〇 〇 〇  

環境に配慮

したライフス

タイルの促

進 

・情報提供を頻繁にして欲しい 

（環境規制が⼊る場合、環境に関連する業者の紹介（リサイクル

等）、省エネによるコストダウン等） 

〇    〇

施策への協⼒

について 

・企業の社会的責任が厳しくなっており、地域、顧客の信⽤確保の

ために環境配慮は重要だと考えているので、基本的に市の施策に

は協⼒していきたい 

〇 〇 〇 〇 〇

・市と協働でゴミ問題といった環境啓発のイベント、市⺠を対象とした

環境講座を開設することは可能 
   〇 〇

・市の施策について、店内のポスター掲⽰やイベントでの協⼒等、広

報活動を協⼒することは可能 
   〇

・施策の実効にあたっては、企業、市、消費者の 3 者にインセンティ

ブが与えられるような仕組み作りが⼤切である 
   〇

その他 
・環境配慮の取組は、企業の収益向上につながるところまでいってい

ないことが多く、今後の課題となっている 
 〇 〇  

※）事業者の「○」は主な意⾒の該当者を⽰したもの 
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令和元（2019）年 6 月 30 日に開催した「第 15 回さがみはら環境まつり」にて「さが

みはら環境シンポジウム」を行いました。登壇者 5 名を筆頭に、これからの相模原の環

境について考え、話し合う場となり、市民の環境意識の向上が期待されます。 

当日の議事概要を下記に示します。 

 

議事概要 
○日 時  令和元（2019）年 6月 30 日（日） 13:50～16:00 

○場 所  ミウィ橋本 8 階 杜のホールはしもと多目的室 

○登壇者  5 名 
 

区分 ⽒名 所属 

コーディネータ 平岩 夏⽊ (株)エフエムさがみ代表取締役 

パネリスト 川久保 俊 法政⼤学デザイン⼯学部准教授 

吉⽥ 茂司 さがみはら環境まつり実⾏委員⻑ 

坂本 堯則 相模原市⾃治会連合会会⻑ 

荻原 次晴 スポーツキャスター 

 

○パネルディスカッション 議事概要 
 
環境に配慮している国、町、事柄などはありますか︖ 
荻原⽒ ・⽇本では遅れて取組が進むということだが、真似をするということで形になるという良い⾯も

ある。 
川久保⽒ ・⼀⼈⼀⼈が環境への配慮を持つ、考える町ということが重要と思う。 
吉⽥⽒ ・飲⾷店を経営しているが店の前の掃除やごみの分別などを社員に伝える際、作業として

⾏うのではなく、持続可能な社会の実現につながっているということを知ってもらうことが⼤
切だと思っている。 

・持続可能な町は、ごみを分別して処理するというだけではなく、サスティナブルというトータル
で環境保全をしていくということが発信できている町だと思う。 

坂本⽒ ・キレイなまち、安全なまちという 2 つが重要である。 
・相模原市では⾃治会だけではなく⽼⼈会やボランティアなどによって清掃活動や、⾃主的
なパトロールを頻繁に⾏っている。 

・そのような⼈たち、学⽣らに取組が⽀えられている。 
環境問題について、どのようなことに取組んでいますか︖ 
吉⽥⽒ ・⾷事を残される⽅にはできるだけテイクアウトしてもらっており⾷品ロスにつながっているが、

実はグレーゾーンで⾷品衛⽣上の課題がある。 
・⾏政には、⾷品ロスをなくすガイドラインを作って欲しい。 

坂本⽒ ・取り組んでいくことは、⾃分たちのまちは⾃分たちでキレイにしようということである。 
・キレイなまちを保全し、住みたいまちにするよう配慮していくことが重要である。 

荻原⽒ ・エアコンをつけないようにしている。これはスキーやスノーボードのアスリートでよくやられている
活動であるが、このような気持ちで取り組んでいくことで気候変動の抑制につながっていくと
思う。 

川久保⽒ ・環境は広い⾔葉で室内環境、住環境、都市環境と全てにつながっており、エアコンにより
室内は冷えるが外に熱を出しているので地域としては暑くなっている。 

・環境は連続的な中でいかされているということであり、そういったものを包括したものが
SDGs の考え⽅である。 

・エネルギーの削減、気候変動対策、ごみのロスなど、⼀つの取組が他の課題の解決にもつ
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ながるという視点を持つことが重要である。 
・SDGs のように包括的に環境問題に取り組んでいるということがひとつの環境に配慮したま
ちの姿なのかもしれない。 

相模原市では望ましい環境像に向けて⾊々な取組を⾏っていますが、よりよい環境守っていくために今後は
どのような取組が必要でしょうか︖ 
坂本⽒ ・キレイなまちを作っていくことが最も重要と思う。 

・川、海辺、⼭など、各⾃が率先してゴミ拾いをするまちづくりをしていくことが重要と思う。 
・⾃治会や住⺠が⾃主的に取組を⾏うようなまちをつくっていくことが重要。 
・3010 運動や公共交通の利⽤促進が良いのではないか。 
・レジ袋の削減も数円単位ではなく 100 円にして、経費を除いた 97 円を環境保全のため
に使っていくことも良いだろう。 

・⾼齢者も⼀緒になって環境保全に取り組むことで健康にもつながっていく。 
吉⽥⽒ ・つらくなく、楽しく環境保全していくことが重要。 

・市⺠に環境保全の意識付けをしていくとともに、⾏政による規制（キャップ）をかけていけ
れば良い。 

・環境をよくしていかないという気持ちを伝えていくことと、もう⼀⽅で⾏政などの取組の両軸
でやることが⼤切だと思う。 

坂本⽒ ・ライトダウンの取組（2 時間ほど電気を消すという取組）など「⾟くなく楽しく環境保全をす
る」という取組に参考となる部分があると思う。 

・このような取組は賛同できる⼈のみで⾏っても良いと思う。 
川久保⽒ ・SDGs はグローバルな⽬標だけとして⾒るのではなく、⾃分たちの町、または⾃分事としてど

う落とし込めるかが重要。 
・環境・経済的効果の⾒える化、選択が多数あって⾃分に⼀番合ったものを選択できるよう
な社会になると良い。 

平岩⽒ ・地産地消も物の移動距離が少ないということから⼆酸化炭素の排出量が少なくなり、環
境保全につながっている。 

荻原⽒ ・もったいない精神をつらぬいていくようなメンタルも重要。 
・「もったいない」ということが褒め⾔葉になるような社会になっていくと良い。 

まとめ 
平岩⽒ ・環境問題はこうすると決めたら終わりではなく「持続可能」という⾔葉をもって取り組んでい

ければと思う。 
・このシンポジウムが⼀⼈⼀⼈の⾏動につながるようなきっかけとなれば⼤成功だと思う。 
・環境問題に取り組むこと、考えることの出発点に⾃分の町からという考えはとても良いと思
う。 

 

令和 2（2020）年度からの新たな環境基本計画、地球温暖化対策計画、水とみどりの基

本計画・生物多様性戦略の策定に向け、計画案の概要について、周知を行い環境に関する

市民意識の醸成を図るとともに、市の環境に関する取組等について、広く市民からの意

見を聞くため、オープンハウスを実施しました。 

 

〇実施日時 令和元（2019）年 11月 16 日（土）～17 日（日） 

〇実施場所 相模総合補給廠一部返還地（支えあおう・さがみはらフェスタ） 

〇実施方法 パネル展示及びアンケート調査 

〇アンケート回収数 ２４５  
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相模原市環境基本条例 
 
平成8年10月4日 
条例第26号 
 
前文 
私たちのまち相模原は、相模野の広い台地や
相模 川の雄大な流れと、神奈川県の水源地
域として重 要な役割を担っている森林や湖
に象徴される豊かな自然環境に恵まれ、人々
のたゆみない努力に より首都圏における中
核都市として着実に発展 してきた。一方、こ
うした都市の発展に伴う社会経済活動によ
り、近年では自動車排出ガスによる大気の汚
染 や生活排水による水質の汚濁、廃棄物の
増大など私たちの生活に密着した問題が生
じてきている。 さらに、今日の環境問題は、
地球の温暖化、オゾン層の破壊など地球規模
へと拡大し、将来の世代に 深刻な影響を及
ぼすことが懸念されている。 もとより、私た
ちは、良好な環境の下で健康で安 全かつ文
化的な生活を営む権利を有しているだけで
なく、良好な環境を守り、育て、将来の世代
へ 引き継いでいく責務を担っている。 相模
原市では、人と自然との共生の下調和の取れ
た豊かな環境づくりを目指し「相模原市環境
宣言」を制定し、これらの環境問題に対する
様々な 取組を行っているところである。 こ
の取組を更に推進し、市、事業者及び市民が
一 体となって、環境の保全と創造に努める
ことにより、快適で住み良い相模原を実現す
るため、ここに、この条例を制定する。  
 
第1 章 総則 
(目的)  
第 1 条 この条例は、環境の保全及び創造
について、基本理念を定め、並びに市、事業
者及び市民の責務を明らかにするとともに、
環境の保全及び創 造に関する施策の基本と
なる事項を定めること により、環境の保全
及び創造に関する施策を総合 的かつ計画的
に推進し、もって現在及び将来の市民の健康
で安全かつ文化的な生活の確保に寄与 する
ことを目的とする。 
 (定義) 
第 2 条 この条例において、次の各号に掲
げる用語の意義は、当該各号に定めるところ
による。  
（1） 環境への負荷 人の活動により環境 に
加えられる影響であって、環境の保全上の支
障の原因 となるおそれのあるものをいう。 
 (2) 地球環境保全 人の活動による地球全
体の 温暖化又はオゾン層の破壊の進行、海
洋の汚染、 野生生物の種の減少その他の地
球の全体又はその広範な部分の環境に影響
を及ぼす事態に係る 環境の保全であって、
人類の福祉に貢献するとともに、市民の健康
で安全かつ文化的な生活の確保 に寄与する
ものをいう。 
 (基本理念) 
第 3 条 環境の保全及び創造は、市民が健
康で安 全かつ文化的な生活を営むことので
きる自然と 調和の取れた豊かな環境を確保
し、及び向上さ せ、並びに将来の世代へ継承
していくことを目的 として行うものとする。 
2 環境の保全及び創造は、環境に関する資
源の 有限性を認識するとともに、その適正
な管理及び利用を図り、もって環境への負荷
の少ない持続的 な発展が可能な社会を構築
することを目的として行うものとする。 
3 環境の保全及び創造は、市、事業者及び
市民相互の協力の下に行うものとする。 
4 地球環境保全は、人類共通の課題である
とともに市民の健康で安全かつ文化的な生
活を将来にわたって確保する上で極めて重
要であることから、積極的に推進するものと
する。 
(市の責務) 
第 4 条 市は、前条に規定する環境の保全

及び創造についての基本理念( 以下「基本理
念」という。) にのっとり、環境の保全及び
創造に関する総合的 な施策を策定し、及び
実施しなければならない。 
2 市は、基本理念にのっとり、市の施策を
実施するに当たっては、環境への負荷を低減
するように努めなければならない。  
3 市は、基本理念にのっとり、広域的な取
組を必 要とする環境の保全及び創造に関す
る施策を実施するに当たっては、国及び他の
地方公共団体と 協力するように努めなけれ
ばならない。 
 (事業者の責務)  
第5 条 事業者は、基本理念にのっとり、そ
の事業 活動を行うに当たっては、環境への
負荷の低減その他環境の保全及び創造のた
めに必要な措置を 講ずるように自ら努めな
ければならない。 
2 事業者は、基本理念にのっとり、環境の
保全上 の支障を防止するため、その事業活
動に係る製品その他の物が使用され又は廃
棄されることによる環境への負荷の低減に
資することとなるよう に努めるとともに、
その製品その他の物が廃棄物 となった場合
にその適正な処理が図られることとなるよ
うに努めなければならない。 
3 前 2 項に定めるもののほか、事業者は、
基本理 念にのっとり、市が実施する環境の
保全及び創造 に関する施策に協力しなけれ
ばならない。 
(市民の責務) 
第6 条 市民は、基本理念にのっとり、環境
の保全 上の支障を防止するため、その日常
生活に伴う環 境への負荷の低減に努めなけ
ればならない。 
2 前項に定めるもののほか、市民は、基本
理念に のっとり、環境の保全及び創造に自
ら努めるとともに、市が実施する環境の保全
及び創造に関する施策に協力しなければな
らない。 
 
第2 章 基本的施策 
 (施策の方針)  
第7 条 市は、基本理念にのっとり、環境の
保全及び創造に関する施策を実施するに当
たっては、次に掲げる事項が達成されるよう
に努めるものとする。  
 (1) 人の健康が保護され、及び生活環境が
保全 されるように公害を防止し、大気、水、
土壌等を良好な状態に保持すること。 
 (2) 生き物の生息又は生育に配慮し、健全
な生態系を保持するとともに、樹林地、水辺
地、農地等 を適正に保全し、人と自然との豊
かなふれあいを確保すること。 
 (3) 潤いと安らぎのある環境の保全及び創
造を 目指し、緑化の推進、水辺地の整備、良
好な景観の確保、歴史的文化遺産の保全等を
図ること。 
 (4) 廃棄物の減量化・資源化及び適正な処
理、資源の循環的な利用並びにエネルギーの
有効利用を推進すること。  
(5) 水源地域においては、広域的な役割を
果たすため、森林資源の保全及び育成並びに
河川及び 湖沼の水質を保全するとともに、
水資源の活用に努めること。 
 ( 平17 条例127・一部改正) 
 ( 環境基本計画)  
第 8 条 市長は、環境の保全及び創造に関
する施 策を総合的かつ計画的に推進するた
め、環境の保 全及び創造に関する基本的な
計画( 以下「環境基 本計画」という。) を策
定しなければならない。  
2 環境基本計画は、環境の保全及び創造に
ついての目標及び施策の方向その他の必要
な事項に ついて定めなければならない。 

3 市長は、環境基本計画を策定するに当た
っては、附属機関の設置に関する条例( 昭和
37 年相模原市条例第 17 号) に基づき設置
された相模原市 環境審議会の意見を聴かな
ければならない。  
4 市長は、環境基本計画を策定するに当た
っては、市民、事業者又はこれらのものの組
織する団 体( 以下「市民等」という。) の意
見を聴くために必要な措置を講ずるように
努めなければならない。 
5 市長は、環境基本計画を策定したときは、
速やかに、これを公表しなければならない。  
6 前3 項の規定は、環境基本計画の変更に
ついて準用する。 
 (環境教育及び環境学習の推進) 
第 9 条 市は、環境の保全及び創造に関す
る教育及び学習を推進するため、環境の保全
及び創造に 関する知識等の普及又は啓発、
市民等からの相談への対応、人材の育成、市
民相互の交流の機会の 拡充等に努めるもの
とする。 
( 地球環境保全の推進)  
第10 条 市は、地球環境保全に関する施策
を実施するに当たっては、国際機関、国又は
他の地方 公共団体と協力してその推進に努
めるものとする。  
 
第3 章 施策推進のための方策 
( 市民等の意見の反映) 
 第11 条 市は、環境の保全及び創造に関す
る施 策に市民等の意見を反映することがで
きるように必要な措置を講ずるものとする。  
( 年次報告書の作成等)  
第12 条 市長は、環境基本計画に基づき実
施された施策の状況等について年次報告書
を作成し、これを公表しなければならない。  
( 市民等の自主的な活動の促進)  
第13 条 市は、市民等が自主的に行う緑化
の推 進に関する活動、廃棄物の減量化・資源
化に関する活動その他の環境の保全及び創
造に関する活 動を促進するために必要な措
置を講ずるように 努めるものとする。  
( 監視、調査等の体制の整備)  
第14 条 市は、環境の状況を把握し、及び
環境の保全及び創造に関する施策を適正に
実施するために必要な監視、調査等に関する
体制の整備に努めるものとする。  
( 情報の提供)  
第15 条 市は、第9 条に規定する環境の保
全及び創造に関する教育及び学習の推進並
びに第 13 条に規定する市民等が自主的に
行う環境の保全 及び創造に関する活動の促
進のため、環境の状況 並びに環境の保全及
び創造に関する情報の提供 に努めるものと
する。  
( 財政措置)  
第16 条 市は、環境の保全及び創造に関す
る施 策を推進するために必要な財政上の措
置を講ずるように努めるものとする。  
( 推進体制)  
第17 条 市は、市の機関相互の調整及び市
民等 との協力を図り、環境の保全及び創造
に関する施 策を推進するための体制を整備
するものとする。  
附 則 
1 この条例は、平成8 年11 月1 日から施
行する。  
2 さがみはら環境プラン( 平成5 年3 月策
定) は、 第 8 条の規定により策定された環
境基本計画とみなす。  
附 則( 平成 17 年 12 月 21 日条例第 127 
号) この条例は、平成18 年3 月20 日から
施行する。 
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用語集 

⽤語 解説 

【ア⾏】 

アスベスト 

（⽯綿） 

天然の鉱物繊維で「せきめん」「いしわた」とも呼ばれています。⾁眼では⾒ることができな

い極めて細い繊維であるため、⾶散すると空気中に浮遊しやすく、⼈が吸⼊すると肺胞に

沈着しやすい特徴があります。体内に滞留した⽯綿が要因となって、肺の線維化や肺が

ん、悪性中⽪腫などの病気を引き起こすことがあります。現在は、原則として製造等が禁

⽌されています。 

エコアクション 21 環境省が策定した⽇本独⾃の環境マネジメントシステムです。⼀般に、「PDCA サイクル」

と呼ばれるパフォーマンスを継続的に改善する⼿法を基礎として、組織や事業者等が環

境への取組を⾃主的に⾏うための⽅法を定めています。 

エコドライブ 環境にやさしい⾞の運転や使い⽅のことです。アイドリングストップや加減速の少ない運

転、タイヤの空気圧チェックなどの 10 項⽬があり、地球にも⼈にもお財布にもやさしいとい

うメリットがあります。 

エコネットの輪 エコネットの輪の正式名称は「相模原市⽴環境情報センター事業協⼒者登録制度」で

す。市⺠活動団体、事業者、⼤学及び⾏政から、それぞれの⽴場⼜は環境活動リーダ

ーとして、ボランティアや地域貢献活動を⽬的とする環境学習プログラムやイベント、各種

環境情報を提供してもらい、学校や地域で⾏われる環境学習や環境活動を広く⽀援し

ていく制度です。 

エシカル消費 エシカルとは「倫理的」という意味で、「⼈や社会、環境に配慮した消費⾏動」のことを「エ

シカル（倫理的）消費」と⾔います。 

温室効果ガス ⼤気を構成する気体であって、⾚外線を吸収し再放出する気体です。京都議定書で

は、⼆酸化炭素（CO2）、メタン、⼀酸化⼆窒素、ハイドロフルオロカーボン（HFC）、

パーフルオロカーボン（PFC）、六ふっ化硫⻩（SF6）の 6 物質が温室効果ガスとして

排出削減対象となっています。 

【カ⾏】 

外来種 導⼊(意図的・⾮意図的を問わず⼈為的に、過去あるいは現在の⾃然分布域外へ移

動させること。導⼊の時期は問わない。)により、その⾃然分布域(その⽣物が本来有する

能⼒で移動できる範囲により定まる地域)の外に⽣育⼜は⽣息する⽣物種(分類学的に

異なる集団とされる、亜種、変種を含む)です。 

外来⽣物 外来⽣物法(平成 16 年法律第 78 号)では、「海外から我が国に導⼊されることにより

その本来の⽣息地⼜は⽣育地の外に存することとなる⽣物」と定義されている「法律⽤

語」。つまり、国外から⽇本に導⼊されるもののみを対象としており、いわゆる国内由来の

外来種は含みません。 

河岸段丘 川に沿って⽚岸または両岸が、川に向かって階段状になっている地形を、河岸段丘と⾔い

ます。⼤昔、「洪⽔で川底に⼟砂がたまる」→「川の流れで川底を削る」→「川底が隆起

する」→「再び川が川底を削り取る」ということを繰り返してきました。 

河床勾配 川の流れる⽅向の川底の傾きのことです。 

環境基準 ⼈の健康の保護及び⽣活環境の保全の上で維持されることが望ましい基準であり、⾏政

上の政策⽬標です。環境基本法第 16 条に基づき⼤気の汚染、⽔質の汚濁、⼟壌の

汚染及び騒⾳について定められています。 
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環境教育 持続可能な社会の構築を⽬指して、家庭、学校、職場、地域その他のあらゆる場におい

て、環境と社会、経済及び⽂化とのつながりその他環境の保全についての理解を深めるた

めに⾏われる環境の保全に関する教育及び学習のことを⾔います。 

環境配慮契約 製品やサービスを調達する際に、環境負荷ができるだけ少なくなるような⼯夫をした契約

を指します。環境配慮契約は、調達者⾃⾝の環境負荷を下げるだけでなく、供給側の企

業に環境負荷の少ない製品やサービスの提供を促すことで、経済・社会全体を環境配慮

型のものに変えていく可能性を持っています。 

環境リスク ⼈の活動によって環境に加えられる負荷が環境中の経路を通じ、環境の保全上の⽀障

を⽣じさせるおそれ（⼈の健康や⽣態系に影響を及ぼす可能性）を指します。 

緩和策 地球温暖化の原因物質である温室効果ガスの排出量を削減する（または植林などによ

って吸収量を増加させる）対策のことを⾔います。 

空間放射線量

率 

空間放射線量率とは、空間中のγ（ガンマ）線量を測定したもので、1 時間当たりのマイ

クロシーベルトで表⽰されています。空間放射線量率は、⼈間がその場所に 1 時間⽴っ

ていた場合に、γ線をどれくらい被ばくするかを表しています。通常、測定器は地上 1m くら

いの⾼さに置かれることが多いですが、これは⼤⼈の場合にこの⾼さに重要な臓器がある

からです。 

グリーンインフラ ⾃然環境が有する多様な機能を積極的に活⽤して、地域の魅⼒・居住環境の向上や

防災・減災等の多様な効果を得ようとするものとされています。 

グリーン購⼊ 製品やサービスを購⼊する際に、その必要性を⼗分に考慮し、購⼊が必要な場合には、

できる限り環境への負荷が少ないものを優先的に購⼊することです。 

広域トレイルネ

ットワーク 

森林、原野、⾥地⾥⼭等にある踏み分け道、歩くための道が広域的にネットワークとして

つながっていることを⾔います。 

光化学オキシダ

ント 

⼯場・事業場や⾃動⾞から排出される NOx や VOC などが太陽光線を受けて光化学反

応を起こすことにより⽣成されるオゾンなどの総称で、いわゆる光化学スモッグの原因となっ

ている物質です。強い酸化⼒を持ち、⾼濃度では眼やのどへの刺激や呼吸器に影響を及

ぼすおそれがあり、農作物などにも影響を与えます。 

耕作放棄地 農林業センサスにおいて「以前耕地であったもので、過去 1 年以上作物を栽培せず、し

かもこの数年の間に再び耕作する考えのない⼟地」と定義されている統計上の⽤語です。

交通需要マネ

ジメント(TDM) 

⾃動⾞の効率的利⽤や公共交通への利⽤転換など、交通⾏動の変更を促して、発⽣

交通量の抑制や集中の平準化など「交通需要の調整」を⾏うことにより、道路交通混雑

を緩和していく取組を指します。 

⾏動科学 ⼈間の社会的な⾏動を科学的に研究することで、その中から、法則性を⾒出そうとする

学問です。そのなかには、⼼理学や社会学、⼈類学、経済学、政治学などが含まれてい

ます。 

⾼度処理型浄

化槽 

本市が進める⾼度処理型浄化槽とは、台所や⾵呂の⽣活排⽔をし尿と併せて処理する

浄化槽のうち、窒素・リンの除去が可能なものを⾔います。 

合 流 式 / 分 流

式公共下⽔道 

合流式下⽔道は、汚⽔と⾬⽔を⼀緒に下⽔処理場へ送ります。⼀⽅、分流式下⽔道

は、汚⽔⽤管路と⾬⽔⽤管路の２つを埋設し、汚⽔は下⽔処理場へ、⾬⽔は川や海

に直接放流します。 

＜分流式に転換をすることによる環境リスクへのメリット＞ 

汚⽔と⾬⽔をそれぞれ専⽤の管で集めるので、河川の⽔質が守られ、環境⾯でも衛⽣

⾯でも優れた⽅式と⾔えます。 
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【サ⾏】 

再⽣可能エネ

ルギー 

⾃然の営みから半永久的に得られ、継続して利⽤できるエネルギーの総称。⼀度利⽤し

ても⽐較的短期間に再⽣が可能であり、資源が枯渇しないため、地球環境への負荷が

少ないエネルギーです。エネルギー供給事業者による⾮化⽯エネルギー源の利⽤及び化

⽯エネルギー原料の有効な利⽤の促進に関する法律(平成 21 年法律第 72 号)では、

再⽣可能エネルギー源として、太陽光、⾵⼒、⽔⼒、地熱、太陽熱、⼤気中の熱その他

の⾃然界に存する熱、バイオマスと規定しています。 

⾥地⾥⼭ 現に管理若しくは利⽤をされ、⼜はかつて管理若しくは利⽤をされていた農地、⽔路、た

め池、⼆次林、その他これらに類する⼟地の全部⼜は⼀部及び⼈が⽇常⽣活を営む場

所が⼀体となっている区域で、良好な景観の形成、災害の防⽌、伝統的な⽂化の伝

承、余暇⼜は教育的な活動の場の提供等の機能を有する地域です。 

次世代クリーン

エネルギー⾃動

⾞（CEV） 

⼀般のガソリン⾞やディーゼル⾞と⽐べて、環境への負荷を低減させる新技術を搭載した

⾃動⾞のことを⾔います。次世代クリーンエネルギー⾃動⾞には、電池に蓄えられた電気

によりモーターを回転させて⾛⾏する電気⾃動⾞（EV）、エンジンとモーターといったように

複数の原動機を組み合わせて⾛⾏するハイブリッド⾃動⾞（HV）、ハイブリッド⾃動⾞

に外部から充電できる機能を付加したプラグインハイブリッド⾃動⾞（PHV/PHEV）、⽔

の電気分解の逆の反応を利⽤し、⽔素と酸素を反応させて電気エネルギーを直接取り

出し、モーターを作動させる燃料電池⾃動⾞（FCV）、天然ガスを燃料とする天然ガス

⾃動⾞（NGV）、天然ガスや⽯炭から製造される液体燃料を使⽤するメタノール⾃動

⾞などがあります。 

持続可能な開

発のための教育

（ESD） 

世界には環境、貧困、⼈権、平和、開発といった様々な問題があります。ESD とは、これ

らの現代社会の課題を⾃らの問題として捉え、⾝近なところから取り組むことにより、それら

の課題の解決につながる新たな価値観や⾏動を⽣み出すこと、そしてそれによって持続可

能な社会を創造していくことを⽬指す学習や活動です。 

⾃然環境保全

地域特別地区 

⾃然環境保全地域とは、⾃然環境を保全することが特に必要な地域として⾃然環境保

全法に基づき環境⼤⾂⼜は都道府県知事により指定される地域です。本市には

1,340.5ha あ り 、そ の うち 相 模 原 市 緑区 牧 野 の⽯ 砂 ⼭ の ⼀部 が 特 別地区

（33.5ha）に指定されています。 

⾃然公園 ⾃然公園法（昭和 32 年法律第 61 号）に基づき指定される国⽴公園及び国定公

園、県⽴⾃然公園の総称です。優れた⾃然の美しい⾵景地を保護しつつ、その⾃然の

中で休養し、レクリエーションを⾏い、また、⾃然から学ぶことを⽬的に指定されています。

本市には丹沢⼤⼭国定公園と県⽴丹沢⼤⼭⾃然公園、県⽴陣⾺相模湖⾃然公園

があります。 

市⺠協働推進

⼤学事業 

本市では市との協働による効果的な課題解決に向けて、市⺠から協働事業提案、アイ

デア提案を募集し、市との協働事業として実施しています。 

市⺠緑地 都市緑地法（昭和 48 年法律第 72 号）に基づき、⼟地所有者と地⽅公共団体等

が契約を締結し、緑地等を公開する制度です。この制度により、都市に残るみどりが、⾃

治会やボランティア団体等の管理により保全され、市⺠が憩いの場として利⽤できる公開

された緑地として提供されます。 

循環型社会 ⼤量⽣産・⼤量消費・⼤量廃棄型の社会に代わるものとして提⽰された概念です。循環

型社会形成推進基本法（平成 12 年法律第 110 号）では、第 1 に製品等が廃棄

物等となることを抑制し、第 2 に排出された廃棄物等についてはできるだけ資源として適

正に利⽤し、最後にどうしても利⽤できないものは適正に処分することが徹底されることに

より実現される、「天然資源の消費が抑制され、環境への負荷ができる限り低減された社



- 107 - 

会」としています。 

⽣涯学習まちか

ど講座 

サークル・地域・職場等に市の職員が出向き、相模原市のことや市の仕事について話す

出前講座のことです。 

親⽔ ⽔や川に触れることで⽔や川に対する親しみを深めることです。 

⽔源かん養機

能 

森の⼟壌は降⽔を貯留し、川へ流れ込む⽔の量を平準化して洪⽔を緩和するとともに、

川の流量を安定させます。また、⾬⽔が森林⼟壌を通過することにより、⽔質が浄化され

ます。これらの機能を⽔源かん養機能と呼びます。 

⽔素ステーショ

ン 

燃料電池⾃動⾞(FCV)に⽔素を供給するための施設です。各種燃料をその場で改質し

て⽔素を作り貯蔵・供給するステーションと、外部から輸送した⽔素をその場で貯蔵し、供

給するステーションがあります。 

ステークホルダー 企業などの組織が活動を⾏うことで影響を受ける利害関係者を指します。例としては、株

主、経営者、従業員、顧客、取引先等が挙げられます。 

⽣産緑地地区 市街化区域内の農地で、良好な⽣活環境の確保に効⽤があり、公共施設等の敷地に

供する⽤地として適している農地を対象に都市計画に定めたもので、本市においては、条

例で下限⾯積を 300 ㎡としています。 

製造品出荷額

等 

1 年間の「製造品出荷額」、「加⼯賃収⼊額」、「修理料収⼊額」、「製造⼯程から出た

くず及び廃物」の出荷額とその他の収⼊の合計です。 

⽣物化学的酸

素 要 求 量

（BOD） 

微⽣物が⽔中の汚濁物（有機物）を分解するときには、酸素を使います。⽔中の汚濁

物（有機物）が微⽣物によって分解されるときに消費される酸素の量を⽣物化学的酸

素要求量（ＢＯＤ）と⾔い、⼀般にＢＯＤが⼤きい場合は、⽔中にある有機物の量

が多いことを意味するため、有機物による⽔質汚濁の程度が⼤きいことになります。 

⽣物多様性 遺伝⼦レベル、種レベル、⽣態系レベルのそれぞれで⽣物が持つ多様さをまとめて⽣物多

様性と⾔います。⽣物は、同じ種であっても、⽣息・⽣育する地域によって、また、個体間

でも形態や遺伝的に違いがあります。⼤気、海や川、⼟壌など様々な環境に適応して多

様な⽣物種が存在し、⽣態系を形成しています。近年、⽣物多様性の保全を促進する

ため、2010 年には⽣物多様性条約 COP10 が愛知県で開催され、⽣物多様性の保

全の⽬標が定められました。 

ソーラーシェアリ

ング 

農地に⽀柱を⽴てて上部空間に太陽光発電設備等の発電設備を設置し、農業と発電

事業を同時に⾏うことを⾔います。営農型発電設備とも呼ばれています。 

【タ⾏】 

ダイオキシン類 有機塩素化合物でポリ塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシン（ＰＣＤＤ）、ポリ塩化ジベンゾ

フラン（ＰＣＤＦ）及びコプラナ-ポリ塩化ビフェニル（Ｃｏ-ＰＣＢ）の３つの物質群

があります。これらは、廃棄物の焼却、塩素によるパルプなどの漂⽩などの⼯程で副⽣成

物として⽣成されてしまいます。健康影響は、⽣殖、脳、免疫系などに対する影響が懸念

されており、研究が進められている段階ですが、⽇本の汚染レベルは健康影響が⽣じるレ

ベルではないと考えられています。 

脱炭素社会 地球温暖化の原因となる⼆酸化炭素などの温室効果ガスの排出を防ぐため、⽯油や⽯

炭などの化⽯燃料から脱却することを脱炭素と呼びます。再⽣可能エネルギーの利⽤を

進めるなど、社会全体を低炭素化する努⼒を続けた結果としてもたらされる持続可能な

社会を脱炭素社会と⾔います。 

地域循環共⽣

圏 

各地域が美しい⾃然景観等の地域資源を最⼤限活⽤しながら⾃⽴・分散型の社会を

形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し⽀え合うことにより、地域の活⼒が最⼤

限に発揮されることを⽬指す考え⽅です。 
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地球温暖化対

策計画（国） 

地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、国が地球温暖化対策の推進

に関する法律に基づいて策定した、唯⼀の地球温暖化に関する総合的な計画です。温

室効果ガスの排出抑制及び吸収の⽬標、事業者、国⺠等が講ずべき措置に関する基

本的事項、⽬標達成のために国・地⽅公共団体が講ずべき施策等について記載されて

います。 

地産地消 地域で⽣産された農産物やエネルギーをその地域で消費することを⾔います。 

適応策 既に起こりつつある、または起こりうる気候変動の影響の回避・軽減等を図る取組のことを

⾔います。 

【ナ⾏】 

燃料電池 

（Fuel Cell） 

⽔素と酸素を化学的に反応させることによって、電気を発⽣させる発電装置のことです。エ

ネルギー効率が⾼く、また窒素酸化物の発⽣が少ないなど、環境への負荷が低いことが特

徴です。天然ガス・メタノールなどの幅広い燃料の使⽤が可能です。家庭⽤では、ガスから

取り出した⽔素と空気中の酸素を化学反応させて発電し、このとき発⽣する熱でお湯も

つくる⾼効率の家庭⽤燃料電池(エネファーム)として、販売されています。 

【ハ⾏】 

パリ協定 2020 年以降の地球温暖化対策の国際的枠組みを定めた協定です。2015 年 12 ⽉

に国連気候変動枠組み条約第 21 回締約国会議（COP21）で採択され、2016 年

11 ⽉に発効されました。世界の平均気温の上昇を産業⾰命前の 2℃未満（努⼒⽬標

1.5℃）に抑え、21 世紀後半には温室効果ガスの排出を実質ゼロにすることを⽬標にし

ています。締約国は削減⽬標を⽴てて 5 年ごとに⾒直し、国際連合に実施状況を報告

することが義務付けられました。また、先進国は途上国への資⾦⽀援を引き続き⾏なうこ

とも定められています。 

パークマネジメン

トプラン 

市⺠の豊かな暮らしを実現するために、公園が担うべき役割や⽬指すべき公園像を明確

にし、施設の適切な管理等に関するハード⾯の⽅針(管理⽅針)と、公園の利活⽤や適

正利⽤等に関するソフト⾯の⽅針(運営⽅針)を定め、これらに基づいた管理運営を⾏

い、公園の更なる魅⼒向上や、より効果的・効率的な管理運営、適正利⽤の推進等に

より、相模原市らしい魅⼒的な公園づくりを実現するものです。 

ヒートアイランド

現象 

都市部において⾼密度にエネルギーが消費され、また地⾯の⼤部分がコンクリートやアスフ

ァルトで覆われているため、⽔分の蒸発による気温の低下が妨げられ、郊外部よりも気温

が⾼くなっている現象のことを指します。 

微⼩粒⼦状物

質（PM2.5） 

⼤気中に漂う⼩さな粒⼦で、粒径が 2.5μｍ（マイクロメートル︓μｍ＝100 万分の 1

ｍ）以下のものです。ＰＭ2.5 には、物の燃焼などによって排出される粒⼦と⼤気中での

化学反応によって⽣成される粒⼦があります。粒⼦が⾮常に⼩さいため、肺の奥深くまで

⼊りやすく、呼吸器系や循環器系への健康影響が懸念されています。 

フリマアプリ オンライン上でフリーマーケットのように個⼈間による物品の売買を⾏えるスマートフォン⽤の

アプリです。 

分散型電源 電⼒供給の⽅法のひとつで、電⼒需要地の近くに配置された⼩規模な発電設備のことで

す。太陽光や⾵⼒など再⽣可能エネルギーを利⽤した発電設備、⽔素を利⽤した燃料

電池、天然ガスや LP ガス等を燃料として熱と電気を同時供給するガスコージェネレーショ

ンシステムなどがあります。 

保安林 ⽔源のかん養、⼟砂の崩壊その他の災害の防備、公衆の保健など、特定の公共⽬的を

達成するため、農林⽔産⼤⾂⼜は都道府県府知事によって指定される森林のことを⾔

います。保安林では、それぞれの⽬的に沿った森林の機能を確保するため、⽴⽊伐採や
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⼟地の形質の変更などが規制され、⽔源かん養保安林、保健保安林等、全部で 17 

種類(神奈川県は 13 種類、相模原市は６種類)の保安林があります。 

保存樹林 本市では、市⺠が健康で快適な⽣活を営むことのできる環境を確保するため、相模原市

緑化条例(昭和 47 年相模原市条例第 29 号)により制度化され、現在では市⽣物

多様性に配慮した⾃然との共⽣に関する条例により、市街地に残された貴重な樹林を

保存樹林に指定しています。 

放 射 線 ・ 放 射

性物質 

不安定な原⼦が安定な原⼦に変わる過程で放出される粒⼦（原⼦よりも⼩さな粒

⼦）や電磁波を放射線と⾔い、放射線を放出する性質がある物質を放射性物質と⾔い

ます。放射線である粒⼦には、アルファ線、ベータ線、中性⼦線などがあり、電磁波には、

エックス線やガンマ線などがあります。 

【マ⾏】 

街美化アダプト

制度 

公園、緑地、道路、河川敷等の市が所管する公共施設の美化活動を市⺠と市のパート

ナーシップに基づき、市⺠が⾃発的に⾏い、市が活動を⽀援する取組を指します。 

メガソーラー 太陽光発電の中でも、出⼒が 1MW(1,000kW)を超える⼤規模システムをメガソーラー

と呼びます。近年、遊休地や休耕地などの⼟地の有効活⽤を⽬的として、各地でメガソ

ーラーの設置が進んでいます。 

【ヤ⾏】 

湧⽔ 地下⽔が地表に⾃然に出てきたもののことです。湧き⽔や泉、湧泉とも⾔います。⼤量の

湧⽔は川の源流の１つでもあります。 

【数字・英字】 

COOL CHOICE 

（クールチョイス） 

国の地球温暖化対策計画における温室効果ガス削減⽬標の達成に向けて、国が、省エ

ネ・低炭素型の製品への買い替え・サービスの利⽤・ライフスタイルの選択など地球温暖化

対策に資するあらゆる賢い選択を促す国⺠運動のことを指します。 

CSR Corporate Social Responsibility の略です。企業は社会的な存在であり、⾃社の利

益、経済合理性を追求するだけではなく、ステークホルダー（利害関係者）全体の利益

を考えて⾏動するべきであるとの考え⽅であり、⾏動法令の遵守、環境保護、⼈権擁

護、消費者保護などの社会的側⾯にも責任を有するとしています。 

ESG 投資 環境・社会・企業統治に配慮している企業を重視・選別して⾏う投資のことです。ESG

評価の⾼い企業は事業の社会的意義、成⻑の持続性など優れた企業特性を持つと⾔

えます。 

G20 サミット アルゼンチン、オーストラリア、ブラジル、カナダ、中国、フランス、ドイツ、インド、インドネシ

ア、イタリア、⽇本、メキシコ、韓国、南アフリカ共和国、ロシア、サウジアラビア、トルコ、英

国、⽶国の 19 ヶ国に加え、欧州連合（EU）の⾸脳が参加して毎年開催される国際

会議です。G20 の正式名称は「⾦融・世界経済に関する⾸脳会合」です。世界の GDP

の 8 割以上を占める「国際経済協調の第⼀のフォーラム」として、G20 は世界経済を⼒

強く成⻑させていくことを⽬的としてきました。 

ISO14001 ISO14000 シリーズは、環境マネジメントシステムを中⼼として、環境監査、環境パフォー

マンス評価、環境ラベル、ライフサイクルアセスメントなど、環境マネジメントを⽀援する様々

な⼿法に関する規格から構成されています。業種・業態を問わず、あらゆる組織が利⽤

し、認証を取得することができ、企業の環境への取組の状態を⽰すことができます。 

PRTR 制度 Pollutant Release and Transfer Register（化学物質排出移動量届出制度）の

略です。⼈の健康や⽣態系に有害な影響を及ぼすおそれのある化学物質について、環

境中への排出量及び廃棄物に含まれて事業所の外に移動する量を事業者が⾃ら把握
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し、国に報告を⾏い、国は、事業者からの報告や統計資料等を⽤いた推計に基づき、対

象化学物質の環境への排出量等を把握、集計し、公表する仕組みを⾔います。 

Recycle 

（再⽣利⽤） 

ごみを資源として再利⽤することです。びんを砕いて再度びんを製造するなど、原材料とし

て再利⽤する再⽣利⽤と、焼却して熱エネルギーを回収するサーマル・リサイクル（熱回

収）があります。 

Reduce 

（排出抑制） 

ものを⼤切に使い、ごみを減らすことです。リユース、リサイクルに優先されます。 

Refuse 

（発⽣抑制） 

ごみになるものを受け取らないことです。具体的には、スーパーのレジ袋や包装紙・割り箸

等を購⼊時点で断ったり、本当に必要な物以外を衝動買いしないことを指します。 

Reuse 

（再使⽤） 

⼀旦使⽤された製品や容器等を繰り返し使うことです。 

ZEB(ゼブ) Net Zero Energy Building(ネット・ゼロ・エネルギー・ビル)の略です。建築構造や設備

の省エネルギーの実現や、再⽣可能エネルギーの活⽤、地域内でのエネルギーの⾯的(相

互)利⽤などの組合せにより、エネルギー⾃⽴度を極⼒⾼め、年間の⼀次エネルギー消費

量の収⽀をゼロとすることを⽬指した建築物のことを指します。 

ZEH(ゼッチ) Net Zero Energy House(ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス)の略です。断熱性や省エネ

ルギー性能の向上といった省エネルギーを実現した上で、太陽光発電などの再⽣可能エ

ネルギーを導⼊することにより、年間の⼀次エネルギー消費量の収⽀をゼロとすることを⽬

指した住宅のことを指します。 

 






